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改定前 改定後 備考 

 

第１章 総則 

第１節 地震災害対策計画の概要 

第１ 計画の目的 

 この計画は，災害対策基本法第 40条の規定に基づき，茨城

県防災会議が策定する計画であって，県内の地震災害全般

に関して総合的な指針及び対策計画を定めたものであり，

県，指定地方行政機関，市町村，指定地方公共機関等が，

その有する全機能を有効に発揮して，本県の地域における

地震による災害予防，災害応急対策，災害復旧及び東海地

震の警戒宣言時の緊急応急対策を実施することにより，県

民の生命，身体及び財産を地震災害から保護することを目

的とするものである。 

  なお，石油コンビナート等災害防止法（昭和 52年法律第

84号）に基づく鹿島臨海地区石油コンビナート等特別防災

区域にかかる災害対策に関しては，茨城県石油コンビナー

ト等防災計画と，原子力に関する災害対策に関しては，茨

城県地域防災計画（原子力災害対策計画編）と十分調整を

図るものとする。 

 （新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 総則 

第１節 地震災害対策計画の概要 

第１ 計画の目的 

 この計画は，災害対策基本法第 40条の規定に基づき，茨城

県防災会議が策定する計画であって，県内の地震災害全般に

関して総合的な指針及び対策計画を定めたものであり，県，

指定地方行政機関，市町村，指定地方公共機関等が，その有

する全機能を有効に発揮して，本県の地域における地震によ

る災害予防，災害応急対策，災害復旧及び東海地震の警戒宣

言時の緊急応急対策を実施することにより，県民の生命，身

体及び財産を地震災害から保護することを目的とするもので

ある。 

 なお，石油コンビナート等災害防止法（昭和 52 年法律第

84号）に基づく鹿島臨海地区石油コンビナート等特別防災区

域に係る災害対策に関しては，茨城県石油コンビナート等防

災計画と，原子力に関する災害対策に関しては，茨城県地域

防災計画（原子力災害対策計画編）と十分調整を図るものと

する。 

 また，強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・

減災等に資する国土強靱化基本法（平成 25 年法律第 95 号）

に基づく茨城県国土強靱化計画は，国土強靱化の観点から，

県の各計画の指針となるものとされている。このため，県，

指定地方行政機関，市町村，指定地方公共機関等は，国土強

靱化に関する部分については，県国土強靱化計画の基本目標

である，  

 Ⅰ 人命の保護が最大限図られること 

 Ⅱ 県政及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維

持されること 

 Ⅲ 県民の財産及び公共施設に係る被害の最小化  

 Ⅳ 迅速な復旧復興  

を踏まえ，この計画に基づく防災対策の推進を図るものとす

る。 

 

 

 

 

p.1 
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第２節 茨城県の防災環境 

第１ 自然環境の特性 

（略） 

第２ 社会環境の特性 

１～３（略） 

４ 広域交通ネットワークの整備 

茨城県内の広域交通ネットワークは，（略） 

（中略） 

港湾については，茨城港（日立港区，常陸那珂港区，大

洗港区），鹿島港の 2つの重要港湾が供用されているほか，

空港については，茨城空港が平成 22年 3月に開港し，国内

線では神戸間，札幌間，国際線では韓国ソウル間（運休中），

中国上海間，の４路線が就航している。 

（略） 

 

第３節 茨城県の地震被害 

第１ 地震災害の歴史 

１ 地震災害の歴史 

表中 

                      

8 市で震度 6強，21市町村で震度 6弱を観測。  

同日 15:15 に茨城県沖で最大余震(M7.7)が発生し，鉾田市 

で 6強，神栖市で 6弱を観測。 

人的被害：死者 65名，行方不明者 1名，重症 34名，軽症 

678 名 

住家被害：全壊 2,628 棟，半壊 24,355 棟，一部損壊 186,423 

棟，床上浸水 1,799 棟，床下浸水 779 棟（平成 26 年 9 月 10

日 

現在） 

 

 （新規） 

 

 

 

 

第２節 茨城県の防災環境 

第１ 自然環境の特性 

（略） 

第２ 社会環境の特性 

１～３（略） 

４ 広域交通ネットワークの整備 

茨城県内の広域交通ネットワークは，（略） 

（中略） 

港湾については，茨城港（日立港区，常陸那珂港区，大 

洗港区），鹿島港の 2つの重要港湾が供用されているほか， 

空港については，茨城空港が平成 22年 3月に開港し，国内 

線では札幌間，神戸間，福岡間，那覇間，国際線では中国

上海間の５路線が就航している。 

（略） 

 

第３節 茨城県の地震被害 

第１ 地震災害の歴史 

１ 地震災害の歴史 

表中 

平成 23年（2011 年）東北地方太平洋沖地震。 

8市で震度 6強，21市町村で震度 6弱を観測。  

同日 15:15 に茨城県沖で最大余震(M7.7)が発生し，鉾田市で

6強，神栖市で 6弱を観測。 

人的被害：死者 65名，行方不明者 1名，重症 34名，軽症 678

名 

住家被害：全壊 2,629 棟，半壊 24,374 棟，一部損壊 187,656

棟，床上浸水 1,799 棟，床下浸水 779 棟（平成 28年 12 月 31

日現在） 

  

 

発震年月日 震央の位置 マグニ 
チュー
ド 

被  害  摘  要 
西暦 日本暦 北緯 東経 
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2011.3.
23 

平 成

23.3.23 
37°0
5′ 

140°4
7′ 5.5 鉾田市で震度５弱を記録。 

2011.3.
24 

平成

23.3.24 
36°1
0′ 

140°0
2′ 4.8 鉾田市で震度５弱を記録。 

2011.4.1
1 

平成

23.4.11 
36°5
6′ 

140°4
0′ 7.0 

鉾田市で震度６弱，日立市，高

萩市，北茨城市，小美玉市，筑

西市，かすみがうら市，鉾田市

で震度５強，水戸市，笠間市，

ひたちなか市，茨城町，大子町，

常陸大宮市，那珂市，城里町，

土浦市，石岡市，つくば市，阿

見町，坂東市，稲敷市，つくば

みらい市，常総市で震度５弱を

記録。北茨城市，坂東市，牛久

市，日立市で負傷者各１名。県

沿岸部に津波警報発表。 

2011.4.
12 

平成

23.4.12 
37°0
3′ 

140°3
8′ 6.4 

北茨城市で震度６弱，高萩市で

震度５強，日立市，ひたちなか

市，那珂市，小美玉市，鉾田市

で震度５弱を記録。北茨城市で

軽傷１名，物的被害無し。 
2011.4.

13 
平成

23.4.13 
36°5
4′ 

140°4
2′ 5.7 

北茨城市で震度５弱を記録。人

的・物的被害無し。 

2011.4.
16 

平成

23.4.16 
36°2
0′ 

139°5
6′ 5.9 

鉾田市で震度５強を，笠間市，

常陸大宮市，桜川市で震度５弱

を記録。笠間市，かすみがうら

市で軽傷者各１名。 

2011.8.
1 

平成

23.8.1 
36°5
4′ 

141°1
3′ 6.5 

日立市，常陸大宮市で震度５弱

を記録。水戸市，ひたちなか市，

常陸大宮市，筑西市，桜川市で

軽傷者各１名，物的被害無し。

2011.8.
19 

平成

23.8.19 
37°3
8′ 

141°4
7′ 6.5 

日立市で震度４を記録。日立市

で軽傷者１名。 
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2011.11.
20 

平成

23.11.20 
36°4
2′ 

140°3
5′ 5.3 

日立市で震度５強，高萩市で震

度５弱を記録。日立市で軽傷者

１名，物的被害無し。 

2012.2.
19 

平成

24.2.19 
36°4
5′ 

140°3
5′ 5.2 

日立市で震度５弱を記録。つく

ばみらい市で軽傷１名，物的被

害無し。 

2012.3.
1 

平成

24.3.1 
36°2
6′ 

140°3
7′ 5.3 

東海村で震度５弱を記録。日立

市で負傷者１名，物的被害無

し。 
2012.3.

10 
平成

24.3.10 
36°4
3′ 

140°3
6′ 5.4 

高萩市で震度５弱を記録。人

的・物的被害無し。 

2012.3.
14 

平成

24.3.14 
35°4
4′ 

140°5
5′ 6.1 

神栖市で震度５強，日立市で震

度５弱を記録。人的・物的被害

無し。 

2012.12
.7 

平成

24.12.7 
38°0
1′ 

143°5
2′ 7.3 

常陸太田市，常陸大宮市で震度

５弱を記録。水戸市で重傷１

名，土浦市で軽傷１名，桜川市

で非住家被害３棟。県沿岸部に

津波注意報発表 
2013.1.

28 
平成

25.1.28 
36°3
4′ 

140°3
3′ 4.8 

水戸市で震度５弱を記録。人

的・物的被害無し。 

2013.1.
31 

平成

25.1.31 
36°4
2′ 

140°3
6′ 4.7 

日立市で震度５弱を記録。日立

市で負傷者１名，物的被害無

し。 
2013.9.

20 
平成

25.9.20 
37°0
3′ 

140°4
1′ 5.9 

高萩市，鉾田市で５弱を記録。

人的・物的被害無し。 
2013.11

.10 
平成

25.11.10 
36°0
0′ 

140°0
5′ 5.5 

筑西市で５弱を記録。人的・物

的被害無し。 

2013.12
.31 

平成

25.12.31 
36°4
1′ 

140°3
7′ 5.4 

高萩市で５弱を記録。人的・物

的被害無し。 

2015.5.
25 

平 成

27.5.25 
36°0
3′ 

139°3
8′ 5.5 

土浦市で５弱を記録。人的・物

的被害無し。 
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  （略） 

２ 資料 （略） 

 第２ 本県に被害をもたらす可能性のある地震 

 １ 本県に被害をもたらす可能性のある地震 

   首都圏での直下型の地震（マグニチュード 7 級）の発生

については，大陸プレート，フィリピン海プレート及び太

平洋プレートが互いに接し，複雑な応力集中が生じている

ことなどから，ある程度の切迫性を有していることが明ら

かにされており，茨城県に影響を及ぼす地震としては，茨

城県南部地震（マグニチュード 7.3）が中央防災会議によ

り想定されている。 

茨城県沖を含む三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレ

ート間地震（津波地震）については，茨城県及び福島県沖

の海溝寄り部分では，複数の領域を震源域とした地震が発

生する可能性があるとされており，発生した場合は，マグ

ニチュード（Mt）8.6～9.0 と地震調査研究推進本部により

推定されている。 

東海地震（震源地：駿河湾，マグニチュード：8 程度）

が発生した場合，概ね県南部で震度 5 弱，その他の地域は

2016.5.1
6 

平成

28.5.15 
36°
02’ 

139°
53’ 5.5 

小美玉市で震度５弱を記録。
つくば市で軽傷１名，物的被
害無し。 

2016.7.2
7  

平成

28.7.27 36°27’ 140°36’ 5.4 
日立市，常陸太田市で震度５
弱を記録。人的・物的被害は
無し。 

2016.11.2
2 

平成

28.11.22 37°21 141°36’ 7.4 高萩市で震度５弱を記録。津
波注意報発表。 

2016.11.2
4 

平成

28.11.24 37°10 141°25’ 6.2 高萩市で震度４を記録。水戸
市で軽傷１名。 

2016.12.
28 

平成

28.12.28 36°43′ 140°34′ 6.3 

高萩市で震度６弱，日立市で
５強，常陸太田市で５弱を記
録。高萩市，北茨城市で軽傷
者各１名，高萩市で住家一部
損壊５棟。 

（略） 

２ 資料 （略） 

 第２ 本県に被害をもたらす可能性のある地震 

 １ 本県に被害をもたらす可能性のある地震 

首都圏での直下型の地震（マグニチュード 7 級）の発生

については，大陸プレート，フィリピン海プレート及び太

平洋プレートが互いに接し，複雑な応力集中が生じている

ことなどから，ある程度の切迫性を有していることが明ら

かにされており，茨城県に影響を及ぼす地震としては，茨

城県南部地震（マグニチュード 7.3）が中央防災会議により

想定されている。 

茨城県沖を含む三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレ

ート間地震（津波地震）については，茨城県及び福島県沖

の海溝寄り部分では，複数の領域を震源域とした地震が発

生する可能性があるとされており，発生した場合は，マグ

ニチュード（Mt）8.6～9.0 と地震調査研究推進本部により

推定されている。 

南海トラフ地震（最大クラス，マグニチュード：9.0）が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



地域防災計画（地震災害対策計画編） 新旧対照表 

- 16 - 

震度 4 以下と予想されており，近い将来大規模な地震が発

生すると考えられている。 

上記以外の地震についても，過去には，茨城県南部，茨

城県沖，福島県沖で震度 5 を記録し被害が発生しており，

発生確率については算出されていないが，太平洋プレート

内部での周期の短い強震動の地震も想定されている。しか

し，地震発生の切迫性を判断することは困難であり，今後

の研究成果を待つ状況にある。 

 ２ 資料，関連項目 

(1) 資 料 

 資料３－２「茨城県南関東直下型地震被害想定調査の概

要」 

 資料３－３「茨城県における震度別地震回数表」 

 資料４－１「地震防災対策強化地域の指定について（報

告）」 

 資料４－２「中央防災会議地震防災対策強化地域指定専

門委員会検討結果中間報告」 

 資料４－３「中央防災会議地震防災対策強化地域指定専

門委員会検討結果報告」 

 資料４－５「大規模地震防災・減災対策大綱」 

（略） 

第４節 各機関の業務の大綱 

地震災害に関し，県，市町村，指定地方行政機関，自衛隊，

指定公共機関，指定地方公共機関，公共的団体及びその他防災

上重要な施設の管理者は，おおむね次の事務又は業務を処理す

るものとする。 

第１ 茨城県 

１ 茨城県防災会議及び県災害対策本部に関する事務 

２ 防災に関する施設，組織の整備と訓練 

３ 地震による被害の調査報告と情報の収集・伝達及び広報 

４ 災害の防御と拡大の防止 

５ 救助，防疫等り災者の救助保護 

６ 災害復旧資材の確保と物価の安定 

７ 被災産業に対する融資等の対策 

８ 被災県営施設の応急対策 

発生した場合，県南，県西の９市町で震度 5 強，県央等の

24市町村で震度 5弱，県北で震度 4と想定されている。 

上記以外の地震についても，過去には，茨城県南部，茨

城県沖，福島県沖で震度 5 を記録し被害が発生しており，

発生確率については算出されていないが，太平洋プレート

内部での周期の短い強震動の地震も想定されている。しか

し，地震発生の切迫性を判断することは困難であり，今後

の研究成果を待つ状況にある。 

２ 資料，関連項目 

(1) 資 料 

 資料３－２「茨城県南関東直下型地震被害想定調査の概

要」 

  

資料４－１「地震防災対策強化地域の指定について（報

告）」 

 資料４－２「中央防災会議地震防災対策強化地域指定専 

門委員会検討結果中間報告」 

 資料４－３「中央防災会議地震防災対策強化地域指定専

門委員会検討結果報告」 

 資料４－５「大規模地震防災・減災対策大綱」 

（略） 

第４節 各機関の業務の大綱 

地震災害に関し，県，市町村，指定地方行政機関，自衛隊，

指定公共機関，指定地方公共機関，公共的団体及びその他防災

上重要な施設の管理者は，おおむね次の事務又は業務を処理す

るものとする。 

第１ 茨城県 

１ 茨城県防災会議及び県災害対策本部に関する事務 

２ 防災に関する施設，組織の整備と訓練 

３ 地震による被害の調査報告と情報の収集・伝達及び広報 

４ 災害の防御と拡大の防止 

５ 救助，防疫等罹災者の救助・保護 

６ 災害復旧資材の確保と物価の安定 

７ 被災産業に対する融資等の対策 

８ 被災県営施設の応急対策 
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９ 文教対策 

10 震災時における社会秩序の維持 

11 災害対策要員の動員 

12 震災時における交通，輸送の確保 

13 被災施設の復旧 

14 市町村が処理する事務，事業の指導，指示，あっせん等 

15 災害対策に関する隣接県間の相互応援協力 

第２ 市町村 

１～４（略） 

５ 救助，防疫等り災者の救助，保護 

（略） 

第３ 指定地方行政機関 

 （略） 

関東総合通信局 

１ 非常無線通信の確保等及び関東地方非常通信協議会の

運営に関すること 

２ 災害対策用無線機及び災害対策用移動電源車の貸し出

しに関すること 

３ 非常災害時における重要通信の疎通を確保するため，

無線局の開局，周波数等の指定変更及び無線設備の設置

場所等の変更を口頭等により許認可を行う特例措置の実

施（臨機の措置）に関すること 

４ 電気通信事業者及び放送局の被災・復旧状況等の情報

提供に関すること 

 （略） 

関東信越厚生局 

厚生労働省との連携に関すること 

 

（略） 

東京航空局 

（略） 

（新規） 

 

 

 

９ 文教対策 

10 震災時における社会秩序の維持 

11 災害対策要員の動員 

12 震災時における交通，輸送の確保 

13 被災施設の復旧 

14 市町村が処理する事務，事業の指導，指示，あっせん等 

15 災害対策に関する隣接県間の相互応援協力 

第２ 市町村 

１～４（略） 

５ 救助，防疫等罹災者の救助・保護 

（略） 

第３ 指定地方行政機関 

 （略） 

関東総合通信局 

１ 非常無線通信の確保等及び関東地方非常通信協議会の

運営 

２ 災害対策用無線機及び災害対策用移動電源車の貸し出

し 

３ 非常災害時における重要通信の疎通を確保するため，

無線局の開局，周波数等の指定変更及び無線設備の設置

場所等の変更を口頭等により許認可を行う特例措置（臨

機の措置）の実施 

４ 電気通信事業者及び放送局の被災・復旧状況等の情報

提供 

 （略） 

関東信越厚生局 

１ 管内の被害情報の収集及び伝達に関すること 

２ 関係機関との連絡調整に関すること 

（略） 

東京航空局 

（略） 

関東地方測量部 

１ 災害時等における地理空間情報の整備・提供 

２ 復旧・復興のための公共測量に関する指導・助言 

３ 地殻変動の監視 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.15 
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東京管区気象台（水戸地方気象台） 

１（略） 

２ 気象，地象(地震にあっては地震動に限る)，水象の予

報及び特別警報・警報・注意報並びに台風，大雨，竜巻

等突風に関する情報等を適時・的確に防災機関に伝達す

るとともに，これらの機関や報道機関による住民への情

報等の周知に関すること。 

 

３～６（略） 

第三管区海上保安本部 

（略） 

第５ 指定公共機関 

（略） 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 

（略） 

東京瓦斯株式会社（東部事業本部） 

（略） 

 東京電力株式会社（茨城支店） 

（略） 

  ソフトバンクテレコム株式会社 

  １ 電気通信施設の整備及び点検に関すること。 

  ２ 被災電気通信設備の応急対策及び災害復旧に関するこ

と。 

  ソフトバンクモバイル株式会社 

  １ 電気通信施設の整備及び点検に関すること。 

  ２ 被災電気通信設備の応急対策及び災害復旧に関するこ

と。 

  （略） 

第６ 指定地方公共機関 

  （略） 

  ガス事業者（東部ガス株式会社，東日本ガス株式会社，筑

波学園ガス株式会社，美浦ガス株式会社） 
  （略） 

東京管区気象台（水戸地方気象台） 

１（略） 

２ 気象，地象(地震にあっては，発生した断層運動による

地震動に限る)，水象の予報及び特別警報・警報・注意報

並びに台風，大雨，竜巻等突風に関する情報等を適時・

的確に発表し防災機関に伝達するとともに，これらの機

関や報道機関による住民への情報等の周知に関するこ

と。 

３～６（略） 

第三管区海上保安本部（茨城海上保安部） 

（略） 

第５ 指定公共機関 

 （略） 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

（略） 

 東京瓦斯株式会社（地域本部） 

（略） 

東京電力パワーグリッド株式会社（茨城総支社） 

（略） 

  ソフトバンク株式会社 

  １ 電気通信施設の整備及び点検に関すること。 

  ２ 被災電気通信設備の応急対策及び災害復旧に関するこ

と。 

  （略） 

  

 

 

 

第６ 指定地方公共機関 

  （略） 

  ガス事業者（東部ガス株式会社，東日本ガス株式会社） 

  （略） 

 

 

 

p.17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.18 
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現 行 改定後  

第２章 災害予防計画 

第１節 災害対策に携わる組織と情報ネットワークの整備 

第１ 対策に携わる組織の整備 

■基本事項 

（略） 

３ 対策体系 

    
 
 
 
 

 

 

 

 

■対策 

１ 活動体系の全体像 

 (1) 県の防災体制整備 

  （略） 

  ① 県災害対策本部 

  ア～イ（略） 

  ウ 組織 

 

２章 災害予防計画 

第１節 災害対策に携わる組織と情報ネットワークの整備 

第１ 対策に携わる組織の整備 

■基本事項  

（略） 

３ 対策体系 

    
 
 
 
 
 
 

 

 

■対策 

１ 活動体系の全体像 

 (1) 県の防災体制整備 

  （略） 

  ① 県災害対策本部 

  ア～イ（略） 

  ウ 組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活 動 体 系 の 全 体 像 

県 の 活 動 体 制 の 整 備 

市 町 村 の 活 動 体 制 の 整 備 

防 災 関 係 機 関 等 の 活 動 体 制 の 整 備 

第４次地震防災緊急事業五箇年計画の推進 

組

織

の

整

備 

対
策
に
携
わ
る 

活 動 体 系 の 全 体 像 

県 の 活 動 体 制 の 整 備 

市 町 村 の 活 動 体 制 の 整 備 

防 災 関 係 機 関 等 の 活 動 体 制 の 整 備 

第５次地震防災緊急事業五箇年計画の推進 

組

織

の

整

備 

対
策
に
携
わ
る 
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（略） 

２ 県の活動体制の整備 

 【県（各部局）】 

(1) 県職員への災害時の役割と体制の周知徹底 

  県職員として，行政を進める中で，日頃より積極的に地

震防災対策を推進し，かつ災害時において円滑に応急対策

を実施するため，各部署において日常業務とは異なる災害

時の担当業務やその実施体制さらには必要な知識や心構え

など，次の事項について，県は，研修会等を通じて周知徹

底を図る。 

１）災害時において各職員が果たすべき役割（防災業務の

内容） 

２）災害時における体制（動員体制等） 

３）県地域防災計画（地震災害対策計画）の内容 

４）県の地震被害想定調査の結果 

５）地震に関する基礎知識 

  このうち，１）及び２）については，各部局により内容

が異なるため，人事異動等を考慮し，年度当初に各部・事

務所等において，所属職員に対し研修会等を通じて周知徹

底を図る。 

  なお，その際，各部局において(2)に示す活動要領（マニ

ュアル）等を作成している場合は，これを用いて事前の周

知徹底を図ることとする。 

（略） 

(4) 部局間の連携体制の整備 

  県の各部局は，災害時に他部局とも円滑に連携が図れる

よう，日常より情報交換を緊密に行うとともに，研修及び

訓練を共同で行うなど部局間の連携体制を整備しておくも

のとする。また，(2)の各部局で作成した活動要領（マニュ

アル）の調整を図り，必要があれば修正等を行うものとす

る。 

（略） 

２ 県の活動体制の整備 

 【県（各部局）】 

(1) 県職員への災害時の役割と体制の周知徹底 

  県職員として，行政を進める中で，日頃より積極的に地

震防災対策を推進し，かつ災害時において円滑に応急対策

を実施するため，各部署において日常業務とは異なる災害

時の担当業務やその実施体制さらには必要な知識や心構え

など，次の事項について，県は，研修会等を通じて周知徹

底を図る。 

１）災害時において各職員が果たすべき役割（防災業務の

内容） 

２）災害時における体制（動員体制等） 

３）県地域防災計画（地震災害対策計画）の内容 

４）県の地震被害想定調査の結果 

５）地震に関する基礎知識 

  このうち，１）及び２）については，各部局により内容

が異なるため，人事異動等を考慮し，年度当初に各部・事

務所等において，所属職員に対し研修会等を通じて周知徹

底を図る。 

  なお，その際，(2)に示す活動要領（マニュアル）等を用

いて事前の周知徹底を図ることとする。 

（略） 

 

 (4) 部局間の連携体制の整備 

  県の各部局は，災害時に他部局とも円滑に連携が図れる

よう，日常より情報交換を緊密に行うとともに，研修及び

訓練を共同で行うなど部局間の連携体制を整備しておくも

のとする。また，各部局で作成した活動要領（マニュアル）

の調整を図り，必要があれば修正等を行うものとする。 

 

 

p.26 
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３ 市町村の活動体制の整備 

【市町村】 

 市町村は，災害時の応急対策活動を円滑に行えるよう，日

頃より研修会等を通じ，職員に対し災害時の役割と体制の周

知徹底を図るとともに，市町村地域防災計画に基づき災害応

急対策に関する活動要領（マニュアル）等の整備を図ってい

くものとする。 

この際，業務継続計画（BCP）を策定するなど，災害応急対

策等の実施に必要となる庁舎の代替施設の確保や，重要デー

タの保全等に万全を期するものとする。 

 
 
 
 また，市町村の各部局は，災害時に他の部局とも円滑に連

携が図れるよう，情報交換を緊密に行うとともに，研修及び

訓練等を共同で行うなど部局間の連携体制を整備しておくも

のとする。 

４ （略） 

５ 第４次地震防災緊急事業五箇年計画の推進 

（略） 

第２ 相互応援体制の整備 

■基本事項 

１ 趣旨 

災害対策の総合的かつ円滑な実施を図るため，県，市町

村及び防災関係機関等は，防災体制を整備し，応援協定の

締結等により，相互の連携を強化して防災組織の万全を図

るものとする。 

 （略） 

■対策 

１ 応援要請・受入体制の整備 

  （略） 

３ 市町村の活動体制の整備 

【市町村】 

 市町村は，災害時の応急対策活動を円滑に行えるよう，日

頃より研修会等を通じ，職員に対し災害時の役割と体制の周

知徹底を図るとともに，市町村地域防災計画に基づき災害応

急対策に関する活動要領（マニュアル）等の整備を図ってい

くものとする。 

この際，業務継続計画（BCP）を策定することなどにより，

首長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制，本庁舎が

使用できなくなった場合の代替庁舎の特定，電気・水・食料

等の確保，災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保，

重要な行政データのバックアップ並びに非常時優先業務の整

理について定めておくものとする。 

 また，市町村の各部局は，災害時に他の部局とも円滑に連

携が図れるよう，情報交換を緊密に行うとともに，研修及び

訓練等を共同で行うなど部局間の連携体制を整備しておくも

のとする。 

４ （略） 

５ 第５次地震防災緊急事業五箇年計画の推進 

（略） 

第２ 相互応援体制の整備 

■基本事項 

１ 趣旨 

県，市町村及び防災関係機関等は，災害対策の総合的か

つ円滑な実施を図るため，防災体制を整備し，応援協定の

締結等により，相互の連携を強化して防災組織の万全を図

るものとする。 

 （略） 

■対策 

１ 応援要請・受入体制の整備 

（略） 

p.27 
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(2) 市町村間の相互応援 

【市町村】 

１）協定の締結 

市町村は，当該市町村の地域にかかる災害について適切

な応急措置を実施するため，大規模災害時の応援要請を想

定し，災対法第 67 条の規定等に基づき県外の市町村との

応援協定の締結を推進するとともに，既に締結された協定

については，より具体的，実践的なものとするよう常に見

直しを図っていくものとする。 

（略） 

２）応援要請体制の整備 

市町村は，災害時の応援要請が迅速かつ円滑に行えるよ

う，応援要請手続，情報伝達方法等についてマニュアルを

整備するとともに，職員への周知徹底を図る。また，平常

時から協定を締結した他市町村との間で，訓練，情報交換

等を実施しておくものとする。 

３）応援受入体制の整備 

市町村は，応援要請後，他市町村からの応援部隊が効率

的に応援活動を実施できるよう，受入窓口や指揮連絡系統

の明確化及びマニュアルを整備するとともに，職員への周

知徹底を図る。また，平常時から協定を締結した他市町村

との間で，訓練，情報交換等を実施しておくものとする。 

４）県の役割 

県は，市町村と調整の上，市町村の相互応援が円滑に進

むよう，配慮するものとする。 

（略） 

 

 (4)県における県内市町村の応援 

【県（生活環境部）】 

  県は，災害時（その後の復旧・復興対策を含む）における

市町村からの応援要請に迅速かつ円滑に対応できるよう，応

援要請の窓口の明確化やその手続等応援体制について整備す

るとともに，職員への周知徹底を図る。 

 （略） 

 

(2) 市町村間の相互応援 

【市町村】 

１）協定の締結 

市町村は，当該市町村の地域に係る災害について適切な

応急措置を実施するため，大規模災害時の応援要請を想定

し，災対法第 67条の規定等に基づき県外の市町村との応援

協定の締結を推進するとともに，既に締結された協定につ

いては，より具体的，実践的なものとするよう常に見直し

を図っていくものとする。 

（略） 

２）応援要請体制の整備 

市町村は，災害時の応援要請が迅速かつ円滑に行えるよ

う，応援要請手続，情報伝達方法等についてマニュアルを

整備するとともに，職員への周知徹底を図る。また，平常

時から協定を締結した他市町村との間で，訓練，情報交換

等を実施しておくものとする。 

３）応援受入体制の整備 

市町村は，応援要請後，他市町村からの応援部隊が効率

的に応援活動を実施できるよう，受入窓口や指揮連絡系統

の明確化及びマニュアルを整備するとともに，職員への周

知徹底を図る。また，平常時から協定を締結した他市町村

との間で，訓練，情報交換等を実施しておくものとする。 

４）県の役割 

県は，市町村の相互応援が円滑に進むよう，協定等の締

結や応援要請手続，情報伝達方法等に係るマニュアルの整

備等を支援するものとする。 

（略） 

 (4)県における県内市町村の応援 

【県（生活環境部）】 

  県は，災害時（その後の復旧・復興対策を含む）における

市町村からの応援要請に迅速かつ円滑に対応できるよう，応

援要請の窓口の明確化やその手続等応援体制について整備

し，職員への周知徹底を図るとともに，市町村や民間機関の

協力を得て，応援派遣が想定される職員リストをあらかじめ

作成する。 

p.30 
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２ 他都道府県災害時の応援活動のための体制整備 

【県（生活環境部）】 

(1) 応援要請に対応するための体制整備 

  県は，被災都道府県より応援要請を受けた場合において，

直ちに派遣の措置が講じられ，かつ日常業務に支障をきた

さないよう，支援対策本部，派遣職員のチーム編成，携帯

資機材，使用車両，作業手順等についてマニュアルを整備

しておく。 

（略） 

第３ 防災組織等の活動体制の整備 

■基本事項 （略） 

■対策 

１～２（略） 

３ ボランティア組織の育成・連携 

 (1) 防災ボランティアの定義 

【県（生活環境部，保健福祉部），関係団体】 

 （略） 

 (2)～(4)（略） 

  (5) 一般ボランティア団体のネットワーク 

【県社会福祉協議会】 

   県内のボランティア団体，ボランティア関連団体，企業，

大学等とのネットワーク化を進め，災害時における協力体

制を整備する。 

 

 (6)（略） 

 ４ 企業防災の推進 

【県（生活環境部，商工労働部，土木部），市町村，企業】 

   企業は，災害時の企業の果たす役割（生命の安全確保，

二次災害の防止，事業の継続，地域貢献，地域との共生）

 （略） 

２ 他都道府県災害時の応援活動のための体制整備 

 【県（生活環境部）】 

(1) 応援要請に対応するための体制整備 

  県は，被災都道府県より応援要請を受けた場合において，

直ちに派遣の措置が講じられ，かつ日常業務に支障を来さ

ないよう，支援対策本部，派遣職員のチーム編成，携帯資

機材，使用車両，作業手順等についてマニュアルを整備し

ておく。 

（略） 

第３ 防災組織等の活動体制の整備 

■基本事項 （略） 

■対策 

 １～２（略） 

 ３ ボランティア組織の育成・連携 

 (1) 防災ボランティアの定義 

【県（知事直轄，生活環境部，保健福祉部），関係団体】 

 （略） 

 (2)～(4)（略） 

 (5) 一般ボランティア団体のネットワーク 

【県（生活環境部，保健福祉部），県社会福祉協議会】 

     県内のボランティア団体，ボランティア関連団体，企業，

大学等とのネットワーク化を進めるとともに，全国災害ボ

ランティア支援団体ネットワークとの交流等により，災害

時における協力体制を整備する。 

  (6)（略） 

 ４ 企業防災の推進 

【県（生活環境部，商工労働観光部，土木部），市町村，企

業】 

   企業は，災害時の企業の果たす役割（生命の安全確保，
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を十分に認識し，各企業において災害時に重要業務を継

続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するように

努めるとともに，防災体制の整備，防災訓練の実施，事

業所の耐震化・耐浪化，予想被害からの復旧計画策定，

各計画の点検・見直し，燃料・電力等重要なライフライ

ンの供給不足への対応，取引先とのサプライチェーンの

確保等の事業継続上の取組みを継続的に実施するなど，

災害による事業活動への影響に対する効果的な対応のた

めの備えに関する事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の取

組を通じて防災活動の推進に努める。特に，食料，飲料

水，生活必需品を提供する事業者や医療機関など，災害

応急対策等に係る業務に従事する企業等は，国及び地方

公共団体が実施する企業との協定の締結や防災訓練の実

施等の防災施策の実施に協力するよう努めるものとす

る。 

   このため，国，県及び市町村は，こうした取組みに資

する情報提供等を進めるとともに，企業防災分野の進展

に伴って増大することになる事業継続計画（ＢＣＰ）支

援及び事業継続マネジメント（ＢＣＭ）構築支援等の高

度なニーズにも的確に応えられる市場の健全な発展に向

けた条件整備に努める。さらに，企業のトップから一般

職員に至る職員の防災意識の高揚を図るとともに，優良

企業表彰，企業の防災に係る取組みの積極的評価等によ

り企業の防災力向上の促進に努める。 

   （略） 

第４ 情報通信ネットワークの整備 

■基本事項 （略） 

■対策 

１ 情報通信設備の整備 

(1) 県の情報通信設備 

【県（生活環境部，農林水産部，土木部）】 

１）防災通信システム 

  県は，災害時の確実な通信の確保を図るため，地上系回

線に衛星系回線を加え，通信を２ルート化し，迅速な情報

二次災害の防止，事業の継続，地域貢献，地域との共生）

を十分に認識し，各企業において災害時に重要業務を継

続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するように

努めるとともに，防災体制の整備，防災訓練の実施，事

業所の耐震化・耐浪化や取引先とのサプライチェーンの

確保等，災害による事業活動への影響に対する効果的な

対応のための備えに関する事業継続マネジメント（ＢＣ

Ｍ）の取組を通じて防災活動の推進に努める。特に，食

料，飲料水，生活必需品を提供する事業者や医療機関な

ど，災害応急対策等に係る業務に従事する企業等は，国

及び地方公共団体が実施する企業との協定の締結や防災

訓練の実施等の防災施策の実施に協力するよう努めるも

のとする。 

 

 

   このため，国，県及び市町村は，こうした取組みに資す

る情報提供等を進めるとともに，企業防災分野の進展に伴

って増大することになる事業継続計画（ＢＣＰ）策定及び

事業継続マネジメント（ＢＣＭ）構築等の高度なニーズに

も的確に応えられる市場の健全な発展に向けた条件整備に

努める。さらに，企業のトップから一般職員に至る職員の

防災意識の高揚を図るとともに，優良企業表彰，企業の防

災に係る取組みの積極的評価等により企業の防災力向上の

促進に努める。 

   （略） 

第４ 情報通信ネットワークの整備 

■基本事項 （略） 

■対策 

１ 情報通信設備の整備 

(1) 県の情報通信設備 

【県（生活環境部，農林水産部，土木部）】 

１）防災情報ネットワーク  

  県は，災害時の確実な通信の確保を図るため，地上系回

線に衛星系回線を加え，通信を２ルート化し，迅速な情報
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伝達手段を確保する防災通信システムを整備している。 

   

 

通信系統図は資料6-1「茨城県防災情報ネットワークシス

テム構成図」に示すとおりであり，県庁の統制局の下，各

県民センター，土木事務所，保健所等の県出先機関，市町

村，消防本部，その他の防災関係機関が結ばれている。 

２）震度情報ネットワークシステム等の維持・整備 

  県は，震度の分布状況の把握に支障をきたし，初動対応

に遅れが生じることがないよう，震度情報ネットワークシ

ステム等の適正な維持・整備に努める。 

（略） 

(2) 市町村の情報通信設備 

【市町村】 

１）市町村防災行政無線等 

  市町村は，住民に対して緊急地震速報も含めた災害情報

等の伝達を図るため，防災行政無線システム（同報無線，

移動無線，戸別受信機等）及び携帯電話を含めた多様な手

段の整備とともに，その伝達体制の充実を図るよう努める。 

２）消防無線 

 大規模災害時に全国各地から応援出動する緊急消防援助

隊と県庁に設置する消防応援活動調整本部の間で無線によ

り直接の連絡調整が可能となるよう，平成28年6月に本格稼

働予定のいばらき消防指令センターと茨城県防災情報ネッ

トワークシステムで接続を図る。 

（略） 

(3) 防災関係機関の情報通信設備 

【防災関係機関】 

   各防災関係機関が整備している専用通信設備としては次

のものがある。 

１）～７） （略） 

８）ＮＴＴ東日本孤立防止対策用衛星電話 

これらの通信系統 については資料6-2「防災関係機関専用通 

信設備の通信連絡体制」参照のこと。 

伝達手段を確保する防災情報ネットワークを整備してい

る。 

  通信系統図は資料6-1「茨城県防災情報ネットワークシス

テム構成図」に示すとおりであり，県庁の統制局の下，各

県民センター，土木事務所，保健所等の県出先機関，市町

村，消防本部，その他の防災関係機関が結ばれている。 

２）震度情報ネットワークシステム等の維持・整備 

  県は，震度の分布状況の把握に支障を来し，初動対応に

遅れが生じることがないよう，震度情報ネットワークシス

テム等の適正な維持・整備に努める。 

（略） 

(2) 市町村の情報通信設備 

【市町村】 

１）市町村防災行政無線等 

 市町村は，住民に対して緊急地震速報も含めた災害情報

等の伝達を図るため，防災行政無線システム（同報無線，

移動無線，戸別受信機等）及び携帯電話を含めた多様な手

段の整備とともに，その伝達体制の充実を図るよう努める。 

２）消防無線 

 いばらき消防指令センターと茨城県防災情報ネットワー

クシステムを接続することにより，大規模災害時に全国各

地から応援出動する緊急消防援助隊と県庁に設置する消防

応援活動調整本部の間で無線により直接，連絡調整を行え

る。 

（略） 

(3) 防災関係機関の情報通信設備 

【防災関係機関】 

   各防災関係機関が整備している専用通信設備としては次

のものがある。 

   １）～７） （略） 

(削除)８） 

これらの通信系統図については資料6-2「防災関係機関専用通

信設備の通信系統図」参照のこと。 

 （略） 
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 （略） 

２ 防災情報システムの整備 

【県（生活環境部）】 

(1) 防災情報システムの概要 

県の防災情報システムは，気象情報，被害情報等の画像情

報等多様な情報を一元的に収集管理し防災センター等に提供

するシステムである。 

なお，災害対策に関する情報の入出力は防災センターの他，

市町村及び消防本部等で行うことができ，被害照会はすべて

の構成機関で行うことができる。 

このシステムにより，必要な情報が正確・迅速に伝達され

るようになり，より迅速・的確な防災対策を講じることが可

能である。 

 

 

 

(2) 防災情報システムの機能 

防災情報システムの主な機能は次のとおりである。 

１）気象情報システム（予・警報，地震情報等） 

２）被害情報システム（人的・住家・道路・鉄道・ライフ

ライン被害情報等） 

３）防災地図システム（各被害情報に基づく地図作成） 

 

 

 

 

 

 

(3) 防災情報システムの平常時の活用 

防災センター及び防災情報システムの整備を踏まえ，防災

情報のデータベース化，情報収集・伝 

達訓練の高度化，防災行政事務の効率化等を図り，平常時

の予防対策等の円滑な推進に資する。 

（略） 

 ２ 防災情報ネットワークシステムの整備 
【県（生活環境部）】 

（1）防災情報ネットワークシステムの概要 
 県の防災情報ネットワークシステムは，気象情報，被害

情報，映像情報等の多様な情報を一元的に収集管理し，県

災害対策本部や市町村災害対策本部，消防本部，救急医療

機関，防災関係機関において，当該情報を共有することが

できるシステムである。 
 市町村災害対策本部や消防本部等は，被害情報を入力す

ることができ，県災害対策本部等全ての構成機関はそれら

の情報を閲覧することができる。 
  このシステムにより，気象情報を迅速・的確に市町村，

消防本部など関係機関に伝達できるとともに，多様な情報

を関係機関で共有できるようになり，より迅速・的確で円

滑な防災対策を講じることができる。 
（2）防災情報ネットワークシステムの機能 

  防災情報ネットワークシステムの主な機能は次のとおり

である。 

１）気象情報（予・警報，地震情報等）の迅速な伝達 

２）各機関における被害情報（人的・住家・道路・鉄道・

ライフライン被害情報等）等の登録・共有 

３）防災情報ネットワークシステムを活用した携帯電話の

通信事情に左右されない救急車から救急医療機関への無

線を含む連絡網の構築 

４）いばらき消防指令センターが取得した消防・救急情報

の県，市町村等における共有 

５）国や県がそれぞれ整備した河川監視リアルタイム映像

情報の共有 

（3）防災情報ネットワークシステムの平常時の活用 
  災害時に十分機能を発揮できるよう，防災情報ネットワ

ークシステムの適正な維持管理を進めるとともに，端末操

作研修や端末操作訓練を通して，各構成機関担当者の習熟

度向上を図る。 
 （略） 

p.44 
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第２節 地震に強いまちづくり 

 第１ 防災まちづくりの推進 
 ■基本事項 （略） 
■対策 
１～５（略） 
６ 資料，関連項目 
(1)（略） 

(2)関連項目 

 「第３章 第４節 被害軽減対策」第２ 避難勧告・指示・

誘導 

第２ 建築物の不燃化・耐震化等の推進 
 ■基本事項 （略） 

■対策 

１ 建築物の耐震化の推進 

 【県（土木部），市町村】 

(1) 既存建築物の耐震診断・耐震改修の促進 

１）耐震改修促進計画に基づく耐震化の推進 

 茨城県耐震改修促進計画に基づき市町村との連携を図

りながら，住宅，多数の者が利用する建築物，公共施設

の耐震化を推進する。 

 特に県有施設については，耐震改修プログラムを策定

し，計画的な耐震化を図る。 

  ２）～５）略 

 (2)応急危険度判定体制の充実 

１）判定士の養成 

  余震等による２次災害を防止するため，応急危険度判 

定を行う判定士を3，000人確保することを目標として計 

画的に養成する。 

２）（略） 

(3) 被災宅地危険度判定体制の充実 

１）判定士の養成 

  宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合に，二次災害 

を軽減・防止し，住民の安全を確保するため，被災宅地

危険度判定を行う被災宅地判定士を計画的に養成する。 

第２節 地震に強いまちづくり 

第１ 防災まちづくりの推進 

 ■基本事項 （略） 
■対策 
１～５（略） 
６ 資料，関連項目 
(1)（略） 

(2)関連項目 

 「第３章 第４節 被害軽減対策」第２ 避難勧告，避難

指示（緊急），誘導 

第２ 建築物の不燃化・耐震化等の推進 
 ■基本事項 （略） 

■対策 

１ 建築物の耐震化の推進 

 【県（土木部），市町村】 

(1) 既存建築物の耐震診断・耐震改修の促進 

１）耐震改修促進計画に基づく耐震化の推進 

 茨城県耐震改修促進計画に基づき市町村との連携を図

りながら，住宅，多数の者が利用する建築物，公共施設

の耐震化を推進する。 

  

 

  ２）～５）略 

 (2)応急危険度判定体制の充実 

１）判定士の養成 

  余震等による２次災害を防止するため，応急危険度判

定を行う判定士を 2,400 人確保することを目標として計

画的に養成する。 

２）（略） 

(3) 被災宅地危険度判定体制の充実 

  １）被災宅地判定士の養成 

    宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合に，二次災害

を軽減・防止し，住民の安全を確保するため，被災宅地

危険度判定を行う被災宅地判定士を計画的に養成する。 
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２）動員体制の整備 

災害発生時に迅速かつ効率的な被災宅地危険度判定を 

行うため，実施主体と被災宅地判定士との連絡調整等を 

行う判定調整員の養成や，被災宅地判定士の速やかな動 

員のための連絡網の強化など，組織体制の整備を図る。 

      （略） 

 ４ 防災対策拠点施設の耐震性の確保等 

 (1) 県有施設の耐震性の確保等 

【県（生活環境部，保健福祉部，土木部，教育庁，警察本部）】 

 県は，大規模な地震による災害時に，応急対策活動の拠

点となる防災上重要建築物として指定した次の施設につい

て実施した耐震診断の結果に基づき，必要に応じ耐震補強

工事を行うなど，耐震性の確保を図る。 

なお，耐震補強工事は，耐震改修設計指針等に基づき計

画的に実施するとともに，地震時の停電に備え，地震時の

停電に備えバッテリー，無停電電源装置，自家発電設備，

ＬＰガス災害用バルク，燃料貯蔵設備等の整備に努める。 

また，自家発電設備については，環境負荷を低減する観点

から，防災対策上支障のない範囲内において，再生可能エネ

ルギーを利用した発電設備の活用に努める。 
１）県庁舎，合同庁舎 

      災害対策本部，地方部  
２）保健所，病院 

          医療救護活動拠点  
３）土木・工事事務所（工務所を含む），港湾事務所（港区事

業所を含む），警察署，消防学校，浄水施設，下水道施設    

応急活動拠点 
４）県立高等学校，特別支援学校，中等教育学校，中学校 

避難収容拠点  
５）社会福祉施設              要介護施設  
６）その他重要建築物 
（略） 

第３ 土木施設の耐震化等の推進 

■基本事項 （略） 

■対策 

２）動員・実施体制の整備 

災害発生時に迅速かつ効率的な被災宅地危険度判定を

行うため，実施主体と被災宅地判定士との連絡調整等を

行う判定調整員の養成や，被災宅地判定士の速やかな動

員のための連絡網の強化など，組織体制の整備を図る。 

    （略） 

 ４ 防災対策拠点施設の耐震性の確保等 

 (1) 県有施設の耐震性の確保等 

【県（生活環境部，保健福祉部，土木部，教育庁，警察本部）】 

 県は，大規模な地震による災害時に，応急対策活動の拠

点となる防災上重要建築物として指定した次の施設につい

て，必要に応じ耐震補強工事を行い，耐震性の確保を図っ

た。 

なお，地震時の停電に備えバッテリー，無停電電源装置，

自家発電設備，ＬＰガス災害用バルク，燃料貯蔵設備等の

整備に努める。 

 
また，自家発電設備については，環境負荷を低減する観点か

ら，防災対策上支障のない範囲内において，再生可能エネルギ

ーを利用した発電設備の活用に努める。 
１）県庁舎，合同庁舎 

         災害対策本部等  
２）保健所，病院 

          医療救護活動拠点  
３）土木・工事事務所（工務所を含む），港湾事務所（港区 
事業所を含む），警察署，消防学校，浄水施設，下水道施設    

応急活動拠点 
４）県立高等学校，特別支援学校，中等教育学校，中学校 

避難収容拠点  
５）社会福祉施設              要介護施設  
６）その他重要建築物 
（略） 

第３ 土木施設の耐震化等の推進 

■基本事項 （略） 

■対策 
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１～２（略） 

３ 海岸，河川，砂防，ため池，ダムの耐震化の推進 

(1)（略） 

(2)ため池，ダムの耐震化の推進 

【県（農林水産部，土木部），市町村】 

１）ため池 

  市町村は，受益者の協力のもとにため池に係る諸元等 

の詳細情報の整備を行い，地震時に緊急点検を要するため

池を決定し，耐震事業化を進める。県は，国庫補助制度を

最大限に活用し計画的に実施出来るよう支援を行う。 

 

                   

  ２）(略) 

 ４ 港湾，漁港の耐震化の推進 

 【県（農林水産部，土木部），関東地方整備局】 

(1) 港湾の耐震化の推進 

１）港湾における耐震強化岸壁の整備 
 港湾の機能が麻痺することを回避し，緊急物資等の 

海上輸送機能を果たし得るように十分な耐震性を有す 

る岸壁を各港の港湾計画と整合を図りながら整備す 

る。 

① 茨城港（常陸那珂港区） 

  中央ふ頭地区において，供用中の耐震強化岸壁に加え，

新たに耐震強化岸壁の整備を図る。 

   （略） 

  (2)漁港の耐震化の推進 

県内主要漁港の主要施設において，地震・津波による被

災を受けにくい構造の検討を進め，漁港機能が麻痺するこ

とを軽減し，被災しても漁港機能の復旧に要する期間が短

縮できる漁港施設の整備を推進する。 

１）漁港における耐震化対策の推進 
県内主要漁港の主要施設について，地震・津波で被災を

受けにくい構造や地盤沈下を想定した事前嵩上げなど，各

漁港の被災の特性を踏まえた耐震化対策を検討し，必要に

応じた整備を行う。 

１～２（略） 

３ 海岸，河川，砂防，農業用ため池，ダムの耐震化の推進 

(1)（略） 

(2) 農業用ため池，ダムの耐震化の推進 

【県（農林水産部，土木部），市町村】 

１）農業用ため池 

市町村は，受益者の協力のもとにため池に係る諸元等

の整理を行い，地震時に緊急点検を要するため池及び防

災重点ため池を位置付け，耐震事業化を進める。県は，

国庫補助制度を最大限に活用し計画的に実施できるよ

う支援を行う。 

 ※ 資料 22-2（防災重点ため池一覧） 

   ２）(略) 

 ４ 港湾，漁港の耐震化の推進 

 【県（農林水産部，土木部），関東地方整備局】 

(1) 港湾の耐震化の推進 

１）港湾における耐震強化岸壁の整備 

   港湾の機能が麻痺することを回避し，緊急物資等の

海上輸送機能を果たし得るように十分な耐震性を有す

る岸壁を各港の港湾計画と整合を図りながら整備す

る。 

① 茨城港（常陸那珂港区） 

     中央ふ頭地区において，耐震強化岸壁を整備（平

成 18年 3月，平成 28年 4月供用開始）。 

     （略） 

  (2)漁港の耐震化の推進 

県内主要漁港の主要施設において，地震・津波による被災

を受けにくい構造の検討を進め，漁港機能が麻痺することを

軽減し，被災しても漁港機能の復旧に要する期間が短縮でき

る漁港施設の整備を推進する。 

１）漁港における耐震化対策の推進 
県内主要漁港の主要施設について，地震・津波で被災を

受けにくい構造，各漁港の被災の特性を踏まえた耐震化対

策を検討し，必要に応じた整備を行う。 
（略） 
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   （略） 

第４ ライフライン施設の耐震化の推進 

■基本事項（略） 

■対策 

１ 電力施設の耐震化 

【東京電力株式会社（茨城支店）】 

 （略） 

３ 都市ガス施設の耐震化 

 【東部ガス株式会社他４社】 

（略） 

第５ 地盤災害防止対策の推進 

■基本事項 （略） 

■対策 

 １（略） 

 ２ 土地利用の適正化の誘導 

 【県（企画部，土木部），市町村】 

 安全を重視した総合的な土地利用の確保を図る。 

(1) （略） 

(2) 土砂災害危険個所の周知の徹底と砂防法等の適切な運用 

  

危険個所マップの作成等により土砂災害危険個所の周知

を図るとともに，砂防法等の適切な運用を図る。 

   

３ 斜面崩壊防止対策の推進 

【県（農林水産部，土木部），市町村】 

 地震による土砂災害から，県民の生命財産を守り，安全で

快適な生活環境を確保するため，区域指定を行い，急傾斜地

崩壊対策事業，地すべり対策事業，砂防事業を推進する。 

  

また，地震が発生すると地盤の緩みが生じ，その後の降雨

等による二次災害の発生が懸念されることから，現在，国が

制度を創設し，全国的に実施しようとしている「斜面判定士」

制度を，本県もこの方針に沿い積極的に対応する。 

 ソフト対策については，危険衛所を地域防災計画に掲載

 

 第４ ライフライン施設の耐震化の推進 

■基本事項（略） 

■対策 

１ 電力施設の耐震化 

【東京電力パワーグリッド株式会社茨城総支社】 

 （略） 

３ 都市ガス施設の耐震化 

 【東部ガス株式会社他２社】 

（略） 

第５ 地盤災害防止対策の推進 

■基本事項 （略） 

■対策 

 １（略） 

 ２ 土地利用の適正化の誘導 

 【県（企画部，土木部），市町村】 

 安全を重視した総合的な土地利用の確保を図る。 

(1) （略） 

(2) 土砂災害警戒区域等の周知の徹底と砂防法等の適切な運

用 

 ハザードマップの作成等により土砂災害警戒区域及び土

砂災害特別警戒区域の周知を図るとともに，砂防法等の適

切な運用を図る。 

３ 斜面崩壊防止対策の推進 

【県（農林水産部，土木部），市町村】 

 地震による土砂災害から，県民の生命財産を守り，安全で

快適な生活環境を確保するため，区域指定を行い，急傾斜地

崩壊対策事業，地すべり対策事業，砂防事業，治山事業を推

進する。 

 また，地震が発生すると地盤の緩みが生じ，その後の降雨

等による二次災害の発生が懸念されることから，必要に応じ

て斜面崩壊のおそれのある箇所の緊急点検を実施する。 

 ソフト対策については，土砂災害警戒区域等における土砂

災害防止対策の推進に関する法律第８条に基づく警戒避難
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し，危険区域に標識を設置する等を危険箇所の周知及び土砂

災害に対する意識の高揚に努める。 

４ 造成地災害防止対策の推進 

  【県（土木部），市町村】 

(1) 災害防止に関する指導，監督 

 造成地に発生する災害の防止は都市計画法及び建築基準

法においてそれぞれ規定されている開発許可，建築確認等

の審査並びに当該工事の施工に対する指導，監督を通じて

行う。 

 また，造成後は巡視等により違法な開発行為の取り締ま

り，梅雨期や台風期の巡視強化及び注意の呼びかけを実施

する。 

   （略） 

 第６ 危険物等施設の安全確保 

 ■基本事項 （略） 

■対策 

１～２ 

３ 毒劇物取扱施設の予防対策 

(1) （略） 

(2) 毒劇物多量取扱施設における保安体制の自己点検の充実 

【毒劇物取扱施設の管理者】 

１）毒物又は劇物による危害を防止するため次の事項につ

いて危害防止規定を整備する。 

① 毒物又は劇物関連設備の管理者の選任に関する事項 

② 次に掲げる者に係る職務及び組織に関する事項 

ア 毒物又は劇物の製造，貯蔵又は取扱いの作業を行

う者 

イ 設備等の点検・保守を行う者 

ウ 事故時における関係機関への通報を行う者 

エ 事故時における応急措置を行う者 

③ 次に掲げる毒物又は劇物関連設備の点検方法に関す

る事項 

 製造設備，配管，貯蔵設備，防液堤，除外設備，緊

急移送設備，散水設備，排水設備，非常用電源設備，

体制の整備を進める等，住民への周知及び土砂災害に対する

意識の高揚に努める。 

４ 造成地災害防止対策の推進 

  【県（土木部），市町村】 

(1) 災害防止に関する指導，監督 

   造成地に発生する災害の防止は都市計画法及び建築基準 

 法においてそれぞれ規定されている開発許可，建築確認等

の審査並びに当該工事の施工に対する指導，監督を通じて

行う。 

 また，巡視等により違法な開発行為の取り締まり，梅雨

期や台風期の巡視強化及び注意の呼びかけを実施する。 

  （略） 

 

 第６ 危険物等施設の安全確保 

 ■基本事項 （略） 

■対策 

１～２ 

３ 毒劇物取扱施設の予防対策 

(1) （略） 

(2) 毒劇物多量取扱施設における保安体制の自己点検の充実 

【毒劇物取扱施設の管理者】 

１）毒物又は劇物による危害を防止するため次の事項につ

いて危害防止規定を整備する。 

① 毒物又は劇物関連設備の管理者の選任に関する事項 

② 次に掲げる者に係る職務及び組織に関する事項 

ア 毒物又は劇物の製造，貯蔵又は取扱いの作業を行

う者 

イ 設備等の点検・保守を行う者 

ウ 事故時における関係機関への通報を行う者 

エ 事故時における応急措置を行う者 

③ 次に掲げる毒物又は劇物関連設備の点検方法に関す

る事項 

 製造設備，配管，貯蔵設備，防液堤，除害設備，緊

急移送設備，散水設備，排水設備，非常用電源設備，
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非常用照明設備，緊急制御設備等 

     （略） 

第３節 被害軽減への備え 

第１ 緊急輸送への備え 

■基本事項（略） 

■対策 

１～２（略） 

３ 緊急輸送資機材，車両等の調達体制の整備 

(1) 啓開用資機材，車両の調達体制の整備 

【県（土木部）】 

 県は，啓開作業に必要な資機材及び車両等の調達について

は関係団体への協力を要請し，資機材，車両の種類及び数量

について常時確保できる協力体制を整備する。 

（略） 

第３ 医療救護活動への備え 

■基本事項（略） 

■対策 

２ 後方医療施設の整備 

【県（保健福祉部），病院】 

(1) 災害拠点病院の整備 

     県は，被災地の医療の確保，被災した地域の医療支援 

  等を行うための災害拠点病院として，基幹災害医療セン

ターを２か所，地域災害医療センターを１３か所指定し

ている。 

 災害拠点病院としては次の支援機能を有することとし

ている。 

・多発外傷，挫滅症候群，広範囲熱症等の災害時に多発

する重篤救急患者の救命医療を行うための診療機能。 

・患者等の受入れ及び搬出を行う広域搬送への対応。 

・自己完結型の医療救護チームの派遣機能。 

・地域の医療機関への応急用資器材の貸出機能。 

・研修機能（基幹災害医療センターのみ） 

     （略） 

 （指定状況） 

非常用照明設備，緊急制御設備等 

        （略） 

第３節 被害軽減への備え 

第１ 緊急輸送への備え 

■基本事項（略） 

■対策 

１～２（略） 

３ 緊急輸送資機材，車両等の調達体制の整備 

(1) 啓開用資機材，車両の調達体制の整備 

【県（土木部）】 

 県は，啓開作業に必要な資機材及び車両等の調達について

は関係団体への協力を要請し，資機材，車両の種類及び数量

について常時確保できる協力体制を整備する。 

（略） 

第３ 医療救護活動への備え 

■基本事項 （略） 

■対策 

２ 後方医療施設の整備 

【県（保健福祉部），病院】 

(1) 災害拠点病院の整備 

     県は，被災地の医療の確保，被災した地域の医療支援 

  等を行うための災害拠点病院として，基幹災害拠点病院

を２か所，地域災害拠点病院を１３か所指定している。 

 災害拠点病院としては次の支援機能を有することとし

ている。 

・多発外傷，挫滅症候群，広範囲熱症等の災害時に多発

する重篤救急患者の救命医療を行うための診療機能。 

・患者等の受入れ及び搬出を行う広域搬送への対応。 

・自己完結型の医療救護チームの派遣機能。 

・地域の医療機関への応急用資器材の貸出機能。 

・研修機能（基幹災害拠点病院のみ） 

     （略） 

 

（指定状況） 
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区
分 

医療圏 医療機関名 

基
幹 

全県 
水戸赤十字病院 
独立行政法人国立病院機構水戸医療センター 

地
域 

日立 日立製作所日立総合病院 

  （中略） 

〃 鹿行 
なめがた地域総合病院 
鹿島労災病院 

  （略） 

(2) 災害派遣医療チーム（以下「ＤＭＡＴ」という。）指定医

療機関の指定 

 県は，地震等による大規模な災害の急性期（概ね48時間）

における被災地で救助・治療を行うＤＭＡＴを派遣するＤＭ

ＡＴ指定医療機関を指定し，大規模災害への対応を図る。 

（指定状況） 

医 療 機 関 名 

筑 波 メ デ ィ カ ル セ ン タ ー 病 院 

茨 城 県 立 中 央 病 院 

Ｊ Ａ と り で 総 合 医 療 セ ン タ ー 

取 手 北 相 馬 保 健 医 療 セ ン タ ー 病 院 

茨 城 西 南 医 療 セ ン タ ー 病 院 

水 戸 済 生 会 総 合 病 院 

独立行政法人国立病院機構水戸医療センター 

総 合 病 院 土 浦 協 同 病 院 

筑 波 大 学 附 属 病 院 

日 立 製 作 所 日 立 総 合 病 院 

な め が た 地 域 総 合 病 院 

水 戸 赤 十 字 病 院 

総 合 病 院 水 戸 協 同 病 院 

古 河 赤 十 字 病 院 

日 立 製 作 所 ひ た ち な か 総 合 病 院 

 

 

区
分 

医療圏 医療機関名 

基
幹 

全県 
水戸赤十字病院 
独立行政法人国立病院機構水戸医療センター 

地
域 

日立 日立製作所日立総合病院 

  （略） 

〃 鹿行 
土浦協同病院なめがた地域医療センター 
鹿島労災病院 

  （略） 

(2) 災害派遣医療チーム（以下「ＤＭＡＴ」という。）指定医

療機関の指定 

 県は，地震等による大規模な災害の急性期（おおむね48時間）

における被災地で救助・治療を行うＤＭＡＴを派遣するＤＭＡ

Ｔ指定医療機関を指定し，大規模災害への対応を図る。 

（指定状況） 

医 療 機 関 名 

１ 筑 波 メ デ ィ カ ル セ ン タ ー 病 院 

２ 茨 城 県 立 中 央 病 院 

３ Ｊ Ａ と り で 総 合 医 療 セ ン タ ー 

４ 取 手 北 相 馬 保 健 医 療 セ ン タ ー 病 院 

５ 茨 城 西 南 医 療 セ ン タ ー 病 院 

６ 水 戸 済 生 会 総 合 病 院 

７ 独立行政法人国立病院機構水戸医療センター 

８ 総 合 病 院 土 浦 協 同 病 院 

９ 筑 波 大 学 附 属 病 院 

10 日 立 製 作 所 日 立 総 合 病 院 

11 土浦協同病院なめがた地域医療センター 

12 水 戸 赤 十 字 病 院 

13 総 合 病 院 水 戸 協 同 病 院 

14 古 河 赤 十 字 病 院 

15 日 立 製 作 所 ひ た ち な か 総 合 病 院 

16 県 西 総 合 病 院 

17 筑 波 記 念 病 院 
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３～４ （略） 

 ５ 医療関係者に対する訓練等の実施 

 (1）～（4）（略） 

 （新設） 

 

 

 

   

（略） 

第４ 被災者支援のための備え 

■基本事項 

１ 趣 旨 

発災後，避難場所に避難した被災者のうち，住居等を喪失

するなど引き続き救助を必要とする者に対しては，収容保護

を目的とした施設の提供が必要である。このため，避難所と

しての施設の指定及び整備を積極的に行っていくものとす

る。 

 （略） 

■対策 

１ 指定緊急避難場所・指定避難所の指定 

(1)指定緊急避難場所の指定 

【市町村】 

市町村は，都市公園，公民館，学校等の公共的施設等を対

18 城 西 病 院 

（3）災害派遣精神医療チーム（以下「ＤＰＡＴ」という。）

の体制整備 

  県は，地震等による大規模な災害の被災地で被災者への

心のケア活動等を行うＤＰＡＴの体制整備に努める。 

（ＤＰＡＴ登録状況） 

機関名 

茨城県立こころの医療センター（＊） 

筑波大学附属病院（＊） 

一般社団法人茨城県精神科病院協会 

＊）上記２機関は先遣隊（72時間以内に被災地で活動可

能なチーム）としても登録している。 

 ３～４ （略） 

 ５ 医療関係者に対する訓練等の実施 

 (1）～（4）（略） 

 (5)ＤＰＡＴの研修 

【国（厚生労働省），県（保健福祉部）】 

   国及び県は，ＤＰＡＴが災害発生時に迅速な派遣が可能

となるよう，ＤＰＡＴに参加する医師，看護師等に対する

教育研修や養成研修を推進するものとする。 

   （略） 

第４ 被災者支援のための備え 

■基本事項  

１ 趣 旨 

発災後，避難場所に避難した被災者のうち，住居等を喪失

するなど引き続き救助を必要とする者に対しては，受入れ保

護を目的とした施設の提供が必要である。このため，避難所

としての施設の指定及び整備を積極的に行っていくものとす

る。 

（略） 

■対策 

１ 指定緊急避難場所・指定避難所の指定 

(1)指定緊急避難場所の指定 

【市町村】 
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象に，地域の人口，誘致圏域，地形，災害に対する安全性等

に応じ，その管理者の同意を得た上で，指定緊急避難場所に

ついて，必要な数，規模の施設等をあらかじめ指定し，住民

への周知徹底を図るものとする。 

 

 

 

 

指定緊急避難場所については，地震に伴う津波や火災に対

応するため，災害に対して安全な構造を有する施設，又は周

辺等に災害が発生した場合に人の生命及び身体に危険を及

ぼすおそれのある物がない場所であって，災害発生時に迅速

に避難場所の開設を行うことが可能な管理体制等を有する

ものを指定し，指定緊急避難場所となる都市公園等のオープ

ンスペースについては，必要に応じ，大震火災の輻射熱に対

して安全な空間とすることに努めるものとする。 

 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

(2)指定避難所の指定 

【市町村】 

  市町村は，被災者が避難生活を送るための指定避難所につ

いて，必要な数，規模の施設等をあらかじめ指定し，住民へ

の周知徹底を図るとともに，効率的な運営を行うための避難

所運営マニュアルの整備に努めるものとする。 

   

 

市町村は，都市公園，公民館，学校等の公共的施設等を対

象に，地域の人口，誘致圏域，地形，災害に対する安全性等

に応じ，その管理者の同意を得た上で，指定緊急避難場所を

あらかじめ指定する。 

また，指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場

合は，日本工業規格に基づく災害種別一般図記号を使用し

て，どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示する

よう努めるものとし，あわせて住民等に対し周知徹底を図る

ものとする。 

指定緊急避難場所については，地震に伴う津波や火災に対

応するため，災害に対して安全な構造を有する施設，又は周

辺等に災害が発生した場合に人の生命及び身体に危険を及

ぼすおそれのある物がない場所であって，災害発生時に迅速

に避難場所の開設を行うことが可能な管理体制等を有する

ものを指定し，指定緊急避難場所となる都市公園等のオープ

ンスペースについては，必要に応じ，大震火災の輻射熱に対

して安全な空間とすることに努めるものとする。 

また，市町村は，災害の想定等により，必要に応じ，近隣

の市町村の協力を得て，指定緊急避難場所を近隣市町村に設

けるとともに，防災マップ等に記載し，住民への周知徹底を

図るものとする。 

【県（生活環境部，教育庁）】 

 県は，市町村が行う指定緊急避難場所の指定状況を把握し

ておくとともに，市町村域を超えた指定緊急避難場所の指定

について助言を行う。 

 また，市町村が行う避難場所の確保を支援する目的で，市

町村からの要請に基づき県有施設の活用やゴルフ場を活用し

た体制づくりを推進する。 

(2)指定避難所の指定 

【市町村】 

  市町村は，被災者が避難生活を送るための指定避難所につ

いて，必要な数，規模の施設等をあらかじめ指定し，住民へ

の周知徹底を図るとともに，避難所運営マニュアルの整備に

努め，訓練等を通じて避難所の運営管理のために必要な知識

等の普及に努めるものとする。この際，住民等への普及に当
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（略） 

【県（生活環境部，教育庁）】 

 県は，市町村が行う指定避難所の指定状況を把握しておく

とともに，市町村間での避難所の相互利用について指導する。 

 

 

 

 

 

 また，市町村が行う避難所の確保を支援する目的で，市町

村からの要請に基づき県有施設の活用やゴルフ場を活用した

体制づくりを推進する。 

(3)（略） 

(4)避難所の備蓄物資及び設備の整備 

 【市町村】 

  市町村は，避難所又はその近傍において地域完結型の備

蓄施設を確保し，食料，飲料水，常備薬，炊き出し用具，

毛布等避難生活に必要な物資等を確保するとともに，通信

途絶や停電等を想定し，通信機材や非常用発電設備等設備

の整備に努めるものとする。 

  また，指定避難所の学校等の建築物において，備蓄のた

めのスペースや通信設備の整備等を進めるものとする。 

  備蓄すべき主なものは，次のとおりである。 

１）～３） 

４）通信機材（衛星携帯電話，特設公衆電話，市町村防災

行政無線を含む） 

５～13）（略） 

  また，避難所の設備の整備については，出入口の段差の

解消や表示の外国語併記のほか，空調，洋式トイレなど高

齢者や障害者等の要配慮者への配慮や専用の物干し場，更

衣室，授乳室の設置など乳児や女性への配慮を積極的に行

っていくものとする。 

  さらに，市町村は，住民等に対し，あらかじめ，避難所

の運営管理のために必要な知識等の普及に努めるものとす

たっては，住民等が主体的に避難所を運営できるように配慮

するものとする。 

（略） 

【県（生活環境部，教育庁）】 

 県は，市町村が行う指定避難所の指定状況を把握しておく

とともに，市町村間での避難所の相互利用について助言する。 

また，国が策定する「避難所における良好な生活環境の確

保に向けた取組指針」や「避難所運営ガイドライン」等及び

県が策定する「市町村避難所運営マニュアル基本モデル」等

を活用し，避難所運営マニュアル未策定の市町村に対し，早

期の策定を促進する。 

さらに，市町村が行う避難所の確保を支援する目的で，市

町村からの要請に基づき県有施設の活用やゴルフ場を活用し

た体制づくりを推進する。 

(3)（略） 

(4)避難所の備蓄物資及び設備の整備 

 【市町村】 

  市町村は，避難所又はその近傍において地域完結型の備

蓄施設を確保し，食料，飲料水，常備薬，炊き出し用具，

毛布等避難生活に必要な物資等を確保するとともに，通信

途絶や停電等を想定し，通信機材や非常用発電設備等設備

の整備に努めるものとする。 

  また，指定避難所の学校等の建築物において，備蓄のた

めのスペースや通信設備の整備等を進めるものとする。 

  備蓄すべき主なものは，次のとおりである。 

１）～３） 

４）通信機材（衛星携帯電話，災害時用公衆電話（特設公

衆電話），市町村防災行政無線を含む） 

５～13）（略） 

  また，避難所の設備の整備については，出入口の段差の

解消や表示の外国語併記のほか，空調，洋式トイレなど高

齢者や障害者等の要配慮者への配慮や専用の物干し場，更

衣室，授乳室の設置など乳児や女性への配慮を積極的に行

っていくものとする。 

  さらに，市町村は，住民等に対し，マニュアルの作成，
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る。 

  

  

（略） 

【東日本電信電通株式会社（茨城支店）】 

 避難所に指定された学校等に，特設公衆電話回線を整備す 

る。 

２ 食料，生活必需品等の供給体制の整備 

(1) 食料の備蓄並びに調達体制の整備 

１）県の体制整備 

   県の備蓄形態は公的備蓄及び流通在庫備蓄の 2形態 

とし，県は想定されるり災人口の概ね 3 日分に相当する

量を目標として食料の備蓄を行うものとし，大規模な地

震が発生した場合には，企業等が被災し，流通在庫備蓄

が確保できない場合も想定されることから公的備蓄の充

実に努める。 

なお，備蓄数量の設定に当たっては，個人や企業，市

町村の備蓄状況等も勘案するとともに，大規模な災害が

発生した場合の被害及び外部支援の時期を想定し，孤立

が想定されるなど地域の地理的条件等も踏まえて，備蓄

計画を策定するとともに定期的に見直しを図るものとす

る。 

①公的備蓄 

【県（生活環境部，土木部）】 

 ア 備蓄品目 

 （ア）食料等 

    パン，おかゆ，クラッカー，チョコレート， 

飲料水等 

 （イ）生活必需品等 

    毛布，ビニールシート，簡易トイレ等 

（略） 

②（略） 

 ③ 国・他都道府県からの調達 

【県（生活環境部，農林水産部），関東農政局水戸地域セン

ター・土浦地域センター】 

訓練等を通じて，避難所の運営管理のために必要な知識等

の普及に努めるものとする。この際，住民等への普及にあ

たっては，住民等が主体的に避難所を運営できるように配

慮するよう努めるものとする。 

  （略） 

【東日本電信電通株式会社（茨城支店）】 

 避難所に指定された学校等に，災害時用公衆電話（特設公 

衆電話）回線を整備する。 

２ 食料，生活必需品等の供給体制の整備 

(1) 食料の備蓄並びに調達体制の整備 

１）県の体制整備 

   県の備蓄形態は，公的備蓄及び流通在庫備蓄の 2 形態

とし，県は想定される罹災人口のおおむね 2 日分に相当

する量を目標として市町村との協力により食料の公的備

蓄を行うものとする。 

なお，３日目以降は，流通在庫備蓄を活用する。 

さらに，備蓄数量の設定に当たっては，個人や企業，

市町村の備蓄状況等も勘案するとともに，大規模な災害

が発生した場合の被害及び外部支援の時期を想定し，孤

立が想定されるなど地域の地理的条件等も踏まえて，備

蓄計画を策定するとともに定期的に見直しを図るものと

する。 

①公的備蓄 

【県（生活環境部，土木部）】 

 ア 備蓄品目 

 （ア）食料等 

    パン，おかゆ，クラッカー，飲料水等 

 

 （イ）生活必需品等 

    毛布，ビニールシート，簡易トイレ等 

（略） 

②（略） 

 ③ 国・他都道府県からの調達 

【県（生活環境部，農林水産部），関東農政局茨城県拠点】 
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ア 政府所有の米穀の調達 

県は，救助法が適用され応急食料が必要と認める場

合，農林水産省生産局長に対し，「米穀の買入れ・販売

等に関する基本要領（平成 21年 5月 29 日付け 21総食

第 113 号総合食料局長通知）」に基づき災害救助用米穀

等の緊急引渡しを要請し，必要量を確保する。 

また，県及び関東農政局水戸地域センター・土浦地

域センターは，円滑に買い受け・引き渡しが行えるよ

う連絡，協力体制の整備を図っておくものとする。 

 （略） 

 ２）市町村の体制整備 

【市町村】 

  市町村は，想定されるり災人口の概ね３日分を目標とし

て食料等の備蓄に努めるものとする。その際，避難所に指

定されている施設又はその近傍で地域完結型の備蓄施設の

確保に努めるものとし，必要に応じ，備蓄倉庫の整備を実

施することとする。 

（略） 

３）住民及び地域，事業所等の備蓄 

【住民及び地域】 

 住民及び地域では，災害時におけるライフラインの寸断

や食料等の流通途絶，行政庁舎被災等による支援の途絶等

を想定し，前記①公的備蓄及び②流通在庫備蓄に掲げる品

目等，必要な物資を概ね最低３日間分備蓄するとともに，

災害時に非常持出ができるよう努めるものとする。 

【事業所等】  

災害発生後，安全が確保されるまでは従業員等を一定期

間事業所内に留めておくことができるよう，食料等必要な

物資を概ね３日分備蓄するよう努めるものとする。 

（略） 

 ４ 罹災証明書の交付 

【県（生活環境部），市町村】 

市町村は，災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われ 

るよう，住家の被害の調査の担当者の育成，他の市町村や民

間団体との応援協定の締結等を計画的に進めるなど，罹災証

ア 政府所有の米穀の調達 

県は，救助法が適用され応急食料が必要と認める場

合，農林水産省政策統括官に対し，「米穀の買入れ・販

売等に関する基本要領（平成 21年 5月 29 日付け 21総

食第 113 号総合食料局長通知）」に基づき災害救助用米

穀等の緊急引渡しを要請し，必要量を確保する。 

また，県及び関東農政局茨城県拠点は，円滑に買い

受け・引き渡しが行えるよう連絡，協力体制の整備を

図っておくものとする。 

   （略） 

 ２）市町村の体制整備 

【市町村】 

  市町村は，想定される罹災人口のおおむね３日分を目標

として食料等の備蓄に努めるものとする。その際，避難所

に指定されている施設又はその近傍で地域完結型の備蓄施

設の確保に努めるものとし，必要に応じ，備蓄倉庫の整備

を実施することとする。 

（略） 
３）住民及び地域，事業所等の備蓄 

【住民及び地域】 

  住民及び地域では，災害時におけるライフラインの寸断

や食料等の流通途絶，行政庁舎被災等による支援の途絶等

を想定し，前記①公的備蓄及び②流通在庫備蓄に掲げる品

目等，必要な物資を最低３日間，推奨１週間分備蓄すると

ともに，災害時に非常持出ができるよう努めるものとする。 

【事業所等】  

災害発生後，安全が確保されるまでは従業員等を一定期

間事業所内に留めておくことができるよう，食料等必要な

物資をおおむね３日分備蓄するよう努めるものとする。 

（略） 

４ 罹災証明書の交付 

【県（生活環境部），市町村】 

市町村は，災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われ

るよう，住家の被害認定調査の担当者の育成，他の市町村

や民間団体との応援協定の締結等を計画的に進めるなど，
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明書の交付に必要な業務体制の充実強化に努めるものとす

る。 

  県は，市町村に対し，住家の被害調査の担当者のための 

研修機会を設けること等により，災害時の家屋の被害認定 

の迅速化を図るものとする。 

  （略） 

 ５ 資料，関連項目 

(1) （略） 

(2) 関連項目 

「第３章 第４節 被害軽減対策」第２ 避難勧告・指示・誘導 

（略） 

 

第５ 要配慮者安全確保のための備え 

■基本事項 

１ 趣旨 

近年の災害では，要配慮者（自力で避難することが困難な

高齢者，乳幼児，障害者及び日本語での災害情報が理解でき

にくい外国人など）と呼ばれる方々の犠牲が多くなっている。 

このため，県，市町村及び要配慮者を入所させる社会福祉

施設等の管理者（以下「施設等管理者」という。）等は，災害

から要配慮者を守るため，安全対策の一層の充実を図り，平

常時から地域において要配慮者を支援する体制を整備するよ

う努めていくものとする。 

 （略） 

■対策 

（略） 

 ２ 在宅要配慮者の救護体制の確保 

（略） 

 (3) 相互協力体制の整備 

【県（保健福祉部，生活環境部），市町村】 

  県及び市町村は，民生委員を中心として，避難行動要支援

者の近隣住民（自主防災組織や地域防災協力員），避難行動要

支援者を対象とする地域ケアシステムの在宅ケアチームやボ

ランティア組織等との連携により，避難行動要支援者安全確

保に係る相互協力体制の整備に努める。 

罹災証明書の交付に必要な業務の実施体制の充実強化に努

めるものとする。 

  県は，市町村に対し，住家の被害調査の担当者のための

研修機会を設けること等により，災害時の住家の被害認定

の迅速化を図るものとする。 

  （略） 

５ 資料，関連項目 

(1) （略） 

(2) 関連項目 

「第３章 第４節 被害軽減対策」第２ 避難勧告，避難指示（緊

急），誘導 

（略） 

第５ 要配慮者安全確保のための備え 

■基本事項 

１ 趣旨 

近年の災害では，要配慮者（自力で避難することが困難な

高齢者，乳幼児，障害者及び日本語での災害情報が理解でき

にくい外国人など）と呼ばれる方々の犠牲が多くなっている。 

このため，県，市町村及び要配慮者が利用する社会福祉施

設等の管理者（以下「施設等管理者」という。）等は，災害か

ら要配慮者を守るため，安全対策の一層の充実を図り，平常

時から地域において要配慮者を支援する体制を整備するよう

努めていくものとする。 

 （略） 

■対策 

（略） 

２ 在宅要配慮者の救護体制の確保 

（略） 

(3) 相互協力体制の整備 

【県（保健福祉部，生活環境部），市町村】 

  県及び市町村は，民生委員や，避難行動要支援者の近隣

住民（自主防災組織や地域防災協力員），避難行動要支援者

を対象とする地域ケアシステムの在宅ケアチームやボラン

ティア組織等との連携により，避難行動要支援者安全確保

に係る相互協力体制の整備に努める。 
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（略） 

第６ 燃料不足への備え 

■基本事項 

１（略） 

２ 留意点 

(1)～(4)（略） 
（新設） 

 

 

 

 

 

 

■対策 

１ 燃料の調達，供給体制の整備 

【県（生活環境部）】 

県は，災害発生時に応急対策の実施及び県民生活の維持に

必要な施設及び車両への燃料供給が滞らないよう，あらかじ

め，県石油業協同組合と協定を締結する。 

また，併せて，県石油業協同組合や市町村と災害発生時に

おける情報連絡体制を確立しておく。 

（略） 

４ 平常時の心構え 

【県（生活環境部），市町村】 

県及び市町村は，災害発生時の燃料の供給不足に伴う混乱

を防止するため，日頃から県民及び事業者等に対し，車両の

燃料を日頃から半分以上としておくよう心掛けるなど，災害

発生時に備えた燃料管理な等の普及啓発を行う。 

（略） 

第４節 防災教育・訓練 

第１ 防災教育 

■基本事項 （略） 

■対策 

１ 一般県民向けの防災教育 

【県（生活環境部），市町村，防災関係機関】 

（略） 

第６ 燃料不足への備え 

■基本事項  

１（略） 

２ 留意点 

(1)～(4)（略） 
(5)石油連盟との情報共有 

石油備蓄法第 33 条第 1項の規定に基づき，経済産業大臣

により，災害時石油供給連携計画を実施する勧告が行われ，

石油連盟の会員会社である石油元売会社から直接供給され

る場合に備え，対象施設等の情報を整理し，石油連盟と共有

しておく必要がある。 

■対策 

１ 燃料の調達，供給体制の整備 

【県（生活環境部）】 

県は，災害発生時に応急対策の実施及び県民生活の維持に

必要な施設及び車両への燃料供給が滞らないよう，あらかじ

め，県石油業協同組合等と協定を締結する。 

また，併せて，県石油業協同組合等や市町村と災害発生時

における情報連絡体制を確立するとともに，緊急給油に必要

な情報の共有を図る。 

（略） 

４ 平常時の心構え 

【県（生活環境部），市町村】 

県及び市町村は，災害発生時の燃料の供給不足に伴う混乱

を防止するため，日頃から県民及び事業者等に対し，車両の

燃料を日頃から半分以上としておくよう心掛けるなど，災害

発生時に備えた燃料管理等の普及啓発を行う。 

（略） 

第４節 防災教育・訓練 

第１ 防災教育 

■基本事項 （略） 

■対策 

１ 一般県民向けの防災教育 

【県（生活環境部），市町村，防災関係機関】 
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（略） 

(1) 普及啓発すべき内容 

  県，市町村，防災関係機関は，住民に対し，災害時のシ

ミュレーション結果等を示しながらその危険性を周知させ

るとともに，以下の事項について普及・啓発を図るものと

する。 

  

 

１）「自助」「共助」の推進 

   ① 概ね3日分に相当する量の食料及び飲料水等の備蓄 

     非常持出や定期的な点検，玄関や寝室への配置等に

ついても推進する。 

  ② 家具・ブロック塀等の転倒防止対策 

    寝室等における家具の配置等についても，見直しを

推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

(1) 普及啓発すべき内容 

  県，市町村，防災関係機関は，住民に対し，地域のハザードマ

ップや災害時のシミュレーション結果等を示しながらその危

険性を周知させるとともに，災害による人的被害を軽減する方

策は，住民等の避難行動が基本となることを踏まえ，警報等や

避難勧告等の意味と内容の説明のほか，以下の事項について普

及・啓発を図るものとする。 

１）「自助」「共助」の推進 

   ① 最低３日間，推奨１週間に相当する量の食料及び飲

料水等の備蓄 

非常持出や定期的な点検，玄関や寝室への配置等に

ついても推進する。 

  ② 家具・ブロック塀等の転倒防止対策 

    寝室等における家具の配置等についても，見直しを

推進する。 

  ③ 避難行動をあらかじめ認識するための取組 

警報等や避難指示（緊急）発令時にとるべき行動を

あらかじめ認識するため，避難に当たり把握しておく

べき情報を記載する「災害・避難カード」（「避難勧告

等に関するガイドライン（内閣府）」）の作成や，ハザ

ードマップをもとに地域の緊急避難場所や避難所，危

険箇所等を記載した地図などの作成を促進する。 

 

[災害・避難カードの作成例] 
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③ 災害時の家族内の連絡体制の確保 

発災当初の安否確認等による輻輳を回避するため，

災害用伝言板や災害用伝言ダイヤル，ソーシャル・ネ

ットワーキングシステム等の利用及び複数の手段の確

保を促進する。 

   

 

 

④ 地域で実施する防災訓練への積極的参加 

    初期消火など初歩的な技術の習得や地域内での顔の

見える関係の構築を促進する。 

（略） 

(2) 普及啓発手段 

  県，市町村は，住民等の防災意識の向上及び防災対策に係

る地域の合意形成の促進のため，防災に関する様々な動向や

各種データを，以下の普及啓発手段を用いるなどして分かり

やすく発信するものとする。 

１）広報誌，パンフレットの配布 
    県，市町村，防災関係機関は，広報紙，パンフレット等

を作成し，広く県民に配布することにより，災害・防災に

関する知識の普及，防災意識の高揚を図る。      
 

 

 

 

 

 

 

（略） 

２ 児童生徒等に対する防災教育 

【県（教育庁），市町村】 

(1) 児童生徒等に対する防災教育 

１）幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及

び特別支援学校（以下「学校」という。）においては，各

 

  ④ 災害時の家族内の連絡体制の確保 

発災当初の安否確認等による輻輳を回避するため，

災害用伝言板や災害用伝言ダイヤル，ソーシャル・ネ

ットワーキングシステム等の利用及び複数の手段の確

保を促進する。 

また，災害時の家庭内の連絡体制等（避難方法や避

難ルールの取り決め等）について，あらかじめ決めて

おく。 

  ⑤ 地域で実施する防災訓練への積極的参加 

    初期消火など初歩的な技術の習得や地域内での顔の

見える関係の構築を促進する。 

（略） 

(2) 普及啓発手段 

  県，市町村は，住民等の防災意識の向上及び防災対策に係

る地域の合意形成の促進のため，防災に関する様々な動向や

各種データを，以下の普及啓発手段を用いるなどして分かり

やすく発信するものとする。 

  １）広報誌，パンフレット，防災マップ等の配布 
    県，市町村，防災関係機関は，広報紙，パンフレット等を

作成し，広く県民に配布することにより，災害・防災に関す

る知識の普及，防災意識の高揚を図る。 
        特に，市町村は，地域の防災的見地からの防災アセスメン

トを行い，地域住民の適切な避難や防災活動に資する防災マ

ップ，地区別防災カルテ，災害時の行動マニュアル等を分か

りやすく作成し，住民等に配布する。 
      なお，作成に当たっては，住民も参加する等の工夫をする

ことにより，災害からの避難に対する住民等の理解を促進す

る。 
（略） 

２ 児童生徒等に対する防災教育 

【県（教育庁），市町村】 

(1) 児童生徒等に対する防災教育 

１）幼稚園，小学校，中学校，義務教育学校，高等学校，

中等教育学校及び特別支援学校（以下「学校」という。） 
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学校で策定した学校安全計画に従って幼児，児童及び生

徒（以下「児童生徒等」という。）の発達段階に応じた防

災教育を行い，防災に関する知識の普及啓発，防災意識

の高揚を図る。 

２）～３）（略） 

(2) 指導者に対する防災教育 

 指導のための手引書等の作成・配布及び避難・救助等に

関する研修会を通して，指導者への防災教育を行い，資

質向上を図る。 

（略） 

第２ 防災訓練 

■基本事項 （略） 

■対策 

１ 総合防災訓練 

【県（各部局），市町村，防災関係機関】 

(1) 訓練種目 

 （略） 

２ 県，市町村及び防災関係機関等が実施する訓練 

【県（各部局），市町村，防災関係機関】 

(1) 避難訓練 

１）（略） 

２）幼稚園，保育園，小学校，中学校，病院及び社会福祉

施設等における訓練 

   災害時の幼児，児童，生徒，傷病者，身体障害者及び高齢

者等の災害対応力の比較的低い施設利用者の生命・身体の安

全を図り，被害を最小限にとどめるため，施設管理者に対し

避難訓練を中心とする防災訓練を実施するよう指導する。

（略） 

 

３ 事業所，自主防災組織及び住民等の訓練 

【事業所，自主防災組織，住民】 

(1)（略） 

(2) 自主防災組織等における訓練 

  各自主防災組織等は地域住民の防災行動力の強化，防災

においては，各学校で策定した学校安全計画に従って幼

児，児童及び生徒（以下「児童生徒等」という。）の発達

段階に応じた防災教育を行い，防災に関する知識の普及

啓発，防災意識の高揚を図る。 

２）～３）（略） 

(2) 指導者に対する防災教育 

  指導のための手引書等の作成・配布及び防災に関する研

修会を通して，指導者の資質向上を図る。 

 （略） 

 

第２ 防災訓練 

■基本事項 （略） 

■対策 

１ 総合防災訓練 

【県（各部局），市町村，防災関係機関】 

(1) 訓練種目（例） 

 （略） 

２ 県，市町村及び防災関係機関等が実施する訓練 

【県（各部局），市町村，防災関係機関】 

(1) 避難訓練 

１）（略） 

２）幼稚園，保育園，小学校，中学校，義務教育学校，病

院及び社会福祉施設等における訓練 

  災害時の幼児，児童，生徒，傷病者，身体障害者及び高齢

者等の避難行動要支援者の災害対応力の比較的低い施設利

用者の生命・身体の安全を図り，被害を最小限にとどめるた

め，施設管理者に対し避難訓練を中心とする防災訓練を実施

するよう指導する。 

（略） 

３ 事業所，自主防災組織及び住民等の訓練 

【事業所，自主防災組織，住民】 

(1)（略） 

(2) 自主防災組織等における訓練 

 各自主防災組織等は地域住民の防災行動力の強化，防災
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意識の向上，組織活動の習熟及び関連防災機関との連携を

図るため，市町村及び所轄消防署等の指導のもと，地域の

事業所とも協調して，年１回以上の組織的な訓練を実施す

るよう努めるものとする。 

  訓練種目は，初期消火訓練，応急救護訓練，避難訓練及

び高齢者・身体障害者等の安全確保訓練等を主として行う。 

   

また，自主防災組織等からの指導協力の要請を受けた防

災関係機関は，関連する諸機関との連携を取り，積極的に

自主防災組織等の活動を支援するものとする。 

  （略） 

(3) 一般県民の訓練 

  県民一人一人の災害時の行動の重要性にかんがみ，県及

び市町村をはじめ防災関係機関は，防災訓練に際して，広

く要配慮者も含めた住民の参加を求め，住民の防災知識の

普及啓発，防災意識の高揚及び防災行動力の強化に努める

ものとする。 

  （略） 

 第３ 災害に関する調査研究及び災害教訓の伝承 

 ■基本事項（略） 

 ■対策 

 １～２（略） 

 ３ 被害想定調査の実施 

                 

（略） 

意識の向上，組織活動の習熟及び関連防災機関との連携を

図るため，市町村及び所轄消防署等の指導のもと，地域の

事業所とも協調して，年１回以上の組織的な訓練を実施す

るよう努めるものとする。 

 訓練種目は，初期消火訓練，応急救護訓練，避難訓練及 

び高齢者・身体障害者等の避難行動要支援者の安全確保訓 

練等を主として行う。 

  また，自主防災組織等からの指導協力の要請を受けた防 

災関係機関は，関連する諸機関との連携を取り，積極的に 

自主防災組織等の活動を支援するものとする。 

  （略） 

(3) 一般県民の訓練 

  県民一人一人の災害時の行動の重要性に鑑み，県及び市

町村をはじめ防災関係機関は，防災訓練に際して，広く要

配慮者も含めた住民の参加を求め，住民の防災知識の普及

啓発，防災意識の高揚及び防災行動力の強化に努めるもの

とする。 

  （略） 

 第３ 災害に関する調査研究及び災害教訓の伝承 

 ■基本事項（略） 

 ■対策 

 １～２（略） 

 ３ 被害想定調査の実施 

 【県（各部局），市町村，防災関係機関】 

（略） 
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改定前 改定後 備考 
 第３章 災害応急対策計画 

第１節 初動対応 

第１ 職員参集・動員 

■基本事項  

 １ 趣旨 

   県及び各機関は，茨城県内において災害が発生した場合，

災害応急対策を迅速かつ的確に進めるための体制を直ちに

整える必要がある。地震発生直後，あらかじめ定められた

職員は業務時間内，時間外を問わず速やかに参集し，所定

の業務に当たるものとする。 

 （略） 

■対策 
１ 職員の動員配備体制区分の基準及び内容 

   職員配備の決定基準は県内での地震の揺れの規模，津波
の予報，災害の状況等により次のとおり定める。 

体制区分 配備基準 配備人員 
災害対策本
部等の設置 

連絡配備 
県内で震度４を記録
したとき。 

付表事前配備１
の欄に掲げる課
及び出先機関に
おいて連絡調整
を行うために必
要な人員 

 

警
戒
体
制
（
事
前
配
備
） 

第１ 

県内で震度５弱を記
録したとき又は茨城
県に「津波注意」の
津波注意報が発表さ
れたとき。 

付表事前配備１
の欄に掲げるも
の 

必要に応じて
災害情報連絡
担当者会議を
開催 

第２ 

県内で震度５強を記
録したとき若しくは
茨城県に「津波」の
津波警報が発表され
たとき又は「東海地
震注意情報」を受け
たとき。 

付表事前配備２
の欄に掲げるも
の 

災害情報連絡
担当者会議を
開催するとと
もに，必要に
応じて災害警
戒本部を設置 

非
常
体
制 

第１ 

地震により相当程度
の局地災害が発生し
たとき又は茨城県に
「津波」の津波警報
が発表された場合で
あって本部長が必要
と認めたとき。 

災害応急対策が
円滑に行える体
制 

（職員の５分の
１） 

災害対策本部

を設置 

第３章 災害応急対策計画 

第１節 初動対応 

第１ 職員参集・動員 

■基本事項 

 １ 趣旨 

  県及び各機関は，県内において災害が発生した場合，職員

の安全の確保に十分配慮しつつ，災害応急対策を迅速かつ的

確に進めるための体制を直ちに整える必要がある。地震発生

直後，あらかじめ定められた職員は業務時間内，時間外を問

わず速やかに参集し，所定の業務に当たるものとする。 

 （略） 

■対策 
１ 職員の動員配備体制区分の基準及び内容 
  職員配備の決定基準は県内での地震の揺れの規模，津波 
の予報，災害の状況等により次のとおり定める。 

体制区分 配備基準 配備人員 
災害対策本
部等の設置 

連絡配備 
県内で震度４を記
録したとき。 

付表事前配備１
の欄に掲げる課
及び出先機関に
おいて連絡調整
を行うために必
要な人員 

必要に応じて

災害情報連絡

担当者会議を

開催 

警
戒
体
制
（
事
前
配
備
） 

第１ 

県内で震度５弱を
記録したとき又は
茨城県に津波注意
報が発表されたと
き。 

付表事前配備
１の欄に掲げ
るもの 

必要に応じ
て災害情報
連絡担当者
会議を開催 

第２ 

県内で震度５強を
記録したとき若し
くは茨城県に津波
警報が発表された
とき又は「東海地震
注意情報」を受けた
とき。 

付表事前配備
２の欄に掲げ
るもの 

災害情報連
絡担当者会
議を開催す
るとともに，
必要に応じ
て災害警戒
本部を設置 

非
常
体
制 

第１ 

地震により相当程
度の局地災害が発
生したとき又は茨
城県に津波警報が
発表された場合で
あって本部長が必
要と認めたとき。 

災害応急対策
が円滑に行え
る体制 

（職員の５分
の１） 

災害対策本部

を設置 
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第２ 

県内で震度６弱以上
を記録したとき若し
くは茨城県に「大津
波」の津波警報が発
表されたとき又は
「警戒宣言」が発令
されたとき。 

人員を大幅に増
員し，災害応急対
策が円滑に行え
る体制 

（職員の３分の
１） 

第３ 

地震により大規模な
災害が発生したとき
又は茨城県に「大津
波」の津波警報が発
表され，大規模な災
害が発生したとき。 

大規模な災害に
対して，応急対策
が円滑に行える
体制 

（職員の２分の
１） 

  

付表 

部 局 名 事 前 配 備 体 制 
事前配備１ 事前配備２ 

部 外 （略）  （略）  
総 務 部 （略）  （略）  
企 画 部 （略）  企画課 

地域計画課 
事業推進課 
つくば地域振興課 
地域計画課ひたち
なか整備室 

３ 
１ 
１ 
１ 
１ 

生活環境部 （略）  生活文化課 
環境政策課 
環境対策課 
 
防災・危機管理課 
消防安全課 
原子力安全対策 

10 
４ 
４ 
 

全員 
全員 
１ 

保健福祉部   厚生総務課 
福祉指導課 
医療対策課 
保健予防課 

２ 
１ 
２ 
１ 

商工労働部 （略）  （略）  
農林水産部 （略）  （略）  
土 木 部   監理課 ３ 

 道路建設課 １ 道路建設課 ２ 

第２ 

県内で震度６弱以
上を記録したとき
若しくは茨城県に
大津波警報が発表
されたとき又は「警
戒宣言」が発令され
たとき。 

人員を大幅に
増員し，災害応
急対策が円滑
に行える体制 

（職員の３分
の１） 

（注） 

配備人員は，

おおむね左記

のとおり。 

第３ 

地震により大規模
な災害が発生した
とき又は茨城県に
大津波警報が発表
され，大規模な災害
が発生したとき。 

大規模な災害
に対して，応急
対策が円滑に
行える体制 

（職員の２分
の１） 

  

付表 

部 局 名 事 前 配 備 体 制 
事前配備１ 事前配備２ 

部 外 （略）  （略）  
総 務 部 （略）  （略）  
企 画 部 （略）  企画課 

地域計画課 
事業推進課 
つくば地域振興課 
 
 

３ 
１ 
１ 
１ 

生活環境部 （略）  生活文化課 
環境政策課 
環境対策課 
廃棄物対策課 
防災・危機管理課 
消防安全課 
原子力安全対策 

４ 
４ 
４ 
３ 
全員 
全員 
１ 

保健福祉部 
 
 
 

  厚生総務課 
福祉指導課 
医療政策課 
保健予防課 

２ 
１ 
２ 
１ 

商工労働観光部 （略）  （略）  
農林水産部 （略）  （略）  
土 木 部   監理課 ３ 

 道路建設課 １ 道路建設課 ２ 
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道路維持課 ２ 道路維持課 ４ 
 河川課 ２ 河川課 ３ 
 港湾課 ２ 港湾課 ３ 
 公園街路課 ２ 公園街路課 ３ 
 下水道課 

12 土木・工事事務所(工務所含
む)各２人 
２港湾事務所各２人 
４下水道事務所各２人 
２浄水センター    各２人 
流域下水道水質管理センター 

２ 
 

24 
４ 
８ 
４ 
３ 

下水道課 
12土木・工事事務所
(工務所含む) 各４人 
２港湾事務所各４人 
４下水道事務所各４人 
２浄水センター   各４人 
          
流域下水道水質管理センター 

３ 
 

48 
 

８ 
16
８ 
５ 

（土木・工事事務所
(工務所含む)） 
（港湾事務所） 
（下水道事務所） 

 

企 業 局 （略）  （略）  
（水道事務所） 
     

 県民センター   ４県民センター 各５人 20 
教 育 庁 （略）  （略）  
警 察 本 部 （略）  

 

２ 職員の動員・参集 

(1)（略） 

 (2) 職員の動員 

  生活環境部長は，(1)における動員配備体制の決定に基づ

き，応急対策実施のため，必要な職員の動員を行うものとす

る。 

   

なお，その他の地方機関における動員については，地方機

関の長が別に定めるところによる。 

  （略） 

   ２）動員の伝達手段 

① 勤務時間中における動員の伝達 

ア （略） 

イ 使送による伝達 

(ｱ) 庁内放送及び庁内電話が使用出来ない場合は，動

員班長は，班員の使送により，次の動員伝達担当課

を通じ各部長に動員の伝達をする。伝達先は次のと

おりである。 

道路維持課 ２ 道路維持課 ４ 
 河川課 ２ 河川課 ３ 
 港湾課 ２ 港湾課 ３ 
 公園街路課 ２ 公園街路課 ３ 
 下水道課 

 
 
 
２下水道事務所各２人 
 
 
 

２ 
 
 
 

４ 
 
 
 

下水道課 
12土木・工事事務所
(工務所含む) 各４人 
２港湾事務所各４人 
２下水道事務所各４人 
４浄化センター   各４人 
潮来浄化センター 

３ 
 

48 
８ 
８
16 
２ 

（土木・工事事務所
(工務所含む)） 
（港湾事務所） 
（下水道事務所） 

 

企 業 局 （略）  （略）  
（水道事務所） 
 病  院 局 経営管理課 １ 経営管理課 ４ 
県民センター   ４県民センター 各２人 ８ 
教 育 庁 （略）  （略）  
警 察 本 部 （略）  

 

２ 職員の動員・参集 

(1)（略） 

 (2) 職員の動員 

  生活環境部長は，(1)における動員配備体制の決定に基づ

き，応急対策実施のため，必要な職員の動員を行うものとす

る。動員の詳細については，「災害対策本部設置後の事務局

員の動員等に係る取扱要領」によるものとする。 

  なお，その他の地方機関における動員については，地方機

関の長が別に定めるところによる。 

（略） 

    ２）動員の伝達手段 

① 勤務時間中における動員の伝達 

ア （略） 

イ 使送による伝達 

(ｱ) 庁内放送及び庁内電話が使用出来ない場合は，動

員班長は，班員の使送により，次の動員伝達担当課

を通じ各部長に動員の伝達をする。伝達先は次のと

おりである。 
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災害対策本部の部 動員伝達 
担当課 

電話番号 
（ダイヤルイン） 

位     置 

県庁舎 県警察本
部庁舎 

総 務 部 総 務 課 301－2235 ７階 － 
企 画 部 企 画 課 301－2514 10 階 － 
生 活 環 境 部 生活文化課 301－2819 12 階 － 
保 健 福 祉 部 厚生総務課 301－3117 13 階 － 
商 工 労 働 部 産業政策課 301－3520 16 階 － 
農 林 水 産 部 農業政策課 301－3823 17 階 － 
土 木 部 監 理 課 301－4321 19 階 － 
会 計 部 会計管理課 301－4816 ６階 － 
企 業 部 企業局総務課 301－4915 21 階 － 
教 育 部 教育庁総務課 301－5114 22 階 － 
警 備 対 策 部 県警察本部 301－0110 － ９階 
 

(ｲ) 各部動員伝達担当課（幹事課）は，各班長及び

部付に，また，各班長及び部付は分担し，各班員

に伝達する。 

② 勤務時間外における動員の伝達 

ア 携帯電話による伝達 

 災害対策本部事務局長は，携帯電話を用い災害対

策本部本部員，本部事務局員及び防災・危機管理課

職員に動員の伝達をする。 

第２ 災害対策本部 

■基本事項 

 （略） 

３ 活動項目リスト 

 (1) 県 

（略） 

(2) 市町村，指定行政機関等 

(3) 国の現地対策本部との連携 

 

災害対策本部の部 動員伝達 
担当課 

電話番号 
（ダイヤルイン） 

位     置 

県庁舎 県警察本
部庁舎 

総 務 部 総 務 課 301－2235 ７階 － 
企 画 部 企 画 課 301－2514 10 階 － 
生 活 環 境 部 生 活 文 化 課 301－2819 12 階 － 
保 健 福 祉 部 厚 生 総 務 課 301－3117 13 階 － 
商工労働観光部 産 業 政 策 課 301－3520 16 階 － 
農 林 水 産 部 農 業 政 策 課 301－3823 17 階 － 
土 木 部 監 理 課 301－4321 19 階 － 
会 計 部 会 計 管 理 課 301－4816 ６階 － 
企 業 部 企業局総務課 301－4915 21 階 － 
県 立 病 院 部    病院局経営管理課 301－6515 15 階 － 
教 育 部 教育庁総務課 301－5114 22 階 － 
警 備 対 策 部 県 警 察 本 部 301－0110 － ９階 

(ｲ) 各部動員伝達担当課（幹事課）は，各班長及び部

付に，また，各班長及び部付は分担し，各班員に伝

達する。 

② 勤務時間外における動員の伝達 

ア 携帯電話による伝達 

 災害対策本部事務局長は，携帯電話（メール機能を

含む。）を用い災害対策本部本部員，本部事務局員及

び防災・危機管理課職員に動員の伝達をする。 

第２ 災害対策本部 

■基本事項 

（略） 

３ 活動項目リスト 

(1) 県 

（略） 

(2) 市町村，指定行政機関等 

(3) 国の現地対策本部との連携 

(4) 合同調整所の設置 
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（略） 

■対策 

 １ 県 

 (1) 

（2）設置基準 

１）災害警戒本部設置基準 

   災害警戒本部は，次の場合に設置する。 

① 県内震度が５強を記録したとき 

② 「津波警報（津波）」が発表された場合 

③ 「東海地震注意情報」を受けた場合 

④ その他生活環境部長が必要と認めた場合 

２）災害警戒本部廃止基準 

 災害警戒本部は，次の場合に廃止する。 

① 災害対策本部が設置されたとき 

② その他生活環境部長が必要なしと認めた場合 

３）災害対策本部設置基準 

 本部は，次の場合に設置する。また，県内震度が６弱以

上を記録した場合は，自動的に設置する。 

① 地震により相当程度の局地災害が発生したとき 

② 「津波警報（津波）」が発表された場合であって本部

長が必要と認めたとき 

③ 「津波警報（大津波）」が発表されたとき 

④ 「警戒宣言」が発令された場合 

⑤ 大規模な災害が発生したとき 

⑥ その他知事が必要と認めた場合 

（略） 

 (3)組織  
１）災害警戒本部 
 災害警戒本部は，本部長を副知事，副本部長を生活環

境部長，及び本部付を生活環境部防災・危機管理局長と

し，本部員を各部幹事課長，企業局総務課長，教育庁総

務課長，警察本部警備課長等とする。 

 また，災害警戒本部に災害警戒本部会議を置き，次

の措置を迅速かつ的確に行う。 

（略） 

 （略） 

■対策 

 １ 県 

 (1)（略） 

（2）設置基準 

  １）災害警戒本部設置基準 

    災害警戒本部は，次の場合に設置する。 

① 県内震度が５強を記録したとき 

② 「津波警報」が発表された場合 

③ 「東海地震注意情報」を受けた場合 

④ その他生活環境部長が必要と認めた場合 

２）災害警戒本部廃止基準 

 災害警戒本部は，次の場合に廃止する。 

① 災害対策本部が設置されたとき 

② その他生活環境部長が必要なしと認めた場合 

３）災害対策本部設置基準 

 本部は，次の場合に設置する。また，県内震度が６弱以上

を記録した場合は，自動的に設置する。 

① 地震により相当程度の局地災害が発生したとき 

② 「津波警報」が発表された場合であって本部長が必要

と認めたとき 

③ 「大津波警報」が発表されたとき 

④ 「警戒宣言」が発令された場合 

⑤ 大規模な災害が発生したとき 

⑥ その他知事が必要と認めた場合 

（略） 

 (3)組織  
１）災害警戒本部 
  災害警戒本部は，本部長を副知事（第１順位），副本部

長を副知事（第２順位），及び本部付を生活環境部防災・

危機管理局長とし，本部員を各部局防災監，警察本部警

備課長等とする。 
  また，災害警戒本部に災害警戒本部会議を置き，次の

措置を迅速かつ的確に行う。 
（略） 
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（災害警戒本部員） 

本部員 
庁内電話
番号 

本部員 
庁内電話
番号 

秘書課長 2050 農林水産部農業政策課長 3810 

総務部総務課長 2220 土木部監理課長 4310 

企画部企画課長 2510 企業局総務課長 4910 

生活環境部生活文化課長 2810 教育庁総務課長 5110 

生活環境部防災・危機
管理課長 

2870   

生活環境部消防安全課長 2892 警察本部警備課長 6463 

保健福祉部厚生総務課長 3110 その他本部長が指定
する職にある者 

 
商工労働部産業政策課長 3510 

 

２）災害対策本部 

 災害対策本部は本部長を知事，また，副本部長を副知事が

務め，事務局長を生活環境部防災・危機管理局長が務める。

本部には部が設けられ，各部長が本部員を構成する。 

 

（災害警戒本部員） 

本部員 
庁内電話
番号 

本部員 
庁内電話
番号 

知事直轄防災監 2110 商工労働観光部防災監 3502 

総務部防災監 2201 農林水産部防災監 3801 

企画部防災監 2501 土木部防災監 4301 

生活環境部防災監 2801 企業局防災監 4901 

生活環境部防災・危機
管理課長 

2870 教育庁防災監 5102 

生活環境部消防安全課長 2892 議会事務局次長 5610 

保健福祉部防災監 3101 警察本部警備課長 6463 

 

 

２）災害対策本部 

 災害対策本部は本部長を知事，また，副本部長を副知事が

務め，事務局長を生活環境部防災・危機管理局長が務める。

本部には部が設けられ，各部長が本部員を構成する。 
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＜事務局組織＞ 

班
名 

班 長 副班長 班  員 分掌事務 

総
括
班 

防災・
危機管
理 課 
課長補
佐 ( 総
括 ) 

消防安全
課産業保
安室室長
補佐 １人 
生活文化
課課長補
佐  １人 
（新設） 
     
     

人事課員   １人 
管財課員   １人 
（新設）     
         
生活文化課員２人 
（新設）     
         
防災・危機管理課
員        １人 
消防安全課員４人 
原子力安全対策課
員         １人 
（新設）     
（新設） 
         
         
         

１ 災害対策本部会
議の開催に関する
こと。 

２ 災害対策本部及
び事務局の運営に
関すること。 

３ 事務局各班間の
連絡調整に関する
こと。 

４ その他事務局長
から特に指示され
たこと。 

 
     
          
          
     

  

＜事務局組織＞ 

班
名 

班 長 副班長 班  員 分掌事務 

総
括
班 

防災・
危機管
理 課 
課長補
佐 ( 総
括 ) 

生活文化
課課長補
佐  １人
消防安全
課産業保
安室室長
補佐 
観光物産
課課長補
佐 １人 

人事課員    １人 
管財課員    １人 
つくば地域振興課
員      １人 
生活文化課員１人 
廃棄物対策課員 

１人 
防災・危機管理課
員        １人 
消防安全課員２人 
原子力安全対策課
員          １人 
総務企画課員１人 
（記録係） 
消防安全課員１人 
労働政策課員１人 
産地振興課員１人 

１ 災害対策本部会
議の開催に関する
こと。 

２ 災害対策本部及
び事務局の運営に
関すること。 

３ 事務局各班間の
連絡調整に関する
こと。 

４ その他事務局長
から特に指示され
たこと。 

 
（記録係） 

災害対策本部及び
事務局の活動等の記
録に関すること。 
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情
報
班 

防災・危
機 管 理
課 課 長
補 佐 
(防災担
当) 

（新設）  
      
防災・危機
管理課員  

１人 
原子力安
全対策課
員 １人 
 

国際課員 １人 
総務課員 １人 
企画課員 １人 
（新設）     
         
生活文化課員１人 
環境政策課員１人 
環境対策課員１人 
防災・危機管理 
課員１人 
原子力安全対策 
課員２人 
厚生総務課員１人 
福祉指導課員１人 
医療対策課員１人 
保健予防課員１人 
産業政策課員１人 
産業技術課員１人 
農業政策課員１人 
監理課員１人 
道路維持課員１人 
河川課員１人 
港湾課員１人 
下水道課員１人 
企業局総務課員 
１人 
教育庁総務課員 
１人 
警察本部警備課員  
１人 

１ 防災関係機関か
らの気象情報，電
力情報その他の災
害情報の収集及び
伝達に関するこ
と。 

２ 事故発生事業所
からの情報収集に
関すること。 

３ 各部が収集した
災害情報で主とし
て次に掲げるもの
の収集に関するこ
と。 

(1) 河川，ダム砂防，
道路及び港湾・漁
港関係情報 

(2) 農林水産関係情
報 

(3) 商業及び工業関
係情報 

(4) 災害救助，医療，
防疫等関係情報 

(5) 教育関係情報 
(6) 警察関係情報 
４ 災害情報の各部

等への伝達に関す
ること。 

５ 防災行政無線の
監理及び運用に関
すること。 

６ 災害情報の整理
記録に関するこ
と。 

７ 災害関係資料の
作成に関するこ
と。 

情
報
班 

防災・危
機 管 理
課 課 長
補 佐 
(防災担
当) 

統計課員 
１人 

消防安全
課員１人 
原子力安
全対策課
員 １人 
 

国際課員    １人 
総務課員    １人 
企画課員    １人 
水・土地計画課員 

１人 
生活文化課員１人 
環境政策課員１人 
環境対策課員１人 
防災・危機管理 
課員１人 
原子力安全対策 
課員１人 
厚生総務課員１人 
         
医療政策課員１人 
保健予防課員１人 
産業政策課員１人 
産業技術課員１人 
農業政策課員１人 
監理課員    １人 
道路維持課員１人 
河川課員    １人 
港湾課員    １人 
下水道課員  １人 
企業局総務課員 

１人 
教育庁総務課員 

１人 
警察本部警備課員  

１人 

１ 防災関係機関か
らの気象情報，電
力情報その他の災
害情報の収集及び
伝達に関するこ
と。 

２ 事故発生事業所
等からの情報収集
に関すること。 

３ 各部が収集した
災害情報で，主と
して次に掲げるも
のの収集に関する
こと。 

(1) 河川，ダム砂防，
道路及び港湾・漁
港関係情報 

(2) 農林水産関係情
報 

(3) 商業及び工業関
係情報 

(4) 災害救助，医療，
防疫等関係情報 

(5) 教育関係情報 
(6) 警察関係情報 
４ 災害情報の各部

等への伝達に関す
ること。 

５ 防災行政無線の
管理及び運用に関
すること。 

６ 災害情報の整理
記録に関するこ
と。 

７ 災害関係資料の
作成に関するこ
と。 
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対
策
班 

消防安
全課課
長補佐 
(総括) 

原子力安
全対策課 
課長補佐
（企画・防
災担当）   
１人 
防災・危機
管理課員
１人 
消防安全
課員１人 
原子力安
全対策課
員１人 
（原子力
安全対策
課員のう
ち１人に
ついては，
避難対策
が必要な
場合に限
る。） 
 

各部局企画員７人 
 
 
 
（新規）     
（新規）            
企業局企画員１人 
（新規）     
    
教育庁企画員１人 
（係名新規） 
国際課員１人 
市町村課員１人 
生活文化課員１人 
防災・危機管理課
員２人 
消防安全課員２人 
 
 
 
原子力安全対策課 
員１人 
厚生総務課員１人 
障害福祉課員１人 
警察本部交通規制
課員１人 
（防災・危機管理
課員のうち１人，
消防安全課員のう
ち１人及び市町村
課員から警察本部
交通規制課員まで
については，避難
対策が必要な場合
に限る。） 

１ 国（現地対策本部
を含む。）及び防災
関係機関との調整
に関すること。 

２ 各部間の連絡調
整に関すること｡ 

３ 避難対策が必要
な場合における避
難に係る連絡調整
に関すること。 

４ 避難対策が必要
な場合における救
助物資，資財等の輸
送に係る連絡調整
に関すること。 

５ 原子力災害時に
おける避難地域内
住民の輸送に係る
連絡調整に関する
こと。 

６ その他事務局長
から特に指示され
たこと。 

 

（新設） 

 

燃
料
調
整
班 

消 防安全
課課長補

佐 

消防安全課
員   １人 

税務課員  １人 
事業推進課員１人 
科学技術振興課員 
１人 
中小企業課員１人 

１ 燃料の確保に関
すること。 

２ 燃料供給に係る
情報収集・広報に関
すること。 

３ 災害応急対策車
両等への燃料の供
給に関すること。 

対
策
班 

消防安
全課課
長補佐 
(総括) 

原子力安
全対策課 
課長補佐
（企画・防
災担当） 
防災・危機
管理課員
１人 
消防安全
課員１人 
原子力安
全対策課
員１人 
    
 

各部局企画員７人 
防災・危機管理課
員１人 
消防安全課員１人 
総務企画課員１人 
会計管理課員１人 
企業局企画員１人 
病院局経営管理課
員１人 
教育庁企画員１人 
（避難対策係） 
国際課員１人 
市町村課員１人 
生活文化課員１人 
消防安全課員１人 
原子力安全対策課 
員２人 
厚生総務課員１人 
障害福祉課員１人 
警察本部交通規制
課員１人 
 

１ 国（現地対策本部
を含む。）及び防災
関係機関との調整
に関すること。 

２ 各部間の連絡調
整に関すること｡ 

３ その他事務局長
から特に指示され
たこと。 

 
（避難対策係） 
１ 避難に係る連絡
調整に関すること。 

２ 救助物資，資財等
の輸送に係る連絡
調整に関すること。 

３ 避難地域内住民
の輸送に係る連絡
調整に関すること。 

４ 原子力災害時に
おける避難住民等
に対する避難退域
時検査及び簡易除
染に関すること。 

 

航
空
運
用
調
整
班 

消防安
全課課
長補佐 

消防安全
課防災航
空室員 

１人 

消防安全課員２人 被災者救助のた
めのヘリコプター
の運行に係る関係
機関との調整に関
すること。 

燃
料
調
整
班 

環 境政策
課課（室）
長 補 佐 

防災・危機管
理課員 １人 

税務課員    １人 
事業推進課員  １人 
科学技術振興課員 

１人 
中小企業課員  １人 

１ 燃料の確保に関
する連絡調整に関
すること。 

２ 燃料の供給に係
る情報収集及び広
報に関すること。 

３ 災害応急対策車
両等への燃料の供
給に関すること。 

 

p.137 
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物
資
調
整
班 

原子力安
全対策課
課長補佐
（総括） 

地域計画課
課長補佐（計
画調整・物流
担当）１人 
消防安全課
員 １人 
福祉指導課
員 １人 

県民センター総室員 
１人 
情報政策課員１人 
空港対策課員１人 
水・土地計画課員 
１人 
中小企業課員１人 

１ 備蓄物資，支援物
資の調達・管理・輸
送に関すること。 

原
子
力
対
策
班 

原 子力安
全調整監 

（新設）   
       
     
原子力安全
対策課長補
佐(防災・監
視担当) 
原子力安全
対策課員 
１人 

環境政策課員 ３人 
 
廃棄物対策課員３人 
生活環境部長が指定
する者２人 

１ 放射線防護対策
に係る関係機関と
の連絡調整に関す
ること。 

２ 原子力行政機関，
事業所等との連絡
調整に関すること。 

３ その他事務局長
から特に指示され
たこと。 

広
報
班 

広報広
聴課長 

広報広聴
課副参事
１人 
広報広聴
課課長補
佐（報道担
当） １人 
広報広聴
課課長補
佐（県民広
報担当） 
１人 

広報広聴課員 
６人 

１ 災害に係る緊急
広報（ラジオ及びテ
レビを利用して緊
急に行う必要のあ
る広報をいう。）に
関すること。 

２ 災害に係る一般
広報及び広聴に関
すること。 

３ 災害時における
広報に係る国及び
市町村との連絡調
整に関すること。 

４ 報道機関への対
応に関すること。 

５ 災害状況の撮影
に関すること。 

６ 住民からの問い
合わせの対応に関
すること。 

陳
情
班 

政策監
１ 人 

主任政策
員 ２人 

政策員５人 
秘書課員１人 
議会事務局総務課
員１人 
議会事務局議事課
員１人 
議会事務局政務調
査課員１人  

１ 政府，国会等への
要望及び陳情に関
すること。 

２ 国の機関，国会議
員等の視察，調査に
関すること。 

物
資
調
整
班 

環境対策
課（室）
課長補佐 

交通政策課
員 １人 
消防安全課
員 １人 
福祉指導課
員 １人 
 
 

市町村課員   １人 
情報政策課員  １人 
空港対策課員  １人 
防災・危機管理課員 

１人 
中小企業課員  １人 

備蓄物資及び支
援物資の調達，管理
及び輸送に係る連
絡調整に関するこ
と。 

原
子
力
対
策
班 

原 子力安
全調整監 

原子力安全
対策課長補
佐(総括) 
原子力安全
対策課長補
佐(安全・監
視担当) 
原子力安全
対策課員 
１人 

環境政策課員 ２人 
環境対策課  １人 
廃棄物対策課員３人 
生活環境部長が指名
する者        ２人 

１ 原子力行政機関，
事業所等との連絡
調整に関すること。 

２ 緊急時モニタリ
ングに係る情報の
収集・整理に関する
こと。 

３ 災害対策本部の
職員の被ばく管理
に関すること。 

４ その他事務局長
から特に指示され
たこと。 

広
報
班 

広報広
聴課長 

県民情報
センター
長 
広報広聴
課課長補
佐（報道担
当） 
広報広聴
課課長補
佐（県民広
報担当） 

広報広聴課員６人 １ 災害に係る緊急
広報（ラジオ及びテ
レビを利用して緊
急に行う必要のあ
る広報をいう。）に
関すること。 

２ 災害に係る広報
及び広聴に関する
こと。 

３ 災害時における
広報に係る国及び
市町村との連絡調
整に関すること。 

４ 報道機関への対
応に関すること。 

 
 
５ 住民からの問い

合わせの対応に関
すること。 

視
察
・
要
望
班 

政策監
１ 人 

主任政策
員 ２人 

政策員      ５人 
秘書課員    １人 
議会事務局総務課
員          １人 
議会事務局議事課
員          １人 
議会事務局政務調
査課員      １人  

１ 政府，国会等への
要望及び陳情に関
すること。 

２ 国の機関，国会議
員等の視察調査に
関すること。 

 

 

 

 

 

 

p.138 
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機
動
班 

総
括
班
長 

防
災
・
危
機
管
理
課
長 

本
庁
班 

〔第１班長〕 
総務課課
長補佐 

〔第１班員〕14名 
総務部 14名 

１ 被災地及び被災

市町村における応

急対策上の支援活

動に関すること。 

２ 被災地及び被災

市町村の被害情報

の収集に関するこ

と。 

３ その他事務局長

から特に指示され

たこと。 

 

〔第２班長〕 
企画課課
長補佐 

〔第２班員〕16名 
企画部 16名 

〔第３班長〕 
産業政策
課課長補
佐 

〔第３班員〕12名 
商工労働部 12 名 

〔第４班長〕 
農業政策
課課長補
佐 

〔第１班員〕14名 
農林水産部 14 名 

〔第５班長〕 
教育庁総
務 課 課 長
補佐 

〔第１班員〕14名 
会計・教育庁 
14 名 

地
方
班 

〔県北班長〕 
県北県民
センター 
県民福祉
課長補佐 

〔県北班員〕６名 
県北県民センター 
６名 

〔鹿行班長〕 
鹿行県民
センター 
県民福祉
課長補佐 

〔鹿行班員〕10名 
鹿行県民センター 
10 名 

〔県南班長］ 
県南県民
センター 
県民福祉
課長補佐 

〔県南班員］10名 
県南県民センター 
10 名 

〔県西班長］ 
県西県民
センター 
県民福祉
課長補佐 

〔県西班員］10 名 
県西県民センター 
10 名 

 備考 

 (1) 機動班を除く班の副班長（防災・危機管理課員の場合に

限る。）及び班員については，その所属する各課の長が指名

する。ただし，陳情班の班長，副班長又は班員となる政策

監，主任政策員及び政策員については政策審議監が指名す

る。 

（略） 

機
動
班 

総
括
班
長 

防
災
・
危
機
管
理
課
長 

本
庁
班 

〔第１班長〕 
総務課課
長補佐 

〔第１班員〕14名 
総務部 14名 

１ 被災地及び被災

市町村における応

急対策上の支援活

動に関すること。 

２ 被災地及び被災

市町村の被害情報

の収集に関するこ

と。 

３ 現地災害対策本

部の支援に関する

こと。 

４ その他事務局長

から特に指示され

たこと。 

 

〔第２班長〕 
企画課課
長補佐 

〔第２班員〕16名 
企画部 16名 

〔第３班長〕 
産業政策
課課長補
佐 

〔第３班員〕12名 

商工労働観光部  

12 名 
国体・障害者スポ
ーツ大会局 ４名 

〔第４班長〕 
農業政策
課課長補
佐 

〔第１班員〕14名 
農林水産部 14 名 

〔第５班長〕 
教育庁総
務 課 課 長
補佐 

〔第１班員〕14名 
会計・教育庁 
14 名 

地
方
班 

〔県北班長〕 
県北県民
センター 
県民福祉
課長補佐 

〔県北班員〕６名 
県北県民センター 
３名 
県北農林事務所 
３名 

〔鹿行班長〕 
鹿行県民
センター 
県民福祉
課長補佐 

〔鹿行班員〕10名 
鹿行県民センター 
５名 
鹿行農林事務所 
５名 

〔県南班長］ 
県南県民
センター 
県民福祉
課長補佐 

〔県南班員］10名 
県南県民センター 
５名 
県南農林事務所 
５名 

〔県西班長］ 
県西県民
センター 
県民福祉
課長補佐 

〔県西班員］10 名 
県西県民センター 
５名 
県西農林事務所 
５名 

 備考 

(1) 班長，副班長及び班員（これらの者が特定される場合を

除く。）については，その所属する各部又は各課の長（視察・

要望班にあっては，政策審議監）が指名する。 

（略） 
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(5) 本部の設置 

１）（略） 

２）災害対策本部室及び災害対策室の設営配置 

＜本部室の配置区分＞ 

 本部を設置した場合は，直ちに本部室及び各部に対策 

室を設け，原則として次表の区分により配置につくもの 

とする。 

   また，前記以外の本部職員は，それぞれ所属する課， 

所，室において配置につくものとする。 

室の区分 参 集 者 設  置  場  所 

本 部 室 

本部長 
副本部長 
本部付 
本部員 
本部事務局長 
本部事務局員 
防災関係機関
連絡員 

防災センター 

各部対策

室 

部長 
部付 
班長 
部長の指示す
る班員 

総務部長室（ダイヤルイン 301－2200） 
企画部長室（   〃   301－2500） 
生活環境部長室（   〃   301－2800） 
保健福祉部長室（   〃   301－3100） 
商工労働部長室（   〃 301－3500） 
農林水産部長室（   〃 301－3800） 
土木部長室（   〃   301－4300） 
県民センター総室理事室 （ 〃 301－2209） 
各県民センター長室 県北 0294－80－3322 

 鹿行 0291－33－4110 
   県南 029－822－7010 

 県西 0296－24－9061 
東京事務所長室（03－5212－9088 ） 
会計管理者室（ダイヤルイン 301－4800） 
企業局長室（ 〃 301－4900） 
教育次長室（ 〃 301－5102） 
県警察警備本部 （内線 警電 5751，5752） 
（県警察本部９階警備課） 

（略） 

 

 

(5) 本部の設置 

１）（略） 

２）災害対策本部室及び災害対策室の設営配置 

＜本部室の配置区分＞ 

 本部を設置した場合は，直ちに本部室及び各部に対策

室を設け，原則として次表の区分により配置につくもの

とする。 

 また，前記以外の本部職員は，それぞれ所属する課，

所，室において配置につくものとする。 

室の区分 参 集 者 設  置  場  所 

本 部 室 

本部長 
副本部長 
本部付 
本部員 
本部事務局長 
本部事務局員 
防災関係機関
連絡員 

防災センター 

各部対策

室 

部長 
部付 
班長 
部長の指示す
る班員 

総務部長室（ダイヤルイン 301－2200） 
企画部長室（   〃   301－2500） 
生活環境部長室（   〃   301－2800） 
保健福祉部長室（   〃   301－3100） 
商工労働観光部長室（   〃 301－3500） 
農林水産部長室（   〃 301－3800） 
土木部長室（   〃   301－4300） 
 
 
 
 
 
東京事務所長室（03－5212－9088 ） 
会計管理者室（ダイヤルイン 301－4800） 
企業局長室（ 〃 301－4900） 
教育庁総務企画部長室（ 〃 301－5102） 
県警察警備本部 （内線 警電 5751，5752） 
（県警察本部９階警備課） 

（略） 
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災害対策本部室                 県庁舎 6階 
（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
災害対策本部室                 県庁舎 6階 
 
（災害対策本部設置の場合） 
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（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策本部室                 県庁舎 6階 
 
（災害警戒本部設置の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.143 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



地域防災計画（地震災害対策計画編） 新旧対照表 

- 59 - 

茨城県災害対策室配置概要図 

★ ● ★ ★ ● ★

情報班

▼ ▼

▼ ▼ ◆ ■ ◆ ◆ ◆ ■

★ ● ★ ★ ● ★

▼ ▼ ▼ ▼ ■

▼ ▼ ◆ ■ ▼ ▼ ■

★ ★

★ ● ★ ★ ● ★

▼ △ △ ■ ▼ ◇ ◇ ■ ■

▼

★

★ ● ★ ●

■

★

▼ ◆ ■

★ ● ★ ★ ● ★

▼ ■ ▼ ■

★ ● ★ ★ ● ★

▼ ■ ▼ ■ ■

対策班（避難対策）

出入口 出入口

（南側廊下）

防災関係機関

情報班

会議スペース

　ＦＡＸ

☆OFC

総括班

陳情班 広報班

・プリンター

原子力

・ＮＴＴＦＡＸ

・オフサイト向け 対策班

出入口出入口

・複写機

・中防ＦＡＸ

・消防庁ＦＡＸ

・ＮＴＴＦＡＸ

・防災行政無線

　ＦＡＸ

プリンター原子力対策班

（北側廊下）

環
境
監
視
デ

ー
タ
表
示
装
置

機動班

事務局付

事務局付

事務局次長

事務局長

事務局付

事務局付

燃料調整班

物資調整班

対策班

電子黒板

大型

プロジェクタ

大型

プロジェクタ

 
（略） 
 

   ３）現地災害対策本部の設置 

  【県（生活環境部）】 

 災害が局地的であり，かつ，特定の地域に著しい被害が

生じたときは，茨城県災害対策本部条例第４条の規定に基

づき，より被災地に近い場所に現地災害対策本部を設置す

る。 

① 現地災害対策本部の組織 

 現地災害対策本部に現地災害対策本部長及び現地災害

茨城県災害対策室配置概要図 

出入口 出入口

　　

 

事務局付 ○  　 

事務局付 ○

事務局付 ○ 　会議スペース

○

○

事務局付 ○

事務局付 ○ 原子力FAX

事務局付 ○

 出入口 出入口

環

境

放

射

線
監

視

デ
ー

タ

表
示

装

置

（北側廊下）

防災FAX

対策班（避難対策）

対　策　班　事務局次長

総　括　班

情 報 班 ①

燃料調整班

消防応援活動調整本部

情 報 班 ②

原子力対策班

防災関係機関

航空運用調整班

物資調整班

広　報　班 視察・要望班

（南側廊下）

大

型
プ
ロ

ジ
ェ

ク

タ

シ

ス

テ

ム

電

子

黒

板

事務局長

（県庁舎６階）

【設備面積】 ３１８㎡

【電話機】 内線 ３２台 ＮＴＴ ２２台 防災１３台 原子力１６台 警察 ２台

【ＦＡＸ】 ＮＴＴ５台 防災１台 原子力３台

【端末機器】 ５０台

【会議卓】 ６５卓

【椅子】 １２５脚

 

３）現地災害対策本部の設置 

【県（生活環境部）】 

 災害が局地的であり，かつ，特定の地域に著しい被害が 

生じたときは，茨城県災害対策本部条例第４条の規定に基 

づき，より被災地に近い場所に現地災害対策本部を設置す 

る。 

① 現地災害対策本部の組織 

 現地災害対策本部に現地災害対策本部長及び現地災害 

 

p.144 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.145 

 

 

 

 

 

 

 



地域防災計画（地震災害対策計画編） 新旧対照表 

- 60 - 

対策本部員その他の職員を置き，災害対策副本部長，災

害対策本部員その他の職員のうちから災害対策本部長が

指名する者をもって充てる。 

② 現地災害対策本部の設置基準 

ア 災害が局地的なもので，災害対策本部から遠隔地の

場合 

イ 被害が広域にわたる場合であっても，特定の地域に

著しい被害が生じた場合 

③ 現地災害対策本部の分掌事務 

ア 現地の被害状況，復旧状況等の情報収集及び分析に

関すること 

イ 現地における災害応急対策の指揮・指令に関するこ

と 

 

 

 

(6)（略） 

(7) 本部の運営 

【県（生活環境部）】 

１）略 

２）本部会議 

① 組織及び協議事項 

  本部会議は，本部長，副本部長，本部員をもって組織し， 

概ね次ぎに掲げる災害予防，災害応急対策その他の防災に関

する重要な事項について協議する。 

 （略） 

対策本部員その他の職員を置き，災害対策副本部長，災 

害対策本部員その他の職員のうちから災害対策本部長が 

指名する者をもって充てる。 

② 現地災害対策本部の設置基準 

ア 災害が局地的なもので，災害対策本部から遠隔地の 

場合 

イ 被害が広域にわたる場合であっても，特定の地域に著

しい被害が生じた場合 

③ 現地災害対策本部の分掌事務 

ア 現地の被害状況，復旧状況等の情報収集及び分析に 

関すること 

イ 現地における災害応急対策の指揮，指令及び実施に関

すること 

  ④ 現地災害対策本部への派遣 

    組織体制・人員配置については，災害の規模等に応じ

別に定める基準によることとする。 

(6)（略） 

(7) 本部の運営 

【県（生活環境部）】 

１）略 

２）本部会議 

① 組織及び協議事項 

  本部会議は，本部長，副本部長，本部員をもって組織し， 

おおむね次に掲げる災害予防，災害応急対策その他の防災に関 

する重要な事項について協議する。 

  （略） 
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通知及び公表先 方   法 担   当 備   考 

消防庁宿直室 （略） （略） （略） 
消 防 庁 

応 急 対 策 室 

（略） （略） （略） 

各
県
民
セ
ン
タ
ー 

県北県民

センター 

（略） （略） （略） 

鹿行県民

センター 

（略） （略） （略） 

県南県民

センター 

（略） （略） （略） 

県西県民

センター 

（略） （略） （略） 

報 道 機 関 

(県庁記者クラブ) 
（略） （略） （略） 

県 民 （略） （略） （略） 
災害及び対策の

状況に応じ必要

と認める機関 

 （略） （略） 

（略） 

３ 国の現地対策本部との連携 

【県（各部局），市町村】 

県及び市町村は，国の非常（緊急）災害現地対策本部との

連携を図り，総合的な災害応急対策を効果的に実施する。 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

通知及び公表先 方   法 担   当 備   考 

消防庁宿直室 （略） （略） （略） 
消 防 庁 

応 急 対 策 室 
（略） （略） （略） 

報 道 機 関 

(県庁記者クラブ) 
（略） （略） （略） 

県 民 （略） （略） （略） 
災害及び対策の

状況に応じ必要

と認める機関 

 （略） （略） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

３ 国の現地対策本部との連携 

【県（各部局），市町村】 

県及び市町村は，国の非常（緊急）災害現地対策本部と

の合同会議等を通じて，情報の共有と状況認識の統一を図

るとともに，救助・救急，医療及び消火活動等の関係機関

と密接に連携し，災害応急対策の実施を推進するものとす

る。 

４ 合同調整所の設置 

 【県警察本部，消防本部，国（海上保安庁，自衛隊）】 

災害現場で活動する警察・消防・海上保安庁・自衛隊の部

隊は，必要に応じて，合同調整所を設置し，活動エリア・内

容・手順，情報通信手段等について，部隊間の情報共有及び

活動調整，必要に応じた部隊間の相互協力を行う。また，災

害現場で活動する災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等とも密

接に情報共有を図りつつ，連携して活動するものとする。 
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４ 資料，関連項目 

（略） 

第２節 災害情報の収集・伝達 

第１ 通信手段の確保 

■基本事項 

１～２（略） 

 ３ 活動項目リスト 

 (1) 専用通信設備の運用 

(2) 代替通信機能の確保 

１）ＮＴＴの非常・緊急通話の利用 

２）非常通信の実施 

３）他機関の通信設備の利用 

４）ＮＴＴの孤立防止対策用衛星電話の利用 

５）放送機能の利用 

６）防災相互通信用無線電話の利用 

７）使送による通信連絡の確保 

８）自衛隊の通信支援 

■対策 

１（略） 

２ 代替通信機能の確保 

【県（生活環境部），市町村，防災関係機関】 

  応急対策実施上必要な情報通信が著しく困難であり，対策

に支障が生じる場合は次のような代替手段を用いるものとす

る。 

(1) ＮＴＴの非常・緊急通話の利用 

大規模な災害時においては加入電話がかかりにくい場合

で応急対策等のため必要があるときは，電気通信事業法第

８条の規定による非常・緊急通話又は電報を利用する。 

１）非常・緊急通話用電話の指定 

防災関係機関は，既設の電話番号を「災害時優先電話」

として，ＮＴＴ東日本茨城支店長に申請し，承認を受け

登録しておくものとする。（事前対策） 

２）非常・緊急通話の利用 

① 一般の加入電話が大変かかりにくい場合でも「災害時

優先電話」からの電話は比較的かかりやすいが，それで

５ 資料，関連項目 

（略） 

第２節 災害情報の収集・伝達 

第１ 通信手段の確保 

■基本事項 

１～２（略） 

３ 活動項目リスト 

(1) 専用通信設備の運用 

(2) 代替通信機能の確保 

１）ＮＴＴの非常・緊急通話の利用 

２）非常通信の実施 

３）他機関の通信設備の利用 

 

４）放送機能の利用 

５）防災相互通信用無線電話の利用 

６）使送による通信連絡の確保 

７）自衛隊の通信支援 

■対策 

１（略） 

２ 代替通信機能の確保 

【県（生活環境部），市町村，防災関係機関】 

  応急対策実施上必要な情報通信が著しく困難であり，対策

に支障が生じる場合は次のような代替手段を用いるものとす

る。 

(1) ＮＴＴの非常・緊急通話の利用 

大規模な災害時においては加入電話がかかりにくい場合

で応急対策等のため必要があるときは，電気通信事業法第

８条の規定による非常・緊急通話又は電報を利用する。 

１）非常・緊急通話用電話の指定 

防災関係機関は，既設の電話番号を「災害時優先電話」

として，ＮＴＴ東日本茨城支店長に申請し，承認を受け

登録しておくものとする。（事前対策） 

２）非常・緊急通話の利用 

一般の加入電話が大変かかりにくい場合でも「災害時

優先電話」からの電話は比較的かかりやすいが，相手等
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p.150 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



地域防災計画（地震災害対策計画編） 新旧対照表 

- 63 - 

も困難な場合は次によるものとする。 

② あらかじめ登録した「災害時優先電話」から市外局番

なしの「１０２番」にダイヤルし，次の事項をオペレー

タに告げ通話を申込むこととする。 

・非常扱い通話又は緊急扱い通話の申込みであること。 

・「災害時優先電話」に登録された電話番号と機関名称等。 

・相手の電話番号及び通話の内容等 

なお，本通話は，非常・緊急の順に一般の通話に優先

して接続されることになっているが，輻輳の程度に応じ

て通話時間が制限されるほか，緊急通話は受付られない

場合もある。また，相手等の通信設備の被害状況によっ

て利用が困難な場合もある。 

③ 非常・緊急通話の内容及び利用し得る機関の範囲は，

資料６－５「非常・緊急通話の内容等」のとおりである。 

３）非常・緊急電報の利用 

① 非常・緊急電報を利用する場合は，市外局番なしの「１

１５番」にダイヤルし，次の事項をオペレータに告げ申

込むこととする。 

（※２２時以降－翌朝８時までは，0120-000115 で受付） 

・ 非常扱い電報又は緊急扱い電報の申込みであること。 

・ 発信電話番号と機関名称等。 

・ 電報の宛先住所と機関名称等 

・ 通信文と発信人名 

なお，電報が著しく輻輳するときは，受付けを制限する

場合がある。 

  ② 非常・緊急電報の内容及び利用し得る機関の範囲は，

資料６－６「非常・緊急電報の内容等」のとおりである。 

(2)～(3)（略） 

(4) ＮＴＴ孤立防止対策用衛星電話の利用 

 災害時においては，交通手段，通信手段の途絶により，特

に郡部において孤立地区の発生が予想される。このため東日

本電信電話株式会社においては，孤立防止対策用衛星電話（Ｋ

Ｕ―１ch）を駐在所，公民館等３ヶ所に常置し，孤立防止を

図っているので，一般加入電話等の途絶に際してはこの衛星

電話を活用し災害情報の報告等，通信の確保に努めるものと

の通信設備の被害状況によっては利用が困難な場合もあ

る。 

  なお，災害時優先電話は発信のみ優先扱いとなり，着

信については，一般電話と同じであるので，緊急時には

発信用として使用することが望ましい。 

(削除) 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）非常・緊急電報の利用 

① 非常・緊急電報を利用する場合は，市外局番なしの「１

１５番」にダイヤルし，次の事項をオペレータに告げ申

込むこととする。 

（※２２時以降－翌朝８時までは，0120-000115 で受付） 

・ 非常扱い電報又は緊急扱い電報の申込みであること。 

・ 発信電話番号と機関名称等。 

・ 電報の宛先住所と機関名称等 

・ 通信文と発信人名 

なお，電報が著しく輻輳するときは，受付けを制限する

場合がある。 

  ② 非常・緊急電報の内容及び利用し得る機関の範囲は，

資料６－５「非常・緊急電報の内容等」のとおりである。 

(2)～(3)（略） 

（削除） 
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する。 

１）設置場所 

 資料６－８「孤立防止対策用衛星電話設置場所」に示す

とおり，県内３ヶ所に設置されている。 

２）使用方法 

 資料６－９「孤立防止対策用衛星電話の設置目的・使用

方法」参照のこと。 

 （略） 

(5)～(8)（略） 

３ （略） 

４ 資料，関連項目 

 (1) 資 料 

   資料６－３「非常無線通信を取扱う無線局を有する主

な機関」 

 資料６－４「非常・緊急通話受付用指定電話番号」 

 資料６－５「非常・緊急通話の内容等」 

 資料６－６「非常・緊急用電報の内容等」 

 資料６－７「警察通信設備の使用手続き」 

 資料６－８「孤立防止対策用衛星電話設置場所」 

 資料６－９「孤立防止対策用衛星電話の設置目的・使用方

法」 

 資料６－10「防災相互通信用無線局一覧表」 

(2) （略） 

第２ 災害情報の収集・伝達・報告 

■基本事項 

１ 趣旨（略） 

２ 留意点 

(1)～(3)（略） 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)～(7)（略） 

３ （略） 

４ 資料，関連項目 

 (1) 資 料 

 資料６－３「非常無線通信を取扱う無線局を有する主な機

関」 

 資料６－４「非常・緊急通話受付用指定電話番号」 

 （削除） 

 資料６－５「非常・緊急用電報の内容等」 

 資料６－６「警察通信設備の使用手続」 

 （削除） 

 （削除） 

 

 資料６－７「防災相互通信用無線局一覧表」 

(2) （略） 

第２ 災害情報の収集・伝達・報告 

■基本事項 

１ 趣旨（略） 

２ 留意点 

(1)～(3) 

(4)人的被害数の把握 

  人的被害の数（死者・行方不明者数をいう。）については，

県が一元的に集約，調整を行うものとする。その際，県は，

関係機関が把握している人的被害の数について積極的に収

集し，一方，関係機関は県に連絡するものとする。当該情報

が得られた際は，県は，関係機関との連携のもと，整理・突

合・精査を行い，直ちに消防庁へ報告し，公表するものとす
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（略） 

３ 活動項目リスト 

(1) 地震情報の収集・伝達 

（略） 

 

る。 

なお，行方不明者数については，消防庁通知に基づき取

扱う。 

消防庁通知「災害報告取扱要領における人的被害の把握

に係る運用」（平成 24 年 3 月 9 日付け消防応第 49 号）

抜粋 

(1) 行方不明者の取扱いについて 

当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いが

あるもので、死体が見つからない場合において、以下に

掲げるものについては、行方不明者として計上する。 

なお、当該災害による避難等で、単に所在が不明となっ

た者については、行方不明者として計上しないこととす

る。 

ア 当該災害が原因で所在不明となり、戸籍法第８６条の

規定に基づき関係者により死亡届が提出されたもの 

イ 当該災害が原因で所在不明となり、戸籍法第８９条の

規定に基づき官庁又は公署から市町村長等に報告があ

ったもの（いわゆる認定死亡） 

ウ 当該災害が原因で所在不明となり、民法第３０条の規

定に基づき家庭裁判所において失踪宣告がされたもの 

エ 当該災害が原因で所在不明となり、弔慰金法第４条に

基づき死亡したと推定されるもの 

オ 当該災害が原因で所在不明となり、警察機関におい

て、当該災害が原因で行方不明となった旨の相談や届

出を受理しているもの 

カ 当該災害が原因で所在不明となり、前項によるものの

他、住民からの情報提供等により、市町村等において

行方不明者として知り得たもののうち、死亡の疑いが

あるもの 

 

（略） 

３ 活動項目リスト 

(1) 地震情報の収集・伝達 

（略） 
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(2) 被害概況の把握 

（略） 

(3) 被害情報・措置情報の収集・伝達 

１）被害情報・措置情報の種類 

２）情報収集伝達の様式 

３）情報伝達の流れ 

４）各機関の情報収集・伝達活動 

５）被害種類別の情報収集・伝達方法 

６）被害の判定基準 

(4) 国への報告 

（略） 

■対策 

１ 地震情報の収集・伝達 

【県（生活環境部），市町村，防災関係機関】 

 気象庁から発せられた津波警報・注意報，地震・津波情報

を県，市町村，防災関係機関は収集・伝達し，最終的に住民

に伝える。 

(1)（略） 

(2)地震情報の伝達 

１）水戸地方気象台からの伝達系統 

 

 

(2) 被害概況の把握 

（略） 

(3) 被害情報・措置情報の収集・伝達 

１）被害情報・措置情報の種類 

２）情報収集伝達の方法 

３）情報伝達の流れ 

４）各機関の情報収集・伝達活動 

５）被害種類別の情報収集・伝達方法 

６）被害の判定基準 

(4) 国への報告 

（略） 

■対策 

１ 地震情報の収集・伝達 

【県（生活環境部），市町村，防災関係機関】 

 県，市町村，防災関係機関は，気象庁から発せられた津波

警報・注意報，地震・津波情報を収集・伝達し，最終的に住

民に伝える。 

(1)（略） 

(2)地震情報の伝達 

１）水戸地方気象台からの伝達系統 
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（略） 

 ２ 被害概況の把握 

 【県（生活環境部），市町村，防災関係機関】 

(1) 震度情報ネットワークシステムの活用 

県内の県が設置した震度計(79 箇所)及び気象庁設置(5

箇所)の震度情報を県でオンラインで収集し，県内の震度分

布を把握する。 

 

 (2) 各機関の報告に基づく概況把握 

    県災害対策本部は，地震発生後直ちに市町村ならびに防

災関係機関に対して，被害概況の報告を求め，その報告を

総括し県全体の被害概況を把握する。 

（略） 

３ 被害情報・措置情報の収集・伝達 

(1) 被害情報・措置情報の種類 

１）被害情報 

 死者，行方不明者，負傷者，要救助者，建物損壊，火災，

道路・鉄道・港湾被害，公共施設被害等に関すること。 

① 被害発生時刻 

② 被害地域（場所） 

③ 被害様相（程度） 

④ 被害の原因 

２）措置情報 

① 災害対策本部の設置状況 

② 主な応急措置（実施，実施予定） 

③ 応急措置実施上の措置 

④ 応援の必要性の有無 

⑤ 災害救助法適用の必要性 

(2)情報取集伝達の方法 

 被害情報，措置情報の収集伝達は，原則として防災情報シ

ステムを利用して，「茨城県被害情報等報告要領」により行

う。 

なお，報告すべき内容の主なものは，次のとおりである。 

１）被害状況  

２）人的被害状況  

（略） 

２ 被害概況の把握 

 【県（生活環境部），市町村，防災関係機関】 

(1) 震度情報ネットワークシステムの活用 

県内の県が設置した震度計(79 箇所)，気象庁設置(5箇所)

及び牛久市設置（1箇所：平成 27年度）の震度情報を県でオ

ンラインで収集し，県内の震度分布を把握する。 

（略） 

(2) 各機関の報告に基づく概況把握 

    県災害対策本部は，地震発生後直ちに市町村並びに防災

関係機関に対して，被害概況の報告を求め，その報告を総

括し県全体の被害概況を把握する。 

    （略） 

３ 被害情報・措置情報の収集・伝達 

(1)被害情報・措置情報の種類 

１）被害情報 

 死者，行方不明者，負傷者，要救助者，建物損壊，火災，

道路・鉄道・港湾被害，公共施設被害等に関すること。 

① 被害発生時刻 

② 被害地域（場所） 

③ 被害様相（程度） 

④ 被害の原因 

２）措置情報 

① 災害対策本部の設置状況 

② 主な応急措置（実施，実施予定） 

③ 応急措置実施上の措置 

④ 応援の必要性の有無 

⑤ 救助法適用の必要性 

(2)情報取集伝達の方法 

  被害情報，措置情報の収集伝達は，原則として災害情報共

有システムを利用して行う。 

 

なお，報告すべき内容の主なものは，次のとおりである。 

１）被害状況  

２）人的被害状況  
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３）災害対策本部設置状況  

  ４）避難所状況 

  ５）避難勧告・指示・準備発令状況 

   

６）道路規制情報 

(3) 情報伝達の流れ 

災害情報は，把握した防災関係機関から防災情報システ

ムを利用して収集し，県災害対策本部において集約する。 

 

 

なお，県災害対策本部未設置段階では，生活環境部防

災・危機管理課が同システムにより情報を収集する。 

(4) 各機関の情報収集・伝達活動 

１）市町村の活動 

① 市町村は自地域内に次に掲げる事項のいずれかに該

当する事態が発生した場合は，直ちに被害の状況及び応

急対策の実施状況に関する情報を収集し，「茨城県被害

情報等報告要領」に基づき，県の災害対策本部，その他

必要とする機関に対して防災情報システム等を利用し

て報告する。ただし，緊急を要する場合は電話等により

行い，事後速やかに報告するものとする。 

   また，被害の把握ができない状況にあっても，迅速に

当該情報の報告に努めるものとする。 

   なお，確定した被害及びこれに対してとられた措置の

概要については，被害状況報告を用い災害応急対策完了

後 10日以内に行うものとする。 

   ア 市町村災害対策本部が設置されたとき 

イ 災害救助法の適用基準に該当する程度の災害が発生

したとき 

ウ 災害による被害が当初は軽微であっても，以後拡大発

展するおそれがあるとき 

エ 地震が発生し，震度４以上を記録したとき 

オ 災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて

報告する必要があると認められるとき 

併せて，「火災・災害等即報要領」に基づく直接即報基準 

３）災害対策本部設置状況  

  ４）避難所状況 

  ５）避難勧告，避難指示（緊急），避難準備・高齢者等

避難開始発令状況 

  ６）道路規制情報 

(3) 情報伝達の流れ 

災害情報は，把握した防災関係機関から災害情報共有シ

ステムを利用して収集し，県災害対策本部において集約す

る。なお，同本部事務局では，班長会議を定期的に開催す

るなどして情報共有を行う。 

また，県災害対策本部未設置段階では，生活環境部防

災・危機管理課が同システムにより情報を収集する。 

(4) 各機関の情報収集・伝達活動 

１）市町村の活動 

① 市町村は自地域内に次に掲げる事項のいずれかに該 

当する事態が発生した場合は，直ちに被害の状況及び応 

急対策の実施状況に関する情報を収集し，県の災害対策 

本部その他必要とする機関に対して災害情報共有システ

ム等を利用して報告する。ただし，緊急を要する場合は

電話等により行い，事後速やかに報告するものとする。 

  

 また，被害の把握ができない状況にあっても，迅速に当

該情報の報告に努めるものとする。 

   なお，確定した被害及びこれに対してとられた措置の

概要については，被害状況報告を用い災害応急対策完了

後 10日以内に行うものとする。 

ア 市町村災害対策本部が設置されたとき 

イ 救助法の適用基準に該当する程度の災害が発生した

とき 

ウ 災害による被害が当初は軽微であっても，以後拡大

発展するおそれがあるとき 

エ 地震が発生し，震度４以上を記録したとき 

オ 災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて 

報告する必要があると認められるとき 

併せて，「火災・災害等即報要領」に基づく直接即報基準 
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該当事案については，消防庁に対しても，原則として覚知

後 30分以内で可能な限り早く報告するものとする。 

 

（略） 

 ２）県の活動 

① 県災害対策本部は，市町村からの報告をとりまとめ，防

災情報システム等を利用して関係機関との情報の共用化を

図るとともに，情報の保管を行う。また，状況に応じて，

現場写真，航空写真等を撮影して被害状況の収集にあたる。 

    

被害に関する報告のない市町村に対しては確認を行うも

のとし，被害が甚大であるために情報収集伝達が困難な市

町村に対してはその活動を支援するため，要員を派遣する

等の措置をとる。 

   なお，収集した情報については，指定行政機関等に伝達

するものとする。 

② 県各部局は，関係機関，出先機関等の組織を通じて所掌

する事務に係わる被害及び措置情報を収集し，防災情報シ

ステム等を利用して県災害対策本部に報告するとともに，

同システム等を利用して関係機関との情報の共用化を図

る。 

 

 (5) 被害種類別の情報収集・伝達方法 

   発生する被害の種類によって関係する機関，伝達経路が

異なるため，以下の要領で情報の収集・伝達を実施する。 

 １）～３）（略） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

該当事案については，消防庁に対しても，原則として覚知

後30分以内で可能な限り分かる範囲内でその第一報を報告

するものとする。 

（略） 

 ２）県の活動 

① 県災害対策本部は，市町村からの報告をとりまとめ，災

害情報共有システム等を利用して関係機関との情報の共用

化を図るとともに，情報の保管を行う。また，状況に応じ

て，現場写真，航空写真等を撮影して被害状況の収集にあ

たる。 

   被害に関する報告のない市町村に対しては確認を行うも

のとし，被害が甚大であるために情報収集伝達が困難な市

町村に対してはその活動を支援するため，要員を派遣する

等の措置をとる。 

   なお，収集した情報については，指定行政機関等に伝達

するものとする。 

② 県各部局は，関係機関，出先機関等の組織を通じて所掌

する事務に係わる被害及び措置情報を収集し，災害情報共

有システム等を利用して県災害対策本部に報告するととも

に，同システム等を利用して関係機関との情報の共用化を

図る。 

（略） 

(5) 被害種類別の情報収集・伝達方法 

   発生する被害の種類によって関係する機関，伝達経路が

異なるため，以下の要領で情報の収集・伝達を実施する。 

 １）～３）（略） 
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４）情報収集・伝達系統４（ライフライン被害） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）情報収集・伝達系統４（ライフライン被害） 
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５）情報収集・伝達系統５（河川，海岸，港湾，漁港，ダ

ム，公園） 

 
   

６）情報収集・伝達系統６（農産物，農地，農業基盤，林産

物，林地，林業基盤，山地，漁業被害（漁港等水産施設

を除く）） 

 

 （略） 

 

 

 
５）情報収集・伝達系統５（河川，海岸，港湾，ダム，公園） 

 

  
６）情報収集・伝達系統６（農産物，農地，農業基盤，林産

物，林地，林業基盤，山地，漁業被害） 

 
（略） 
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４ 国への報告 

 (1) 消防庁への報告 

【県（生活環境部）】 

１）県は，次に掲げる事項のいずれかに該当する事態が発

生した場合は，直ちに被害の状況及び応急対策の推移に

応じその都度概要を報告するものとする。 

① 県及び市町村災害対策本部が設置されたとき 

② 災害救助法の適用基準に該当する程度の災害が発生

したとき 

③ 災害が当初は軽微であっても，以後拡大発展するお

それがあるもの又は２都道府県以上にまたがるもの

で，本県における被害は軽微であっても，全国的に見

た場合に同一災害で大きな被害が生じているとき 

④ 地震が発生し，本県の区域内で震度４以上を記録し

たとき 

２）（略） 

 通常時通常時（消防庁応急対策室） 

  ＮＴＴ回線 電話番号：03－5253－7527 

         ＦＡＸ番号：03－5253－7537 

  消防防災無線 電話番号：90－49013 

                ＦＡＸ番号：90－49033 

  地域衛星通信ネットワーク 

                 電話番号：TN-048-500-90-49013 

                 ＦＡＸ番号： TN -048-500-90-49033 

  夜間・休日時（消防庁宿直室） 

  ＮＴＴ回線 電話番号：03－5253－7777 

         ＦＡＸ番号：03－5253－7553 

  消防防災無線 電話番号：90－49102 

                ＦＡＸ番号：90－49036 

  地域衛星通信ネットワーク 

                電話番号： TN -048-500-90-49102 

                ＦＡＸ番号： TN -048-500-90-49036 

 (2)～(3)（略） 

 ５ 資料，関連項目 

 (1)資料 

４ 国への報告 

 (1) 消防庁への報告 

【県（生活環境部）】 

１）県は，次に掲げる事項のいずれかに該当する事態が発

生した場合は，直ちに被害の状況及び応急対策の推移に

応じその都度概要を報告するものとする。 

① 県及び市町村災害対策本部が設置されたとき 

② 救助法の適用基準に該当する程度の災害が発生した

とき 

③ 災害が当初は軽微であっても，以後拡大発展するお

それがあるもの又は２都道府県以上にまたがるもの

で，本県における被害は軽微であっても，全国的に見

た場合に同一災害で大きな被害が生じているとき 

④ 地震が発生し，本県の区域内で震度４以上を記録し

たとき 

２）（略） 

 通常時通常時（消防庁応急対策室） 

  ＮＴＴ回線 電話番号：03－5253－7527 

         ＦＡＸ番号：03－5253－7537 

  消防防災無線 電話番号：14290－49013 

                ＦＡＸ番号：14290－49033 

  地域衛星通信ネットワーク 

                 電話番号：9-048-500-90-49013 

                 ＦＡＸ番号：9-048-500-90-49033 

  夜間・休日時（消防庁宿直室） 

  ＮＴＴ回線 電話番号：03－5253－7777 

         ＦＡＸ番号：03－5253－7553 

    消防防災無線 電話番号：14290－49102 

                ＦＡＸ番号：14290－49036 

     地域衛星通信ネットワーク 

                電話番号：9-048-500-90-49102 

                ＦＡＸ番号：9-048-500-90-49036 

 (2)～(3)（略） 

 ５ 資料，関連項目 

 (1)資料 
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   資料１－２「防災関係機関窓口」 

   資料 25－２「被害状況等報告要領（茨城県）」 

（略） 

 (2) 関連項目 

「第２章 第２節 地震に強いまちづくり」第５ 津波対策 

「第３章 第２節 災害情報の収集・伝達」第３ 災害情報

の広報 

第３ 災害情報の広報 

■基本事項（略） 

■対策 

１ 広報活動 

【県（知事直轄），市町村，報道機関，防災関係機関】 

(1)広報内容 

 １）被災地住民に対する広報内容 

県，市町村，防災関係機関は，被災地の住民の行動

に必要な以下の情報を優先的に広報する。また，聴覚

障害者に対する広報は，正確でわかりやすい文書や字

幕付き放送，文字放送等によるものとする。 

 ① （略） 

②  避難勧告・指示の出されている地域，勧告・指示の

内容 

③～○16（略） 

２）被災地外の住民に対する広報内容 

   県，市町村，防災関係機関は，被災地外の住民に対し

て，被災地での応急対策が円滑に行われるようにするた

めの協力の呼びかけを中心に広報を行う。この際，聴覚

障害者に対する広報は，正確でわかりやすい文書や字幕

付き放送等によるものとする。また，必要に応じて，被

災地住民向けの情報と同様の内容についても広報する。 

① 避難勧告・指示の出されている地域，勧告・指示の

内容 

② 流言・飛語の防止の呼びかけ 

③ 治安状況，犯罪防止の呼びかけ 

④ 被災地への見舞い電話自粛の呼びかけ 

（被災地外の知人，親戚への被災者の安否情報の伝言

   資料１－２「防災関係機関窓口」 

  （削除） 

（略） 

(2) 関連項目 

（削除） 

「第３章 第２節 災害情報の収集・伝達」第３ 災害情報

の広報 

第３ 災害情報の広報 

■基本事項（略） 

■対策 

１ 広報活動 

【県（知事直轄），市町村，報道機関，防災関係機関】 

(1)広報内容 

１）被災地住民に対する広報内容 

県，市町村，防災関係機関は，被災地の住民の行動

に必要な以下の情報を優先的に広報する。また，聴覚

障害者に対する広報は，正確でわかりやすい文書や字

幕付き放送，文字放送等によるものとする。 

① （略） 

②避難勧告等の出されている地域及び内容 

 

③～○16（略） 

 ２）被災地外の住民に対する広報内容 

   県，市町村，防災関係機関は，被災地外の住民に対し

て，被災地での応急対策が円滑に行われるようにするた

めの協力の呼びかけを中心に広報を行う。この際，聴覚

障害者に対する広報は，正確でわかりやすい文書や字幕

付き放送等によるものとする。また，必要に応じて，被

災地住民向けの情報と同様の内容についても広報する。 

① 避難勧告等の出されている地域及び内容 

 

② 流言・飛語の防止の呼びかけ 

③ 治安状況，犯罪防止の呼びかけ 

④ 被災地への見舞い電話自粛の呼びかけ 

（被災地外の知人，親戚への被災者の安否情報の伝言 
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の呼びかけ） 

 

⑤ ボランティア活動への参加の呼びかけ 

⑥ 全般的な被害状況 

⑦ 防災関係機関が実施している対策の状況 

 

(2)広報手段 

 
１）～３）（略） 
４）災害情報共有システム（Ｌアラート）の活用 

市町村は，避難勧告等を発令又は解除した場合及び避 
難所を開設又は閉鎖した場合，災害情報共有システム（ 
Ｌアラート）に迅速・確実に情報を送信するものとする。 
なお，庁舎の被災等，特段の事情により市町村が上記 

の情報送信を実施することができない場合は，当該市町 
村に代わり県が実施するものとする。 

 ２ 報道機関への対応 

の呼びかけ） 

⑤ 被災地への物資支援自粛の呼びかけ 

⑥ ボランティア活動への参加の呼びかけ 

⑦ 全般的な被害状況 

⑧ 防災関係機関が実施している対策の状況 

 

(2)広報手段    

 
１）～３）（略） 

４）Ｌアラートの活用 

市町村は，避難勧告等を発令又は解除した場合及び避

難所を開設又は閉鎖した場合，Ｌアラートに迅速・確実

に情報を送信するものとする。 

なお，庁舎の被災等，特段の事情により市町村が上記

の情報送信を実施することができない場合は，当該市町

村に代わり県が実施するものとする。 

２ 報道機関への対応 
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 (1) 報道活動への協力 

【県（各部局），市町村，防災関係機関】 

  報道機関の独自の記事，番組制作にあたっての資料提供依

頼については，県，市町村，防災関係機関は可能な範囲で提

供するものとする。 

(2) 報道機関への発表 

                                 

１）災害に関する情報の報道機関への発表は，応急活動状

況，災害情報及び被害状況等の報告に基づいて収集され

たもののうち，災害対策本部が必要と認める情報につい

て，あらかじめ定めた様式に基づき，速やかに実施する

ものとする。 

２）発表は，原則として本部長又は各部長が行うものとす

る。なお，発表を行う場合は，あらかじめ災害対策本部

広報班長に発表事項及び発表場所等について調整するも

のとし，発表後速やかにその内容について報告するもの

とする。 

３）指定公共機関及び指定地方公共機関が災害に関する情

報を報道機関に発表する場合は，原則として災害対策本

部広報班長と協議の上実施するものとする。ただし，緊

急を要する場合は，発表後速やかにその内容について報

告するものとする。 

 

４）災害対策本部広報班長は，報道機関に発表した情報を，

災害対策本部各班のうち必要と認められる班及び関係機

関に送付するものとする。 

  （略） 

  

第３節 応援 ・ 派遣 

第１ 自衛隊派遣要請の実施及び受入体制の確保 

■基本事項（略） 

 ■対策 

 １ 自衛隊に対する災害派遣要請 

（略） 

(3) 災害派遣要請の手続き 

 (1) 報道活動への協力 

【県（各部局），市町村，防災関係機関】 

  報道機関の独自の記事，番組制作にあたっての資料提供依

頼については，県，市町村，防災関係機関は可能な範囲で提

供するものとする。 

(2) 報道機関への発表 

【県，市町村，指定（地方）公共機関，事業者】 

１）災害に関する情報の報道機関への発表は，応急活動状 

況，災害情報及び被害状況等の報告に基づいて収集され 

たもののうち，災害対策本部が必要と認める情報につい 

て，あらかじめ定めた様式に基づき，速やかに実施する 

ものとする。 

２）発表は，原則として本部長又は各部長が行うものとす 

る。なお，発表を行う場合は，あらかじめ災害対策本部 

広報班長に発表事項及び発表場所等について調整するも 

のとし，発表後速やかにその内容について報告するもの 

とする。 

３）指定公共機関，指定地方公共機関，市町村及び県内に

事業所を有する事業者が，災害に関する情報を公表・広

報する場合は，原則としてその内容について，災害対策

本部と協議の上実施するものとする。ただし，緊急を要

する場合は，発表後速やかにその内容について報告する

ものとする。 

４）災害対策本部広報班長は，報道機関に発表した情報を， 

災害対策本部各班のうち必要と認められる班及び関係機 

関に送付するものとする。 

   （略） 

 

第３節 応援 ・ 受援 

第１ 自衛隊派遣要請の実施及び受入体制の確保 

■基本事項（略） 

 ■対策 

 １ 自衛隊に対する災害派遣要請 

（略） 

(3) 災害派遣要請の手続 
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２～３（略） 

 ４ 災害派遣部隊の撤収要請 

 

  （略） 

 ５ 経費の負担 

 

  自衛隊の災害派遣活動に要した経費のうち，依頼者が負担

する経費は概ね次のとおりである。 

（略） 

 第４節 被害軽減対策         

第１ 警備対策 

■基本事項（略） 

 ■対策 

 １（略） 

 ２ 警備実施 

 【県（警察本部）】 

（略） 

(2)救出救助活動等 

  大震災発生時等において，速やかに所要の部隊を編成し，

人命 を最優先とした被災者の救出救助活動及び行方不明者

の捜索活動を実施する。 

 

 

 

 (3) 避難誘導等 

   避難誘導等は，緊急性及び重要性を踏まえて次により実

施する。 

１）避難勧告・指示時の措置 

  市町村長が避難勧告又は避難指示を行ったときは，被災

地及びその周辺の災害危険箇所等の現状を把握した上で，

安全な避難経路を選定し，市町村及び消防の職員等と連携

及び協力の上，避難誘導，広報等を実施する。 

 

 

 

２～３（略） 

 ４ 災害派遣部隊の撤収要請 

 【県（生活環境部），市町村等】 

  （略） 

５ 経費の負担 

 【自衛隊，市町村等】 

  自衛隊の災害派遣活動に要した経費のうち，依頼者が負担

する経費はおおむね次のとおりである。 

（略） 

第４節 被害軽減対策         

第１ 警備対策 

■基本事項（略） 

 ■対策 

 １（略） 

 ２ 警備実施 

 【県（警察本部）】 

（略） 

 (2) 救出救助活動等 

     大震災発生時等において，速やかに所要の部隊を編成し， 

人命を最優先とした被災者の救出救助活動及び行方不明者 

の捜索活動を実施する。 

     また，災害の種別，規模等に応じて必要があると認めるとき

は，市町村と連携して被災地域に居住する住民の安否確認活動

を実施する。 

 (3) 避難誘導等 

    避難誘導等は，緊急性及び重要性を踏まえて次により実

施する。 

１）避難勧告，避難指示（緊急）時の措置 

   市町村長が避難勧告又は避難指示（緊急）を行ったとき

は，被災地及びその周辺の災害危険箇所等の現状を把握し

た上で，安全な避難経路を選定し，市町村及び消防の職員

等と連携及び協力の上，避難誘導，広報等を実施する。 

   また，避難のための立退きを行うことにより，かえって

危険を伴う場合は，屋内での避難その他の屋外における避

難のための安全確保に関する措置を考慮すること。 
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（略） 

 (6) 保安対策 

１）～２)（略） 

３）各種犯罪への対策 

所要の部隊の転用等による拡充を図り，被災地の混乱

に乗じた各種犯罪の予防，警戒，取締り等を実施する。 

 

  (7)（略） 

  (8) 被災者等への情報の発信 

１）～３）（略） 

（新設） 

   

 

 

 

（略） 

第２ 避難勧告・指示・誘導 

■基本事項 

１ 趣 旨 

  災害が発生し，又は発生するおそれがある場合において，

住民の生命又は身体を災害から保護し，その他災害の拡大

を防止するため，市町村長等は関係機関の協力を得て，住

民の避難に関する勧告・指示及び避難準備（要配慮者避難）

情報（一般住民に対して避難準備を呼びかけるとともに，

避難行動要支援者等，特に避難行動に時間を要する者に対

して，早めの段階で避難行動を開始することを求める情報

という。）等の提供を行い，また安全に誘導して未然に被害

をくい止めるものとする。 

２（略） 

３ 活動項目リスト 

(1) 避難勧告・指示・準備（要配慮者避難）情報 

 

１）避難が必要となる災害 

２）避難の勧告・指示・準備（要配慮者避難） 

 

  （略） 

 (6) 保安対策 

１）～２)（略） 

３）各種犯罪への対策 

大震災発生後速やかに，所要の部隊を編成し，被災地

の混乱に乗じた各種犯罪の予防，警戒，取締り等を実施

する。 

 (7)（略） 

 (8) 被災者等への情報の発信 

１）～３）（略） 

４）避難所訪問 

    避難所における被災者の避難実態，相談・要望の把握

等を行うため，女性警察官を中心とした部隊を編成し，

避難所訪問による被災者の心情に寄り添った支援活動を

推進する。 

   （略） 

第２ 避難勧告，避難指示（緊急），誘導 

■基本事項 

１ 趣 旨 

   災害が発生し，又は発生するおそれがある場合において，

住民の生命又は身体を災害から保護し，その他災害の拡大 

を防止するため，市町村長等は関係機関の協力を得て，住 

民の避難に関する「避難勧告」及び「避難指示（緊急）」のほ

か，一般住民に対して避難準備及び自主的な避難を呼びかける

とともに，避難行動要支援者等，特に避難行動に時間を要する

者に対して，早めの段階で避難行動を開始することを求める

「避難準備・高齢者等避難開始」の伝達を行い，また安全に

誘導して未然に被害をくい止めるものとする。 

 ２（略） 

 ３ 活動項目リスト 

 (1) 避難勧告，避難指示（緊急），避難準備・高齢者等避難開 

 始 

１）避難が必要となる災害 

２）避難勧告，避難指示（緊急），避難準備・高齢者等避難

開始 
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３）避難勧告・指示・準備（要配慮者避難）情報の内容 

 

４）避難措置の周知 

（略） 

■対策 

１ 避難勧告・指示・準備（要配慮者避難）情報 

(1) 避難が必要となる災害 

地震発生後，被害の拡大要因となる災害としては次のよ 

うなものがある。これらについては十分な警戒を行い，積

極的な情報収集に努め，適切な避難勧告・指示を行う。 

 

 また，必要に応じ，避難準備（要配慮者避難）情報を適 

切に出すように努める。 

（略） 

(2)避難の勧告・指示・準備（要配慮者避難）情報 

【市町村長及び水防管理者】 

市町村長及び水防管理者は，火災，崖崩れ，津波，洪水， 

高潮等の事態が発生し，又は発生するおそれがあり，住民

の生命，身体に危険を及ぼすと認めるときは，危険地域の

住民に対し，速やかに立ち退きの勧告又は指示を行うもの

とする。 

また，市町村長は，必要に応じ，立ち退きの勧告又は指 

示の前の段階で，住民に立ち退きの準備又は立ち退きに時 

間を要する者に対して立ち退きを適切に促すよう努める。 

なお，市町村は，避難勧告又は指示を行う際に，国又は 

県に必要な助言を求めることができる。 

【警察官及び海上保安官】 

 警察官及び海上保安官は，地震に伴う災害の発生により，

住民の生命，身体に危険を及ぼすおそれがある場合におい

て，市町村長が指示できないと認めるとき，又は市町村長

から要求があったとき，若しくは住民の生命，身体に危険

が切迫していると自ら認めるときは，直ちに当該地域住民

に対し立ち退きを指示するものとする。 

 （略） 

【県，指定行政機関の長，指定地方行政機関の長】 

３）避難勧告，避難指示（緊急），避難準備・高齢者等避難

開始の内容 

４）避難措置の周知  

  （略） 

■対策 

１ 避難勧告，避難指示（緊急），避難準備・高齢者等避難開始 

 (1) 避難が必要となる災害 

地震発生後，被害の拡大要因となる災害としては次のよ 

うなものがある。これらについては十分な警戒を行い，積 

極的な情報収集に努め，適切な避難勧告・避難指示（緊急）

を伝達する。 

また，必要に応じ，避難準備・高齢者等避難開始を適切

に出すように努める。 

（略） 

(2) 避難勧告，避難指示（緊急），避難準備高齢者等避難開始 

  【市町村長及び水防管理者】 

市町村長及び水防管理者は，火災，崖崩れ，津波，洪水， 

高潮等の事態が発生し，又は発生するおそれがあり，住民

の生命，身体に危険を及ぼすと認めるときは，危険地域の

住民に対し，速やかに立退きの勧告又は指示を行うものと

する。 

また，市町村長は，必要に応じ，立退きの勧告又は指示

の前の段階で，住民に立退きの準備又は立退きに時間を要

する者に対して立退きを適切に促すよう努める。 

なお，市町村は，避難勧告又は避難指示（緊急）を行う

際に，国又は県に必要な助言を求めることができる。 

【警察官及び海上保安官】 

 警察官及び海上保安官は，地震に伴う災害の発生により，

住民の生命，身体に危険を及ぼすおそれがある場合におい

て，市町村長が指示できないと認めるとき，又は市町村長

から要求があったとき，若しくは住民の生命，身体に危険

が切迫していると自ら認めるときは，直ちに当該地域住民

に対し立退きを指示するものとする。 

（略） 

 【県，指定行政機関の長，指定地方行政機関の長】 
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１）知事は，災害の発生により市町村がその全部又は大部

分の事務を行うことができなくなったときは，危険地域

の住民に対し，速やかに立ち退きの勧告又は指示を行う

ものとする。 

２）知事又はその委任を受けた職員は，地震に伴う津波の

襲来及び地すべりにより著しく危険が切迫していると認

められるときは，危険な区域の住民に対して立ち退きを

指示するものとする。 

 （略） 

 (3)避難勧告・指示・準備（要配慮者避難）情報の内容 

 

   避難の勧告又は指示及び避難準備（要配慮者避難）情報は，

次の内容を明示して実施するものとする。 

１）要避難（準備）対象地域 

２）避難先及び避難経路 

３）避難勧告又は指示及び避難準備の理由 

 

４）その他必要な事項 

 (4) 避難措置の周知 

  避難の勧告又は指示を実施した者及び避難準備（要配慮

者避難）情報を出した者は，当該地域の住民に対してその

内容を周知させるとともに，速やかに関係機関に対して連

絡する。 

１）住民への周知徹底 

   避難の勧告又は指示を実施した者及び避難準備（要配

慮者避難）情報を出した者は，速やかにその旨を住民に

対して周知する。また，避難の必要がなくなった場合も，

速やかに周知する。この場合，文書（点字版を含む）や

掲示板による周知を行うこととし，視聴覚障害者への周

知徹底を期するとともに，情報の混乱を防止する。 

 

①（略） 

② 災害情報共有システム（Ｌアラート）等を活用するな

ど，報道機関等の協力を得て，間接的に住民に広報す

る。 

１）知事は，災害の発生により市町村がその全部又は大部

分の事務を行うことができなくなったときは，危険地域

の住民に対し，速やかに立退きの勧告又は指示を行うも

のとする。 

２）知事又はその委任を受けた職員は，地震に伴う津波の

襲来及び地すべりにより著しく危険が切迫していると認

められるときは，危険な区域の住民に対して立退きを指

示するものとする。 

 （略） 

 (3) 避難勧告，避難指示（緊急），避難準備・高齢者等避難

開始の内容 

  避難の勧告又は指示及び避難準備・高齢者避難開始は，

次の内容を明示して実施するものとする。 

１）要避難（準備）対象地域 

２）避難先及び避難経路 

３）避難勧告又は避難指示（緊急）及び避難準備・高齢者

等避難開始の理由 

４）その他必要な事項 

(4)避難措置の周知 

  避難の勧告又は指示を実施した者及び避難準備・高齢者 

避難開始を出した者は，当該地域の住民に対してその内容 

を周知させるとともに，速やかに関係機関に対して連絡す 

る。 

１）住民への周知徹底 

   避難勧告又は避難指示（緊急）を実施した者及び避難

準備・高齢者避難情報を出した者は，速やかにその旨を

住民に対して周知する。また，避難の必要がなくなった

場合も，速やかに周知する。この場合，文書（点字版を

含む）や掲示板による周知を行うこととし，視聴覚障害

者への周知徹底を期するとともに，情報の混乱を防止す

る。 

①（略） 

② Ｌアラート等を活用するなど，報道機関等の協力を

得て，間接的に住民に広報する。 

  （略） 
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  （略） 

２）関係機関相互の連絡 

 避難の勧告又は指示，及び解除を行った者は，その旨を

関係機関に連絡し，現場での情報混乱を未然に防止する。 

（略） 

３ 避難の誘導 

(1) 避難誘導の方法 

【市町村職員，警察官，消防職員等】 

  市町村，警察，その他が行う避難誘導は，住民の安全の

ため次の事項に留意して速やかに行うものとする。 

  特に，要配慮者が避難できるよう，市町村はあらかじめ

定める避難誘導に係る計画や防災マップに沿った避難支援

を行うことが重要である。 

１）～５）（略） 

６）避難誘導は収容先での救援物資の配給等を考慮して，

できれば町内会等の単位で行うこと。 

（略） 

４ 広域避難（広域一時滞在） 

【国，県，市町村】 

  市町村は，市の区域外への広域避難が必要となるよう

な大規模広域災害時に，円滑な広域避難が可能となるよ

う，他の地方公共団体との広域一時滞在に係る応援協定

を締結するなど，発災時の具体的な避難・受入方法を含

めた手順等を定めるよう努めるものとする。 

  被災した市町村は，災害の規模，被災者の避難・収容

状況，避難の長期化等に鑑み，被災市町村の区域外への

広域的な避難及び応急仮設住宅等への収容が必要である

と判断した場合において，同一都道府県内の他の市町村

への受入れについては当該市町村に直接協議し，他の都

道府県の市町村への受入れについては都道府県に対し当

該他の都道府県との協議を求めるものとする。 

（略） 

第３ 緊急輸送 

■基本事項 

１ 趣旨（略） 

 

２）関係機関相互の連絡 

 避難勧告又は避難指示（緊急），及び解除を行った者は，

その旨を関係機関に連絡し，現場での情報混乱を未然に防止

する。 

  （略） 

３ 避難の誘導 

(1) 避難誘導の方法 

【市町村職員，警察官，消防職員等】 

  市町村，警察，その他が行う避難誘導は，住民の安全の

ため次の事項に留意して速やかに行うものとする。 

  市町村はあらかじめ定める避難誘導に係る計画や防災マ

ップに沿った避難支援を行うことが重要である。 

１）～５）（略） 

６）避難誘導は受入れ先での救援物資の配給等を考慮して，

できれば町内会等の単位で行うこと。 

（略） 

４ 広域避難（広域一時滞在） 

【国，県，市町村】 

  市町村は，区域外への広域避難が必要となるような大

規模広域災害時に，円滑な広域避難が可能となるよう，

他の地方公共団体との広域一時滞在に係る応援協定を締

結するなど，発災時の具体的な避難・受入れ方法を含め

た手順等を定めるよう努めるものとする。 

  被災した市町村は，災害の規模，被災者の避難・受入

れ状況，避難の長期化等に鑑み，被災市町村の区域外へ

の広域的な避難及び応急仮設住宅等への入居が必要であ

ると判断した場合において，同一都道府県内の他の市町

村への受入れについては当該市町村に直接協議し，他の

都道府県の市町村への受入れについては都道府県に対し

当該他の都道府県との協議を求めるものとする。 

 （略） 

第３ 緊急輸送 

 ■基本事項 

１ 趣旨（略） 
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２ 留意点 

(1) 迅速な道路被害状況等の収集 

道路管理者は，迅速に道路の応急復旧に着手することか

ら，地震発生後，関係機関と協力するとともに，交通情報

提供者，トライアル車等を効果的に活用し，迅速に道路及

び沿道の被害状況等を収集することが必要である。 

 

 

(2) 人員及び資機材等の確保のための関連業界等との協力体

制の強化 

道路管理者は，発災後の道路の障害物除去による道路啓

開，応急復旧等に必要な人員，資機材等の確保について，

建設業者等との協定の締結に努めるものとする。また，道

路啓開等を迅速に行うため，道路管理者相互の連携の下，

あらかじめ道路啓開等の計画を立案するものとする。 

(3)～(4)（略） 

(5) 隣接県警察及び関係機関との連携 

緊急交通路における交通規制等が迅速・的確に実施でき

るよう，隣接県警察，防災関係機関，道路管理者，市町村

等と平常時から連絡を密にし，有事における協力体制を確

立しておくことが必要である。 

 (6)（略） 

３ 活動項目リスト 

(1) 緊急輸送の実施 

１）総括的に優先されるもの 

２）災害発生後の各段階において優先されるもの 

(2) 緊急輸送のための道路の確保 

１）被害状況の把握 

２）道路啓開の実施 

３）放置車両等対策 

４）緊急通行車両の通行ルートの確保 

 

５）啓開資機材の確保 

(3) 輸送車両，船舶，ヘリコプターの確保 

１）車両，船舶，ヘリコプターの調達 

２ 留意点 

(1) 迅速な道路被害状況等の収集 

道路管理者（港湾管理者及び漁港管理者含む。以下「道

路管理者等」という。）は，迅速に道路の応急復旧に着手す

ることから，地震発生後，関係機関と協力するとともに，

交通情報提供者，トライアル車等を効果的に活用し，迅速

に道路及び沿道の被害状況等を収集することが必要であ

る。 

(2) 人員及び資機材等の確保のための関連業界等との協力体

制の強化 

道路管理者等は，発災後の道路の障害物除去による道路

啓開，応急復旧等に必要な人員，資機材等の確保について，

建設業者等との協定の締結に努めるものとする。また，道

路啓開等を迅速に行うため，相互の連携の下，あらかじめ

道路啓開等の計画を立案するものとする。 

(3)～(4)（略） 

(5) 隣接県警察及び関係機関との連携 

緊急交通路における交通規制等が迅速・的確に実施でき

るよう，隣接県警察，防災関係機関，道路管理者等，市町

村等と平常時から連絡を密にし，有事における協力体制を

確立しておくことが必要である。 

 (6)（略） 

３ 活動項目リスト 

(1) 緊急輸送の実施 

１）総括的に優先されるもの 

２）災害発生後の各段階において優先されるもの 

(2) 緊急輸送のための道路の確保 

１）被害状況の把握 

２）道路啓開の実施 

３）放置車両等対策 

４）緊急通行車両の通行ルートの確保 

５）緊急通行車両の確保 

６）啓開資機材の確保 

(3) 輸送車両，船舶，ヘリコプターの確保 

１）車両，船舶，ヘリコプターの調達 
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２）輸送車両等の配車 

３）緊急通行車両の確認 

(4) 緊急輸送状況の把握 

(5) 交通規制 

１）災害応急対策期 

２）復旧・復興期 

３）運転者のとるべき措置 

■対策 

 １（略） 

 ２ 緊急輸送のための道路の確保 

 (1) 被害状況の把握 

【県（土木部，警察本部），市町村，各道路管理者】 

 （略） 

 

(2) 道路啓開等の実施 

【県（土木部，警察本部）】 

 （略） 

(3) 放置車両対策 

 【県（土木部），市町村，各道路管理者】 

  （略） 

(4)（略） 

（新規） 

 

 

 

 

 

(5) 啓開資機材の確保 

【県（土木部），市町村，各道路管理者】 

 （略） 

３ 輸送車両，船舶，ヘリコプターの確保 

(1) 車両，船舶，ヘリコプターの調達及び輸送の要請等 

（略） 

【第三管区海上保安本部】 

 第三管区海上保安本部は，災害発生に伴い県が緊急に船

２）輸送車両等の配車 

３）緊急通行車両の確認 

(4) 緊急輸送状況の把握 

(5) 交通規制 

１）災害応急対策期 

２）復旧・復興期 

３）運転者のとるべき措置 

■対策 

 １（略） 

 ２ 緊急輸送のための道路の確保 

 (1) 被害状況の把握 

【県（土木部，農林水産部，警察本部），市町村，各道路管

理者】 

 （略） 

(2) 道路啓開等の実施 

【県（土木部，農林水産部，警察本部）】 

 （略） 

(3) 放置車両対策 

 【県（土木部，農林水産部），市町村，各道路管理者】 

  （略） 

  (4)（略） 

 (5) 緊急通行車両の通行の確保 

 【県（警察本部）】 

   県公安委員会は，緊急通行車両以外の車両の通行禁止等

を行うため必要があるときは，道路管理者等に対し，緊急

通行車両の通行を確保するための区間を指定，放置車両や

立ち往生車両等の移動等について要請するものとする。 

(6) 啓開資機材の確保 

【県（土木部），市町村，各道路管理者等】 

（略） 

３ 輸送車両，船舶，ヘリコプターの確保 

(1) 車両，船舶，ヘリコプターの調達及び輸送の要請等 

（略） 

【第三管区海上保安本部・茨城海上保安部】 

 第三管区海上保安本部及び茨城海上保安部は，災害発生に
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舶・ヘリコプター等の必要が生じたときは，県からの要請に

基づき，巡視船艇及びヘリコプター等の供給に協力する。 

 （略） 

 

第４ 消火活動，救助・救急活動，水防活動，海上災害対策

活動 

■基本事項 

（略） 

２ 留意点 

（略） 

(2) 対策活動の優先度の考慮 

大規模な地震では，火災，要救助者，浸水などの災害が同

時に多発する。これらに対処する要員，資機材，車両等の消

防力は限られるため，活動の優先順位，応援隊との分担を決

めて的確に配分する必要がある。 

（略） 

■対策 

１ 消火活動 

(1) （略） 

(2)県のとる措置 

【県（生活環境部）】 

１）（略） 

２）防御措置に関する指示 

 知事は，消防上緊急の必要があると認めるときは，消防

組織法第43条及び災害対策基本法第72条第１項の規定に基

づき，市町村長又は消防長に対し災害防御の措置に関し次

の指示を行う。 

 

２ 救助・救急活動 

(1) （略） 

(2)県のとる措置 

【県（生活環境部）】 

１）（略） 

２）市町村長又は消防長に対する指示 

 知事は，救助・救急活動上緊急の必要があると認める

伴い県が緊急に船舶・ヘリコプター等の必要が生じたときは，

県からの要請に基づき，巡視船艇及びヘリコプター等の供給

に協力する。 

 （略） 

第４ 消火活動，救助・救急活動，水防活動，海上災害対策 

活動 

■基本事項 

（略） 

２ 留意点 

（略） 

(2) 対策活動の優先度の考慮 

大規模な地震では，火災，建物倒壊，浸水などの被害が同

時に多発する。これらに対処する要員，資機材，車両等の消

防力は限られるため，活動の優先順位，応援隊との分担を決

めて的確に配分する必要がある。 

（略） 

■対策 

１ 消火活動 

(1) （略） 

(2)県のとる措置 

【県（生活環境部）】 

１）（略） 

２）防御措置に関する指示 

 知事は，消防上緊急の必要があると認めるときは，消防

組織法第43条及び災対法第72条第１項の規定に基づき，市

町村長又は消防長に対し災害防御の措置に関し次の指示を

行う。 

（略） 

２ 救助・救急活動 

(1) （略） 

(2)県のとる措置 

【県（生活環境部）】 

１）（略） 

２）市町村長又は消防長に対する指示 

 知事は，救助・救急活動上緊急の必要があると認める
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ときは，消防組織法第43条及び災害対策基本法第72条第

１項の規定に基づき，市町村長又は消防長に対し災害防

御の措置に関し次の指示を行う。 

   （略） 

３ 水害防止活動 

(1) （略） 

(2) 県のとる措置 

１）（略） 

２）水防に関する指示等 

  知事は，水防上緊急の必要があると認めるときは，水

防法第 30条及び第 48条並びに災害対策基本法第 72条

第１項の規定に基づき，水防管理者又は市町村長に対し

必要な指示，勧告又は助言を行う。 

   なお，予想される指示，勧告又は助言等の内容は概ね

次のとおりである。 

 （略） 

４ 海上災害対策活動 

【県（生活環境部，農林水産部，土木部，警察本部），市町村，

第三管区海上保安本部】 

 （略） 

(1) 流出油等応急対策 

 （略） 

１）通報連絡体制 

 通報連絡体制は次のとおりとする。 

ときは，消防組織法第43条及び災対法第72条第１項の規

定に基づき，市町村長又は消防長に対し災害防御の措置

に関し次の指示を行う。 

  （略） 
３ 水害防止活動 

(1) （略） 

(2) 県のとる措置 

１）（略） 

２）水防に関する指示等 

  知事は，水防上緊急の必要があると認めるときは，水 

防法第 30条及び第 48条並びに災対法第 72条第１項の規定 
に基づき，水防管理者又は市町村長に対し必要な指示，勧 
告又は助言を行う。 
 なお，予想される指示，勧告又は助言等の内容はおおむね

次のとおりである。 
  （略） 

 ４ 海上災害対策活動 

【県（生活環境部，農林水産部，土木部，警察本部），市町村，

第三管区海上保安本部】 

 （略） 

(1) 流出油等応急対策 

 （略） 

１）通報連絡体制 

 通報連絡体制は次のとおりとする。 
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（略） 

第５ 応急医療 

■基本事項 

１ 趣旨（略） 

２ 留意点 

(1) 地域レベルでの災害対策の強化 

   保健医療行政の第一線機関である保健所は，地域の医療

機関，医師会，歯科医師会，薬剤師会，看護協会，消防本

部，市町村等の関係機関と連携し，災害時における各関係

機関からの情報を収集するとともに，県災害対策本部保健

福祉部等と連携を図りながら，医療救護チームの配置調整

等を行う必要がある。 

また，急性期における災害医療を担うＤＭＡＴについて

は，ＤＭＡＴ調整本部が災害対策本部等と連携・調整を図

りながら派遣調整を行う。 

 

(2)～(4)（略） 

３ 活動項目リスト 

(1) 応急医療体制の確保 

 

（略） 

第５ 応急医療 

■基本事項 

１ 趣旨（略） 

２ 留意点 

(1) 地域レベルでの災害対策の強化 

   保健医療行政の第一線機関である保健所は，地域の医療

機関，医師会，歯科医師会，薬剤師会，看護協会，消防本

部，市町村等の関係機関と連携し，災害時における各関係

機関からの情報を収集するとともに，県災害対策本部保健

福祉部等と連携を図りながら，医療救護チームの配置調整

等を行う必要がある。 

また，急性期における災害医療を担うＤＭＡＴ及び災害

精神医療を担うＤＰＡＴ（以下「ＤＭＡＴ等」という。）に

ついては，それぞれＤＭＡＴ調整本部，ＤＰＡＴ調整本部

が災害対策本部等と連携・調整を図りながら派遣調整を行

う。 

 (2)～(4)（略） 

 ３ 活動項目リスト 

(1) 応急医療体制の確保 

 

p.221 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.223 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



地域防災計画（地震災害対策計画編） 新旧対照表 

- 86 - 

１）初動体制の確保 

２）現地対策班の設置 

３）医療救護チーム・ＤＭＡＴの編成・派遣 

４）医療救護所の設置 

(2) 応急医療活動 

１）医療施設による医療活動 

２）医療救護チーム・ＤＭＡＴによる医療活動 

（略） 

■対策 

１ 応急医療体制の確保 

(1)～(2) （略） 

(3) 医療救護チーム・ＤＭＡＴの編成，派遣 

【県（保健福祉部）】 

 県は，市町村から医療救護に関する協力要請があったとき，

又は医療救護を必要と認めたときは，県立病院をはじめ国立

病院機構病院，日赤茨城県支部，県医師会，県歯科医師会等

関係団体，災害拠点病院及び，ＤＭＡＴ指定医療機関に対し

協力を要請する。 

 また，必要に応じ，国及び県医師会を通じ日本医師会の災

害医療チーム（以下「ＪＭＡＴ」という。）の派遣を要請する。 

【市町村】 

（略） 

【国，各医療関係団体】 

 国立病院機構病院，国立大学法人病院ならびに県医師会等

医療関係団体は原則として県の要請により医療救護チーム・

ＤＭＡＴを編成・派遣して医療救護活動を行う。 

（略） 

２ 応急医療活動 

(1)（略） 

(2) 医療救護チーム・ＤＭＡＴによる医療活動 

【国，県（生活環境部，保健福祉部），市町村，医療関係者等】 

１）医療救護チーム・ＤＭＡＴの輸送 

医療救護チーム・ＤＭＡＴは，自らの移動手段の確保等

に努めるものとする。 

１）初動体制の確保 

２）現地対策班の設置 

３）医療救護チーム・ＤＭＡＴ等の編成・派遣 

４）医療救護所の設置 

(2) 応急医療活動 

１）医療施設による医療活動 

２）医療救護チーム・ＤＭＡＴ等による医療活動 

（略） 

 ■対策 

１ 応急医療体制の確保 

(1)～(2) （略） 

 (3) 医療救護チーム・ＤＭＡＴ等の編成，派遣 

【県（保健福祉部）】 

  県は，市町村から医療救護に関する協力要請があったとき，

又は医療救護を必要と認めたときは，県立病院をはじめ国立 

病院機構病院，日赤茨城県支部，県医師会，県歯科医師会等 

関係団体，災害拠点病院及び，ＤＭＡＴ指定医療機関及びＤ 

ＰＡＴ登録機関に対し協力を要請する。 

  また，必要に応じ，国及び県医師会を通じ日本医師会の災

害医療チーム（以下「ＪＭＡＴ」という。）の派遣を要請する。 

 【市町村】 

（略） 

【国，各医療関係団体】 

  国立病院機構病院，国立大学法人病院並びに県医師会等医

療関係団体は原則として県の要請により医療救護チーム・Ｄ

ＭＡＴ等を編成・派遣して医療救護活動を行う。 

  （略） 

 ２ 応急医療活動 

 (1)（略） 

(2) 医療救護チーム・ＤＭＡＴ等による医療活動 

【国，県（生活環境部，保健福祉部），市町村，医療関係者等】 

１）医療救護チーム・ＤＭＡＴ等の輸送 
医療救護チーム・ＤＭＡＴ等は，自らの移動手段の確保等

に努めるものとする。 
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国，県及び市町村は，医療救護活動が円滑に実施できる

よう，医療救護チーム・ＤＭＡＴの輸送に当たっては，輸

送手段の優先的確保など特段の配慮を行う。 

２）医療救護チーム・ＤＭＡＴの配置 

県ＤＭＡＴ調整本部は，県及び市町村の災害対策本部等

と調整のうえ，ＤＭＡＴを被災地等に派遣・配置する。 

 

また，県は，病院等から派遣されてきた医療救護チーム

（日赤救護班，国立病院や県医師会等による医療救護チー

ム，ＪＭＡＴ等）を，市町村災害対策本部等と協議しなが

ら県保健福祉部及び保健所等において調整したうえで，被

災地の医療救護所，病院等に配置する。 

 （略） 

４）ＤＭＡＴの業務 

  ＤＭＡＴは，被災地における活動（域内搬送病院内支 

援，現場活動を含む）及び広域医療搬送を行う。 

 （略） 

３ 後方支援活動 

(3)人工透析の供給等 

 (1)～(2)（略） 

１）人工透析の供給 

【県（保健福祉部），市町村，病院等】 

  透析医療については，慢性透析患者に対し，災害時におい

ても継続して提供する必要があるほか，クラッシュ・シンド

ロームによる急性的患者に対して提供することが必要であ

る。 

  県及び市町村は被災地域内における人工透析患者の受療状

況及び透析医療機関の稼働状況等の情報を収集し，透析患者，

患者団体及び病院等へ提供するなど受療の確保に努める。 

 

 病院等は，断水時にも人工透析医療を継続するため，備蓄

や災害用井戸等透析用水の確保に努めるものとする。なお，

人工透析の提供ができなくなった場合は，他の病院等への斡

旋に努めるものとし，病院等間での調整が困難なときは，県

国，県及び市町村は，医療救護活動が円滑に実施できる 
よう，医療救護チーム・ＤＭＡＴ等の輸送に当たっては，輸

送手段の優先的確保など特段の配慮を行う。 
２）医療救護チーム・ＤＭＡＴ等の配置 

県ＤＭＡＴ調整本部及び県ＤＰＡＴ調整本部は，県及び市

町村の災害対策本部等と調整の上，ＤＭＡＴ等を被災地等に

派遣・配置する。 
また，県は，病院等から派遣されてきた医療救護チーム 

（日赤救護班，国立病院や県医師会等による医療救護チー 
ム，ＪＭＡＴ等）を，市町村災害対策本部等と協議しなが 
ら県保健福祉部及び保健所等において調整した上で，被災 
地の医療救護所，病院等に配置する。 

  （略） 

４）ＤＭＡＴ等の業務 

   ＤＭＡＴ等は，被災地における活動（域内搬送病院内支 

援，現場活動を含む）及び広域医療搬送を行う。 

（略） 

３ 後方支援活動 

(1)～(2)（略） 

(3)人工透析の供給等 

 １）人工透析の供給 

【県（保健福祉部），市町村，病院等】 

 透析医療については，慢性透析患者に対し，災害時におい 

ても継続して提供する必要があるほか，クラッシュ・シンド 

ロームによる急性的患者に対して提供することが必要であ 

る。 

 県及び市町村は，茨城透析医災害対策連絡協議会と連携

し，被災地域内における人工透析患者の受療状況及び透析医

療機関の稼働状況等の情報を収集し，透析患者，患者団体及

び病院等へ提供するなど受療の確保に努める。 

 病院等は，断水時にも人工透析医療を継続するため，備蓄 

や災害用井戸等透析用水の確保に努めるものとする。なお， 

人工透析の提供ができなくなった場合は，災害透析基幹病院 

や茨城透析医災害対策連絡協議会と調整し，他の病院等への 
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に調整を要請する。 

 県は，病院等からの要請を受けて，透析医療機関の確保に

努める。 

（略） 

第６ 危険物等災害防止対策  

■基本事項（略） 

■対策 

１～３（略） 

４ 毒劇物取扱施設の完全確保 

   （略） 

第７ 燃料対策 

■基本事項 

（略） 

■対策 

１ 連絡体制の確保と情報の収集 

（略） 

(3) 燃料の供給状況の確認 

【県（生活環境部），県石油業協同組合】 

県は，県石油業協同組合を通じ，組合加盟給油所の燃料の

調達の状況や，石油元売各社の状況について確認を行う。 

２ 重要施設への燃料の供給 

(1) 重要施設の燃料供給状況の確認 

【県（生活環境部），県石油業協同組合】 

県は，災害発生に伴う停電が発生した場合に，あらかじめ

指定した重要施設の燃料の備蓄状況を定期的に確認し，県石

油業協同組合と情報を共有する。 

(2) 重要施設への燃料の供給 

【県（生活環境部），県石油業協同組合，重要施設管理者】 

重要施設は，燃料の備蓄が不足し，電力等の供給が滞る可

能性がある場合には県に対し，その旨を報告する。県は重要

施設からの報告に基づき，県石油業協同組合に対し，燃料供

給の依頼を行う。 

 

 

（略） 

あっせんに努める。 

 県は，病院等からの要請を受けて，医薬品等の供給や患者

移送の確保に努める。 

  （略） 

第６ 危険物等災害防止対策  

■基本事項（略） 

 ■対策 

 １～３（略） 

 ４ 毒劇物取扱施設の安全確保 

   （略） 

 第７ 燃料対策 

■基本事項 

（略） 

 ■対策 

 １ 連絡体制の確保と情報の収集 

（略） 

 (3) 燃料の供給状況の確認 

【県（生活環境部），県石油業協同組合】 

県は，県石油業協同組合を通じ，組合加盟給油所の燃料の 

 調達の状況について確認を行う。 

２ 重要施設への燃料の供給 

(1) 重要施設の燃料供給状況の確認 

 【県（生活環境部），県石油業協同組合】 

県は，災害発生に伴う停電が発生した場合に，あらかじめ 

指定した重要施設の燃料の備蓄状況を確認し，県石油業協同

組合と情報を共有する。 

(2) 重要施設への燃料の供給 

【県（生活環境部），県石油業協同組合，重要施設管理者】 

重要施設は，燃料の備蓄が不足し，電力等の供給が滞る可

能性がある場合には県に対し，その旨を報告する。県は重要

施設からの報告に基づき，県石油業協同組合に対し，燃料供

給の依頼を行う。 

県域において，燃料の調達が困難であると判断した場合に

は，「４ 燃料の確保」のとおり対応する。 

（略） 
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 ４ 燃料の確保 

【県（生活環境部）】 

県は，重要施設や災害応急対策車両の燃料の調達が困難で

あると判断した場合には，国に対し燃料の確保を依頼する。 

（略） 

 

 

第５節 被災者生活支援 

 第１ 被災者の把握等 

■基本事項 

（略） 

 ２ 留意点 

(1)～(2)（略） 

(3) 避難者，疎開者，自宅被災者等の把握 

市町村は，避難場所ごとにそこに収容されている避難者に係

る情報の早期把握及び避難場所で生活せず食事や物資のみを

受け取りに来ている被災者等に係る情報の把握に努めるもの

とする。 

■対策 

（略） 

２ 罹災証明書の交付 

市町村は，災害の状況を迅速かつ的確に把握するととも

に，各種の支援措置を早期に実施するため，災害による住

家等の被害の程度を調査し，被災者に罹災証明書を交付す

るものとする。 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

第２ 避難生活の確保，健康管理 

■基本事項 

１ 趣旨 

 ４ 燃料の確保 

【県（生活環境部），政府災害対策本部（資源エネルギー庁・石

油連盟）】 

県は，重要施設や災害応急対策車両の燃料の調達が困難で

あると判断した場合には，国（政府災害対策本部（資源エネ

ルギー庁））に対し燃料の確保を依頼する。 

（略） 

第５節 被災者生活支援 

 第１ 被災者の把握等 

 ■基本事項 

（略） 

２ 留意点 

(1)～(2)（略） 

(3) 避難者，疎開者，自宅被災者等の把握 

市町村は，指定避難所ごとに受け入れている避難者に係る情

報の早期把握及び指定避難所以外の場所（自宅，車中泊，テン

ト泊等）で生活し，食事や物資のみを受け取りに来ている被災

者等に係る情報の把握に努めるものとする。 

■対策 

  （略） 

２ 罹災証明書の交付 

市町村は，災害の状況を迅速かつ的確に把握するととも

に，各種の支援措置を早期に実施するため，災害による住

家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付の体制を確立

し，遅滞なく，住家等の被害の程度を調査し，被災者に罹

災証明書を交付するものとする。 

県は，災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明

書の交付について，被害の規模と比較して被災市町村の体

制・資機材のみでは不足すると見込まれる場合には，当該

市町村に対し必要な支援を行うとともに，被害が複数の市

町村にわたる場合には，調査・判定方法にばらつきが生じ

ることのないよう，被災市町村間の調整を図るものとする。 

第２ 避難生活の確保，健康管理 

■基本事項 

１ 趣旨 
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  災害によって住居等を喪失した被災者に対しては，避難所

等を開設し一時的に収容保護する必要がある。しかしながら，

不特定多数の被災者を収容する場合，感染症疾病や食中毒の

発生あるいはプライバシー保護の困難性からくる精神不安定

等様々な弊害が現れる。このため，避難所の生活環境の整備

を図り，良好な避難生活の提供及び維持ができるよう，避難

所の開設，運営及び健康管理等に関する業務を積極的に推進

していくものとする。 

（略） 

 ２ 留意点 

(1) 使用可能施設・設備の把握 

 災害時において，避難所として使用可能は施設及び設備

を，あらかじめ把握しておく。特に，避難生活に不可欠な

トイレ，手洗い場，床の状態等は詳細に把握し，また，こ

れらについては，避難生活時にも常に把握しておくことが

必要である。 

（略） 

 ３ 活動項目リスト 

(1) 避難所の開設，運営 

１）避難所の開設 

２）避難所の運営 

３）避難所における住民の心得 

 

(2) 避難所生活環境の整備 

１）衛生環境の維持 

２）清潔保持に必要な知識の普及 

 

(3) 健康管理 

１）被災者の健康（身体・精神）状態の把握 

２）要援護者の把握 

（略） 

■対策 

 １ 指定緊急避難場所及び指定避難所の開設，運営 

(1) 指定緊急避難場所及び指定避難所の開設 

【市町村】 

  災害によって住居等を喪失した被災者に対しては，避難所

等を開設し一時的に受入れ保護する必要がある。しかしなが

ら，不特定多数の被災者を受入れる場合，感染症疾病や食中

毒の発生あるいはプライバシー保護の困難性からくる精神不

安定等様々な弊害が現れる。このため，避難所の生活環境の

整備を図り，良好な避難生活の提供及び維持ができるよう，

避難所の開設，運営及び健康管理等に関する業務を積極的に

推進していくものとする。 

（略） 

 ２ 留意点 

(1) 使用可能施設・設備の把握 

 災害時において，避難所として使用可能な施設及び設備

を，あらかじめ把握しておく。特に，避難生活に不可欠な

トイレ，手洗い場，床の状態等は詳細に把握し，また，こ

れらについては，避難生活時にも常に把握しておくことが

必要である。 

（略） 

３ 活動項目リスト 

(1) 指定緊急避難場所及び指定避難所の開設，運営 

１）指定緊急避難場所及び指定避難所の開設 

２）避難所の運営 

３）避難所における住民の心得 

４）福祉避難所における支援 

 (2) 避難所等における生活環境の整備 

１）避難所等における生活環境の維持 

２）対象者に合わせた場所の確保 

３）感染症や食中毒の予防に必要な知識の普及 

(3) 健康管理 

１）被災者の健康（身体・精神）状態の把握 

２）要配慮者の把握 

（略） 

 ■対策 

 １ 指定緊急避難場所及び指定避難所の開設，運営 

(1) 指定緊急避難場所及び指定避難所の開設 

【市町村】 

p.242 
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  市町村は，発災時に必要に応じ，指定緊急避難場所及び指

定避難所を開設し，住民等に対し周知徹底を図るものとする。 
 
また，必要があれば，あらかじめ指定した施設以外の施設

についても，災害に対する安全性を確認の上，管理者の同意

を得て指定緊急避難場所又は指定避難所として開設する。 
 
 
 
  さらに，高齢者，障害者，乳幼児，妊産婦等の要配慮者に

配慮して，必要に応じ，県の「災害時支援協力に関する協定」

に基づき，ゴルフ場の活用を図るほか，被災地域外の地域に

あるものを含め，公共用地・国有財産の活用や民間賃貸住宅，

旅館・ホテル等を避難所として借り上げるなど，多様な避難

所の確保に努めるものとする。 
（略） 
 

 

 

 

 

 

 

 

３）避難所開設の報告 

【市町村】 

 市町村は，避難所を開設した場合には，直ちに次の事

項を県に報告する。 

① 避難所開設の目的 

② 箇所数及び収容人員 

③ 開設期間の見込み 

  （略） 

(4) 福祉避難所における支援 

【市町村】 

１）福祉避難所の指定 

  市町村は，発災時に必要に応じ，指定緊急避難場所，指定

避難所及び要配慮者のための福祉避難所を開設し，住民等に

対し周知徹底を図るものとする。 
また，必要があれば，あらかじめ指定した施設以外の施設

についても，災害に対する安全性を確認の上，管理者の同意

を得て指定緊急避難場所又は指定避難所として開設する。 
  なお，災害の想定等により必要に応じ，近隣の市町村の協

力を得て，指定緊急避難場所を近隣市町村に設けることとす

る。 
さらに，高齢者，障害者，乳幼児，妊産婦等の要配慮者に

配慮して，必要に応じ，県の「災害時支援協力に関する協定」

に基づき，ゴルフ場の活用を図るほか，被災地域外の地域に

あるものを含め，公共用地・国有財産の活用や民間賃貸住宅，

旅館・ホテル等を避難所として借り上げるなど，多様な避難

所の確保に努めるものとする。 
  また，市町村は，指定緊急避難場所は災害種別に応じて指

定がなされていること及び避難の際には発生するおそれのあ

る災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択すべき

であることについて，日頃から住民等への周知徹底に努める

ものとする。特に，指定緊急避難場所と指定避難所が相互に

兼ねる場合においては，特定の災害においては当該施設に避

難することが不適当である場合があることを日頃から住民等

への周知徹底に努めるものとする。 
  （略） 

３）避難所開設の報告 

【市町村】 

 市町村は，避難所を開設した場合には，直ちに次の事

項を県に報告する。 

① 避難所開設の目的 

② 箇所数及び受入れ人員 

③ 開設期間の見込み 

  （略） 

(4) 福祉避難所における支援 

【市町村】 

１）福祉避難所の指定 

p.243 
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     要配慮者は，心身の状態や障害の種別によっては，避 

難所の生活に順応することが難しく，症状を悪化させた

り，体調を崩しやすいので，市町村は，要配慮者に配慮し

た福祉避難所を事前に指定し，必要な介護や情報提供等の

支援を行う体制を整備する必要がある。 

２）福祉避難所の整備 

     避難生活が長期にわたることも想定し，要配慮者が過ご

しやすいような設備を整備し，必要な物資・機材を確保す

る。 

３）福祉避難所の周知 

 （略） 

４）食料品・生活用品等の備蓄 

 （略） 

５）福祉避難所の開設 

      （略） 

６）福祉避難所開設の報告 

    市町村は，福祉避難所を開設した場合には，直ちに次

の事項を県に報告する 

    ① 避難者名簿（名簿は随時更新する） 

② 福祉避難所開設の目的 

    ③ 箇所名，各対象収容人員（高齢者，障害者等） 

    ④ 開設期間の見込み 

（略） 

３ 健康管理 

(1) 被災者の健康（身体・精神）状態の把握 

【県（保健福祉部），市町村】 

１）県及び市町村は，医師及び保健師等で構成する巡回相

談チームを編成し，避難所において，被災者の健康（身

体・精神）状態の把握及び健康相談を行う。 

 

２）巡回相談で把握した問題等については，個別健康相談

票を作成し，チームカンファレンスにおいて，効果的な

処遇検討が出来るよう努める。 

 

３）高血圧や糖尿病等慢性疾患患者の医療の確保や治療の

    要配慮者は，心身の状態や障害の種別によっては，避

難所の生活に順応することが難しく，症状を悪化させた

り，体調を崩しやすいので，市町村は，介護保険施設，

障害者支援施設等を福祉避難所として事前に指定し，必

要な介護や情報提供等の支援を行う体制を整備するよう

努める。 

    その際，避難生活が長期にわたることも想定し，要配慮

者が過ごしやすいような設備を整備されているもの等を

指定するものとする。 

２）福祉避難所の周知 

  （略） 

３）食料品・生活用品等の備蓄 

 （略） 

４）福祉避難所の開設 

 （略） 

５）福祉避難所開設の報告 

    市町村は，福祉避難所を開設した場合には，直ちに次

の事項を県に報告する 

    ① 避難者名簿（名簿は随時更新する） 

② 福祉避難所開設の目的 

    ③ 箇所名，各対象受入れ人員（高齢者，障害者等） 

    ④ 開設期間の見込み 

（略） 

３ 健康管理 

(1) 被災者の健康（身体・精神）状態の把握 

【県（保健福祉部），市町村】 

１）県及び市町村は，避難所において，被災者の健康（身

体・精神）状態の把握及び健康相談などの災害時保健活

動を実施する。また，必要時は，医師及び保健師等で構

成するチームを編成し，対応する。 

２）災害時保健活動については，「茨城県災害時保健活動マ

ニュアル」に基づき健康ニーズの把握や継続治療，災害

による生活不活発病等の二次的疾病の予防など，フェイ

ズに応じた活動を実施する。 

３）活動で把握した内容や問題等は，災害時保健活動マニ

p.246 
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継続を支援し，必要に応じて栄養指導を実施する。 

４）エコノミークラス症候群（深部静脈血栓塞栓症）や生

活不活発病等二次的健康障害防止のため水分補給や健康

体操等の保健指導を実施する。 

５）継続的内服が必要な者で内服薬を被災により紛失した

者等に対し，適切に対応する。 

６）市町村は，避難所生活の長期化に伴い，身体的・精神

的ストレスが蓄積している被災者を対象に，レクリエー

ション等を行い，ストレスの軽減に努める。 

７）市町村は，幼児や児童の保育について，避難所に遊び

場を確保しボランティア等の協力を得ながら行う。 

４ 精神保健，心のケア対策 

(1) 心のケア活動の実施 

【県（保健福祉部），市町村】 

１）県は，精神保健福祉センター（以下「センター」という。）

及び保健所に開設された心の健康相談窓口について，各種

広報媒体を活用し，広報を図る。 

また，県は市町村の要請若しくは必要に応じ，国や関係

団体へ心のケアチームの派遣を要請する。心のケアチーム

は，巡回相談チーム等と連携し，精神科医療が必要な者へ

の治療にあたるとともに，カウンセリング等適切な対応を

行う。さらに，地域の被災者のケアを行っている職員の精

神的ケアを行う。 

２）センターは，原則として，精神科医療機関の現況，保健

所や市町村が行う心のケア活動の情報の収集，及び関係者

への情報の提供（ＦＡＸニュース等）を一元的に行う。 

また，センターは，保健所，市町村，心のケアチーム等

との連絡・調整を行うものとし，被災地の保健・医療の現

況等に応じた心のケア活動の方針等を示す。 

３）保健所及び市町村は，連携して次のことを実施する。 

① 第１段階 

・心の健康相談，巡回相談チームによる避難所への巡回診療

及び訪問活動 

※必要に応じ心のケアチームによる巡回診療 

② 第２段階（近隣の精神科医療機関による診療再開） 

ュアルに示す記録様式に記載し，その内容等は，チーム

カンファレンスにおいて，情報の共有と効果的な処遇検

討ができるよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 精神保健，心のケア対策 

 【県（保健福祉部），市町村】 

県（障害福祉課），精神保健福祉センター，保健所，市

町村は連携して心のケア活動を実施する。 

(1) 相談窓口 

① 県は，精神保健福祉センター及び保健所に開設された

心の健康相談窓口について，各種広報媒体を活用し，広

報を図る。 

② 精神保健福祉センターは，心のケアに対する正しい知識の

普及を図るため，災害時の心のケアや心的外傷後ストレス障

害（ＰＴＳＤ）に関するパンフレット等を作成し，保健所及

び市町村を通じ被災者に配布する。 

(2) 精神保健医療体制 

① 県（障害福祉課）及び精神保健福祉センターは，ＤＰＡＴ

調整本部を障害福祉課に設置し，原則として，精神科医療機

関の現状，保健所や市町村が行う心のケア活動の情報収集，

関係者への情報提供（FAX等）を一元的に行う。 

また，県（障害福祉課）及び精神保健福祉センターは，Ｄ

ＰＡＴと連絡・調整を行い，被災地の保健・医療の現況等に

応じた心のケア活動の方針等を示す。ＤＰＡＴは，保健所，

市町村，日赤心のケアチーム，その他の関係機関との連携を

図りながら，精神保健医療の支援にあたる。  

② 保健所及び市町村は，連携して次のことを実施する。 

   ア フエイズ１～２ 
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・継続的な対応が必要なケースの把握，対応 

③ 第３段階 

・仮設住宅入居者及び帰宅者等への巡回診療，訪問活動 

・ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）への対応 

４）保健所及び市町村は，特に，心理サポートが必要となる

遺族，安否不明者の家族，高齢者，子供，障害者，外国人

に対しては十分に配慮するとともに，適切なケアを行う。 

５）センターは，心のケアに対する正しい知識の普及を図る

ため，災害時の心のケアやＰＴＳＤに関するパンフレット

等を作成し，保健所及び市町村を通じて被災者に配付す

る。 

(2) 精神科救急医療の確保 

【県（保健福祉部）】 

  県は，治療の中断（薬切れ等）や環境の急変等から病状

が悪化し，緊急に入院が必要な精神障害者に対して，県精

神科病院協会，精神科医療機関の協力を得ながら，受入れ

可能な医療機関の確認，オーバーベッドの許可，搬送の手

続など，入院できるための体制を確保する。 

  こうした病状の悪化した精神障害者を受け入れる病床の

確保については，各医療機関と調整を行い，保健所，セン

ター等に情報の提供を行う。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 心の健康相談，ＤＰＡＴによる避難所への巡回診療

のサポート及び必要時ＤＰＡＴとの同行訪問 

  イ フエイズ３（近隣の精神科医療機関による診療再開） 

   ・ 継続的な対応が必要なケースの把握，対応，ＤＰＡ 

Ｔへの情報提供 

  ウ フエイズ４ 

   ・ 仮設住宅入居者及び帰宅者等への巡回診療，訪問活 

動（必要時同行訪問） 

    ・ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）への対応 

③ 保健所及び市町村は，特に，心理的サポートが必要となる

遺族，安否不明者の家族，高齢者，子ども，障害者，外国人

に対しては十分に配慮するとともに，適切なケアを行う。 

(3) ＤＰＡＴの派遣要請 

県（障害福祉課）は市町村の要請もしくは必要に応じ，国や

関係団体へＤＰＡＴの派遣を要請する。ＤＰＡＴは，保健師派

遣チーム等と連携し，精神科医療が必要な者への治療にあたる

とともに，相談，カウンセリング等適切な対応を行う。さらに，

被災者のケアを行っている職員の精神的ケアを行う。  

参考：ＤＰＡＴの活動概要及び派遣の流れは資料編（    ）

を参照 

(4) 精神科救急医療の確保 

     県（障害福祉課）は，治療中断（薬切れ等）や環境の急変等

から病状が悪化し，緊急に入院が必要な精神障害者に対して，

県精神科病院協会，精神科医療機関の協力を得ながら，受入可

能な医療機関の確認，オーバーベッドの許可，搬送の手続など，

入院できるための体制を確保する。こうした病状の悪化した精

神障害者を受け入れる病床の確保については，各医療機関と調

整を行い，保健所，精神保健福祉センター等に情報提供を行う。 

(5) 市町村における災害時のこころのケアへの対応 

① 災害後の一過性ストレス反応（急性ストレス障害，ＡＳＤ）

や心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）の情報や災害時の心

的反応プロセスを，被災者や関係者に周知する。相談機関や

相談窓口を明示し，必要な支援が得られるようにする。 

② ハイリスク者の把握 

災害直後から，見守りの必要があると思われる住民に対し
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第３ ボランティア活動の支援 

■基本事項（略） 

■対策 

２ ボランティア「受入窓口」との連携・協力 

【県（保健福祉部），市町村】 

(1) ボランティア現地本部及びボランティア支援本部との連 

携 

   市町村は，災害発生後，ボランティア「担当窓口」の開 

設時に，コーディネートを担当する職員を配置し市町村とボ

て，こころのチェックリスト等（様式13）を用いてスクリー

ニングを行う。   

参考：（財）東京都医学総合研究所のホームページＩＥＳ－Ｒ

改定出来事インパクト尺度日本語版 

www.ncnp.go.jp/pdf/mental_info_check.pdf 

③ ハイリスク者の対応 

医療が必要と判断される場合は，避難所を巡回している

ＤＰＡＴの医師等に相談する。また，かかりつけ（精神科）

医療機関がある場合は，その精神科医療機関の受診につな

げる。その後も継続して支援する。 

■ 心理的応急対応 「サイコロジカル・ファーストエイ 

ド（ＰＦＡ）」 

 災害やテロの直後に子ども，思春期の人，大人，家族の 

心理的ニーズに対して行うことのできる効果の知られた 

心理的支援の方法（災害やテロの直後に行う支持的な介入 

方法） 

 共感と気づかいに満ちた災害救援者からの支援は，初期 

反応の苦しみをやわらげ，被災者の回復を助けます。 

 各対象の状態に合わせた理解の仕方や具体的な援助方 

法なども記載されています。 

出典：「サイコロジカル・ファーストエイド 実施手引き第

２版」 

アメリカ国立子どもトラウマティクストレス・ネットワーク 

（アメリカ国立ＰＴＳＤセンター） 

ＤＰＡＴ事務局ホームページ http://www.dpat.jp 

（略） 

 第３ ボランティア活動の支援 

■基本事項（略） 

 ■対策 

 ２ ボランティア「受入窓口」との連携・協力 

【県（保健福祉部），市町村】 

(1) ボランティア現地本部及びボランティア支援本部との連 

 携 

  市町村は，災害発生後，ボランティア「担当窓口」の開

設時に，コーディネートを担当する職員を配置し市町村と

p.249 
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ランティア現地本部との連絡調整，情報収集・提供活動等を

行う。 

 県は，災害発生後，ボランティア「担当窓口」の開設時に，

コーディネートを担当する職員を配置し，県内部及びボラン

ティア支援本部との連絡調整，情報収集・提供及び広報活動

等を行う。 

 （略） 

 

(2) ボランティアに協力依頼する活動内容 

 ボランティアに協力依頼する活動内容は，主として次の 

 とおりとする。 

１）災害・安否・生活情報の収集・伝達 

２）避難生活者の支援（水くみ，炊き出し，救援物資の仕

分け・配布，高齢者等の介護等） 

３）在宅者の支援（高齢者等の安否確認・介護，食事・飲

料水の提供等） 

４）配送拠点での活動（物資の搬出入，仕分け，配布，配

達等） 

５）その他被災者の生活支援に必要な活動 

（略） 

第４ ニーズの把握・相談窓口の設置・被災者への情報伝達 

■基本事項（略） 

■対策 

（略） 

４ 安否情報の提供 

              

県及び市町村は，被災者の安否情報について照会があっ

たときは，被災者等の権利利益を不当に侵害することのな

いよう配慮しつつ，消防，救助等人命に関わるような災害

発生直後の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲

で，可能な限り回答するよう努めるものとする。 

  安否情報の適切な提供のために必要と認めるときは，関

係地方公共団体，消防機関，警察等と協力して，被災者に

関する情報の収集に努めることとするとともに，安否情報

の提供に当たっては，被災者の個人情報の管理を徹底する

ボランティア現地本部との連絡調整，情報収集・提供活動

等を行う。 

  県は，災害発生後，ボランティア「担当窓口」の開設時

に，コーディネートを担当する職員を配置し，県内部及び

ボランティア支援本部，ボランティア支援の全国組織（全

国災害ボランティア支援団体ネットワーク）等との連絡調

整，情報収集・提供及び広報活動等を行う。 

（略） 

(2) ボランティアに協力依頼する活動内容 

  ボランティアに協力依頼する活動内容は，主として次の

とおりとする。 

１）災害・安否・生活情報の収集・伝達 

２）避難生活者の支援（水くみ，炊き出し，救援物資の仕

分け・配布，高齢者等の介助等） 

３）在宅者の支援（高齢者等の安否確認・介助，食事・飲

料水の提供等） 

４）配送拠点での活動（物資の搬出入，仕分け，配布，配

達等） 

５）その他被災者の生活支援に必要な活動 

（略） 

第４ ニーズの把握・相談窓口の設置・被災者への情報伝達 

■基本事項（略） 

■対策 

（略） 

４ 安否情報の提供 

【県（生活環境部，市町村】 

県及び市町村は，被災者の安否情報について照会があっ

たときは，被災者等の権利利益を不当に侵害することのな

いよう配慮しつつ，消防，救助等人命に関わるような災害

発生直後の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲

で，可能な限り回答するよう努めるものとする。 

  安否情報の適切な提供のために必要と認めるときは，関

係地方公共団体，消防機関，警察等と協力して，被災者に

関する情報の収集に努めることとするとともに，安否情報

の提供に当たっては，被災者の個人情報の管理を徹底する

p.253 
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よう努めるものとする。 

第５ 生活救援物資の供給 

■基本事項 

（略） 

２ 留意点 

(1) 発災時間及びライフライン機能の被害と供給品目との対 

 応 

  （略） 

(2) 避難所等における被災者数及び被災者の状況の把握 

   （略） 

(3) 協力体制の確保 

（略） 

(4) 通信途絶を想定した調達・供給体制の確保 

（略） 

（新規） 

 

 

 

 

■対策 

（略） 

３）国・他都道府県からの調達 

 【県（生活環境部，農林水産部）】 

  ① 政府所有の米穀の調達 

県は，救助法が適用され応急食料が必要と認める場 

合，農林水産省生産局長に対し，「米穀の買入れ・販売

等に関する基本要領（平成 21年 5月 29 日付け 21総食

第 113 号総合食料局長通知）」に基づき災害救助用米穀

等の緊急引渡しを要請し，必要量を確保する。 

   （略） 

２ 応急給水の実施 

 県及び市町村は，給水状況や住民の被害状況など必要な情

報を把握し，次に示す応急給水の行動指針に基づき応急給水

を実施する。 

 （略） 

よう努めるものとする。 

第５ 生活救援物資の供給 

■基本事項 

（略） 

２ 留意点 

(1) 発災時間及びライフライン機能の被害と供給品目との対 

 応 

  （略） 

(2) 避難所等における被災者数及び被災者の状況の把握 

   （略） 

(3) 協力体制の確保 

（略） 

(4) 通信途絶を想定した調達・供給体制の確保 

（略） 

(5) 災害時支援物資提供体制の構築 

  上記の課題を踏まえ，災害時に，各指定避難所における

避難者等のニーズを迅速に把握し，適時的確に物資を供給

するための仕組みを構築する必要がある。 

（略） 

 ■対策 

 （略） 

３）国・他都道府県からの調達 

 【県（生活環境部，農林水産部）】 

  ① 政府所有の米穀の調達 

県は，救助法が適用され応急食料が必要と認める場 

合，農林水産省政策統括官に対し，「米穀の買入れ・販

売等に関する基本要領（平成 21年 5月 29 日付け 21総

食第 113 号総合食料局長通知）」に基づき災害救助用米

穀等の緊急引渡しを要請し，必要量を確保する。 

   （略） 

２ 応急給水の実施 

 県及び市町村は，給水状況や住民の被害状況など必要な情

報を把握し，次に示す応急給水の行動指針に基づき応急給水

を実施する。 

 （略） 
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〔応急給水の目標設定例〕 

地震発生か

らの日数 

目標水量 市民の水の

運搬距離 

主な給水方法 

地震発生～

３日まで 
３ℓ／人・日 

概ね 

１km以内 

耐震貯水槽，タンク

車 

10日 20ℓ／人・日 
概ね 

250ｍ以内 

配水幹線付近の仮

設給水栓 

21日 100ℓ／人・日 
概ね 

100ｍ以内 

配水支線上の仮設

給水栓 

28日 
被災前給水量 
（約250 ／
人・日） 

概ね 
10ｍ以内 

仮配管からの各戸
給水共用栓 

（略） 

第６ 要配慮者安全確保対策 

■基本事項 

（略） 

２ 留意点 

(1) 要配慮者への配慮 

  市町村は，避難行動要支援者名簿を効果的に利用し，在

宅や避難所で生活する避難行動要支援者の安全確保に努め

るとともに，避難誘導，避難所での生活環境，応急仮設住

宅への収容に当たって要配慮者へ十分配慮するものとす

る。特に，避難所での健康状態の把握，福祉施設職員等の

応援体制，応急仮設住宅への優先入居高齢者，障害者向け

応急仮設住宅の設置等に努め，情報提供についても十分配

慮するものとする。 

（略） 

■対策 

（略） 

２ 在宅要配慮者に対する安全確保対策 

(1)安否確認，救助活動 

【県（生活環境部，保健福祉部），市町村】 

 県及び市町村は，在宅サービス利用者名簿等を活用し，民

生委員，近隣住民（自主防災組織），福祉団体（社協，老人ク

ラブ等），ボランティア組織等の協力を得て，居宅に取り残さ

〔応急給水の目標設定例〕 

地震発生か

らの日数 

目標水量 市民の水の

運搬距離 

主な給水方法 

地震発生～

３日まで 
３ℓ／人・日 

おおむね 

１km以内 

耐震貯水槽，タンク

車 

10日 20ℓ／人・日 
おおむね

250ｍ以内 

配水幹線付近の仮設

給水栓 

21日 100ℓ／人・日 
おおむね

100ｍ以内 

配水支線上の仮設給

水栓 

28日 
被災前給水量 
（約250 ／
人・日） 

おおむね 
10ｍ以内 

仮配管からの各戸給
水共用栓 

（略） 

第６ 要配慮者安全確保対策 

■基本事項 

（略） 

２ 留意点 

(1) 要配慮者への配慮 

  市町村は，避難行動要支援者名簿を効果的に利用し，在

宅や避難所で生活する避難行動要支援者の安全確保に努め

るとともに，避難誘導，避難所での生活環境，応急仮設住

宅への入居に当たって要配慮者へ十分配慮するものとす

る。特に，避難所での健康状態の把握，福祉施設職員等の

応援体制，応急仮設住宅への優先入居高齢者，障害者向け

応急仮設住宅の設置等に努め，情報提供についても十分配

慮するものとする。 

（略） 

 ■対策 

 （略） 

 ２ 在宅要配慮者に対する安全確保対策 

 (1)安否確認，救助活動 

【県（生活環境部，保健福祉部），市町村】 

  県及び市町村は，避難行動要支援者本人の同意の有無に関

わらず，避難行動要支援者名簿を効果的に利用し，民生委員，

近隣住民（自主防災組織），福祉団体（社協，老人クラブ等），
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れた要配慮者の安否確認，救助活動を実施する。 

 特に，市町村は，あらかじめ定める避難の情報に関する伝

達マニュアルや避難支援計画に基づく適切な避難支援を実施

する。 

   

（略） 

３ 外国人に対する安全確保対策 

(1)～(2)（略） 

(3) 情報の提供 

【県（知事直轄），市町村，県国際交流協会】 

１）～２）（略） 

（新設）３） 

 

 

 

 

 

 

（略） 

第７ 応急教育 

■基本事項（略） 

■対策 

１（略） 

２ 応急教育 

(1)～(2) （略） 

(3) 教科書・学用品等の給与 

【県（教育庁），市町村】 

１）県及び市町村は，災害により教科書・学用品等（以下「学

用品等」という。）をそう失又はき損し，就学上支障をきた

している小・中学校及び特別支援学校の児童生徒等に対し

て学用品等を給与する。 

（略） 

第８ 帰宅困難者対策 

■基本事項 

（略） 

ボランティア組織等の協力を得て，居宅に取り残された要配

慮者の安否確認，救助活動を実施する。 

  特に，市町村は，あらかじめ定める避難の情報に関する伝

達マニュアルや避難支援計画，各要支援者に関する個別計画

に基づく適切な避難支援を実施する。 

  （略） 

 ３ 外国人に対する安全確保対策 

(1)～(2)（略） 

(3) 情報の提供 

【県（知事直轄），市町村，県国際交流協会】 

１）～２）（略） 

３）市町村や観光施設・宿泊施設などと連携した外国人旅

行者に対する情報の提供 

  県は，外国人旅行者に対して，災害時に速やかに防災

情報が提供できるよう，国の示す災害時におけるガイド

ラインの周知や災害情報を提供するアプリケーションの

利用の促進など，市町村や観光施設・宿泊施設などと連

携を図る。 

（略） 

第７ 応急教育 

■基本事項（略） 

■対策 

１（略） 

２ 応急教育 

(1)～(2) （略） 

(3) 教科書・学用品等の給与 

【県（教育庁），市町村】 

１）県及び市町村は，災害により教科書・学用品等（以下「学

用品等」という。）を喪失又は損傷し，就学上支障を来して

いる小・中学校・義務教育学校及び特別支援学校の児童生

徒等に対して学用品等を給与する。 

（略） 

第８ 帰宅困難者対策 

■基本事項 

（略） 
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３ 活動項目リスト 

(1)  帰宅困難者対策 

１）県の取り組み 

２）市町村の取り組み 

３）企業等の取り組み 

４）大規模集客施設の取り組み 

５）学校の取り組み 

■対策 

１ 各機関の取り組み 

(1) 県の取り組み 

（略） 

(2) 市町村の取り組み 

（略） 

(3) 企業等の取り組み 

（略） 

(4) 大規模集客施設の取り組み 

（略） 

(5) 各学校の取り組み 

（略） 

第６節 災害救助法の適用 

■基本事項 

（略） 

３ 活動項目リスト 

(1)～(4)（略） 

(5)災害対策基金等の管理 

１）災害対策基金の管理 

２）災害救助基金の管理 

３）り災救助基金の管理 

（略） 

第７節 応急復旧・事後処理 

第１ 建築物の応急復旧 

■基本事項 

１ 趣 旨 

 地震の発生により破損したり耐震性が低下した建築物が，

余震等に対して引き続き安全に使用できるか否かの判定（以

３ 活動項目リスト 

(1)  帰宅困難者対策 

１）県の取組 

２）市町村の取組 

３）企業等の取組 

４）大規模集客施設の取組 

５）学校の取組 

 ■対策 

１ 各機関の取組 

(1) 県の取組 

（略） 

(2) 市町村の取組 

（略） 

(3) 企業等の取組 

（略） 

(4) 大規模集客施設の取組 

（略） 

(5) 各学校の取組 

（略） 

第６節 災害救助法の適用 

■基本事項 

（略） 

３ 活動項目リスト 

(1)～(4)（略） 

(5)災害対策基金等の管理 

１）災害対策基金の管理 

２）災害救助基金の管理 

（削除） 

（略） 

第７節 応急復旧・事後処理 

第１ 建築物の応急復旧 

■基本事項 

１ 趣 旨 

 地震の発生により破損したり耐震性が低下した建築物が，

余震等に対して引き続き安全に使用できるか否かの判定（以
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下「応急危険度判定」という。）を行い，被災建築物による二

次災害を防止していくものとする。 

 また，災害のために住家が滅失した被災者のうち，自らの

資力で住宅を確保できない者に対し，応急仮設住宅の提供又

は応急修理を行い保護していくものとする。 

 （略） 

 

３ 活動項目リスト 

(1) 応急危険度判定 

１）判定士派遣要請・派遣 

２）応急危険度判定活動 

３）被災宅地危険度判定 

（略） 

■対策 

１ 応急危険度判定 

【県（土木部），市町村】 

(1) 判定士派遣要請・派遣 

１）判定士派遣要請 

 （略） 

(3) 被災宅地危険度判定活動 

１）判定の基本的事項 

① 危険度判定は，被災した市町村長が行うものとする。 

 

② 県は，管下の被災した市町村の要請により，当該市

町村の区域内における危険度判定活動を支援する。 

 

③ 判定結果の責任については，市町村長が負う。 

２）判定の関係機関 

① 市町村は，判定の実施主体として判定作業に携わる

被災宅地判定士の指揮，監督を行う。 

② 県は，被災宅地判定士の派遣計画や後方支援を行う。 

３）判定作業概要 

① 判定作業は，市町村長の指示に従い実施する。 

② 危険度の判定は，「被災宅地の調査・危険度判定マニ

ュアル」により行う。 

下「応急危険度判定」という。）を行い，被災建築物による二

次災害を防止していくものとする。 

 また，災害のために住家が滅失した被災者のうち，自らの

資力で住宅を確保できない者に対しては応急仮設住宅を提供

し，又は，災害のため住宅が半壊又は半焼した者に対しては

応急修理を行い保護していくものとする。 

（略） 

３ 活動項目リスト 

(1) 応急危険度判定 

１）判定士等派遣要請・派遣 

２）応急危険度判定活動 

３）被災宅地危険度判定 

（略） 

■対策 

１ 応急危険度判定 

【県（土木部），市町村】 

(1) 判定士等派遣要請・派遣 

１）判定士等派遣要請 

 （略） 

(3) 被災宅地危険度判定活動 

１）判定の基本的事項 

① 被災宅地危険度判定は，被災した市町村長が行うも

のとする。 

② 県は，被災した市町村の要請により，当該市町村の

区域内における被災宅地の危険度判定活動を支援す

る。 

③ 判定結果の責任については，市町村長が負う。 

２）判定の関係機関 

① 市町村は，判定の実施主体として判定作業に携わる

被災宅地判定士の指揮，監督を行う。 

② 県は，被災宅地判定士の派遣計画や後方支援を行う。 

３）判定作業概要 

① 判定作業は，市町村長の指示に従い実施する。 

② 危険度の判定は，「被災宅地の調査・危険度判定マニ

ュアル」（被災宅地危険度判定連絡協議会発行）により
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③ 判定調査票を用い，項目に従って調査の上判定を行

う。 

④ 判定の結果は，「危険宅地」，「要注意宅地」，「調査済

宅地」に区分し，表示を行う。 

（略） 

２ 住宅の応急修理 

【県（土木部），市町村】 

(1) 基本事項 

１）修理対象世帯 

  応急修理は，市町村が，災害のため住宅が半壊又は半焼

し，自らの資力では，応急修理をすることができない世帯

に対して行う。 

（略） 

３ 応急仮設住宅の設置 

【関東財務局，県（土木部），市町村】 

(1)～(3)  

(4) 設置場所の提供等 

１）（略） 

２）設置場所 

設置予定場所は，国，県又は市町村公有地とするが，

私有地の場合は所有者と市町村との間に賃貸契約を締結

するものとし，その場所は飲料水が得やすく保健衛生上

適当な場所とする。 

なお，学校の敷地を応急仮設住宅の用地等として定め

る場合には，学校の教育活動に十分配慮するものとする。 

 

 

(5) 建設資材の調達 

  応急仮設住宅の建設は，社団法人プレハブ建築協会等と

協定を締結し，その協力を得て建設する。 

(6) 応急仮設住宅の借り上げ等 

県は借り上げる住宅の仕様基準や標準契約書，借り上げ

可能住宅の情報等を市町村へ提供する。市町村は必要な住

宅の借り上げを行う。 

行う。 

③ 判定調査票を用い，項目に従って調査の上，判定を

行う。 

④ 判定の結果は，「危険宅地」，「要注意宅地」，「調査済

宅地」に区分し，表示を行う。 

  （略） 

２ 住宅の応急修理 

【県（土木部），市町村】 

(1) 基本事項 

１）修理対象世帯 

  応急修理は，市町村が，災害のため住宅が半壊又は半焼

した世帯に対して行う。 

 （略） 

 

３ 応急仮設住宅の提供 

【関東財務局，県（土木部），市町村】 

(1)～(3)  

(4) 設置場所の提供等 

１）（略） 

２）設置場所 

設置予定場所は，国，県又は市町村公有地とするが，

私有地の場合は所有者と市町村との間に賃貸契約を締結

するものとする。なお，その場所の選定に当たっては災

害に対する安全性や洪水，高潮，土砂災害の危険性に配

慮するとともに，飲料水が得やすく保健衛生上適当な場

所とする。 

また，学校の敷地を応急仮設住宅の用地等として定め

る場合には，学校の教育活動に十分配慮するものとする。 

(5) 建設資材の調達 

  応急仮設住宅の建設は，一般社団法人プレハブ建築協会

等と協定を締結し，その協力を得て建設する。 

(6) 応急仮設住宅の借り上げ等 

県は借り上げる民間賃貸住宅の仕様基準や標準契約書，

借り上げ可能な民間賃貸住宅の情報等を市町村へ提供す

る。市町村は必要な民間賃貸住宅の借り上げを行う。 
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（略） 

  ４ 建築物の応急復旧への支援 

  （略） 

 (2) 応急仮設住宅に必要な資機材の調達 

 【県（商工労働部，農林水産部，土木）】 

（略） 

第２ 土木施設の応急復旧 

■基本事項（略） 

■対策 

１ 道路の応急復旧 

 (1) 応急措置 

【県（土木部），市町村，関東地方整備局，東日本高速道路株

式会社（関東支社）】 
機 関 名 応急措置 

県 土 木 部 
（ 市 町 村 ） 

（略） 

関 東 地 方 整 備 局 （略） 

東 日 本 高 速 道 路 
株 式 会 社 

（略） 

路
線
名 

ＩＣ間 
特別巡回

基準 
（状況把
握点検） 

通行規制基準 

速度
規制
協議 

通行

止 

常
磐
道 

(略) 

4.0 以上
5.5未満 

(略) (略) 
(略) 

(略) (略) 

東
関
道 

(略) (略) (略) 
(略) (略) (略) 

北
関
道 

(略) (略) (略) 

圏
央
道 

つくば中
央～稲敷 (略) (略) 

東
水
戸
道
路 

(略) (略) (略) 

 

  （略） 

４ 建築物の応急復旧への支援 

  （略） 

(2) 応急仮設住宅に必要な資機材の調達 

【県（商工労働観光部，農林水産部，土木）】 

（略） 

第２ 土木施設の応急復旧 

■基本事項（略） 

■対策 

１ 道路の応急復旧 

 (1) 応急措置 

【県（土木部），市町村，関東地方整備局，東日本高速道路株

式会社（関東支社）】 
機 関 名 応急措置 

県 土 木 部 
（ 市 町 村 ） 

（略） 

関 東 地 方 整 備 局 （略） 

東 日 本 高 速 道 路 
株 式 会 社 

（略） 

路
線
名 

ＩＣ間 
特別巡回

基準 
（状況把
握点検） 

通行規制基準 

速度
規制
協議 

通行

止 

常
磐
道 

(略) 

4.0 以上
5.5未満 

(略) (略) 
(略) (略) (略) 

東
関
道 

(略) (略) (略) 
(略) (略) (略) 

北
関
道 

(略) (略) (略) 

圏
央
道 

つくば中
央～神崎 (略) (略) 

東
水
戸
道
路 

(略) (略) (略) 
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（略） 

 ２ 港湾，漁港の応急復旧 

【県（土木部，農林水産部），市町村，関東地方整備局】 

(1) 被害状況の把握 

港湾，漁港の管理者は，水域施設，外かく施設，けい留施

設等の港湾施設について被害状況を調査する。その際，港湾

においては，岸壁や航路・泊地の被災状況に応じて，船舶の

航行や接岸を制限する等の措置を行う。 

（略） 

３ 鉄道の応急復旧 

 （略） 

【鹿島臨海鉄道株式会社】 

(1) 組織及び動員 

  地震により災害が発生し又は発生するおそれがあるとき

は，災害対策本部を設置し，別に定める災害対策計画に基

づき職員を動員して応急対策を実施する。 
 

 

 

 

（略） 

(3) 応急措置の実施 

１）（略） 

２）旅客の救出・救護 

① （略） 

② 総務班は，医療機関，消防署及び警察署等との連絡

調整にあたるとともに，輸送対策班を指揮して関係機

関と協力し旅客の救護・救出を行う。 

３）災害時の輸送 

 地区班は，鉄道施設に被害が生じ列車の運転が不能とな

った場合は，その状況により列車の折返し運転，バス代行

（略） 

２ 港湾，漁港の応急復旧 

【県（土木部，農林水産部），市町村，関東地方整備局】 

(1) 被害状況の把握 

港湾，漁港の管理者は，水域施設，外かく施設，けい留施

設等の施設について被害状況を調査する。その際，港湾，漁

港においては，岸壁や航路・泊地の被災状況に応じて，船舶

の航行や接岸を制限する等の措置を行う。 

（略） 

３ 鉄道の応急復旧 

 （略） 

【鹿島臨海鉄道株式会社】 

(1) 組織及び動員 

  地震により災害が発生したときは，災害対策本部を設置

し，別に定める災害対策計画に基づき職員を動員して応急

対策を実施する。 

 

（略） 

(3) 応急措置の実施 

１）（略） 

２）旅客の救出・救護 

① （略） 

② 総務班は，医療機関，消防署及び警察署等との連絡

調整にあたるとともに，関係機関と協力し旅客の救

護・救出を行う。 

３）災害時の輸送 

 輸送対策班及び旅客対策班は，鉄道施設に被害が生じ

列車の運転が不能となった場合は，その状況により列車
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輸送等の手配を行う。 

（略） 

第３ ライフライン施設の応急復旧 

■基本事項（略） 

■対策 

（略） 

２ 電話施設の応急復旧 

  （略） 

 【株式会社ＮＴＴドコモ（茨城支店）】 

(1) 災害が発生した場合には地方自治体の要請により避難

所，現地災害対策本部機関等へ携帯電話の貸出しに務める。 

 

【株式会社ＮＴＴドコモ茨城支店災害対策本部組織図】 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

(2) 応急復旧の実施 

１）災害対策本部の設置 

 震災等による災害が発生した場合は，災害対策本部を

設置し当該設備及び回線の復旧に関し応急の措置を行

う。 

 (3) 各班の役割 
 主 な 業 務 内 容 

本部長 

・本部業務の統括，本部員の指揮統括に関すること 
・災害対策及び災害復旧に関する基本方針の決定に関
すること 
・災害対策本部設置及び重要機関への携帯電話の貸し
出しに関すること 

副本部長 ・本部長の補佐及び本部長不在代行，各班の指揮・統
括に関すること 

本部統括班 ・県・市町村災害対策本部との情報連絡に関すること 

の折返し運転，バス代行輸送等の手配を行う。 

（略） 

第３ ライフライン施設の応急復旧 

■基本事項（略） 

■対策 

（略） 

２ 電話施設の応急復旧 

 （略） 

 【株式会社ＮＴＴドコモ（茨城支店）】 

(1)ＮＴＴドコモ茨城支店災害対策本部の設置 

震災等による災害が発生した場合は，災害対策本部を設置

し，当該設備及び回線の復旧に関し応急の措置を行う。 

【株式会社ＮＴＴドコモ茨城支店災害対策本部 組織図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) ＮＴＴドコモ茨城支店災害対策本部の各班の役割 

震災等による災害が発生した場合，災害対策本部各班は，

下記役割に基づいて行動する。 

  

【株式会社ＮＴＴドコモ茨城支店災害対策本部 各班の役割】 
班 主な役割 

本部長 支店全体の基本方針決定，総指揮･判断の実施 
本部統括班 災害対策本部の運営･調整，各班の取りまとめ業務 
設備復旧班 設備の復旧･応急復旧に関する業務 
お客様対応班 
（法人ユーザ） 

重要法人･自治体･代理店法人等の支援に関する業
務 

お客様対応班 
（マスユーザ・
代理店） 

ドコモショップの運営に関する業務 

避難所支援班 避難所等での避難者支援業務 
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本部長 副本部 本部統括 設備復旧班 

お客様対応班 
（法人ユーザー） 

お客様対応班 
（代理店・マスユーザー） 

総務厚生班 

お客様対応班 
（マスユーザ・代理店） 

お客様対応班 
（法人ユーザ） 

設備復旧班 

避難所支援班 

総務厚生班 

本部統括班 本部長 
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・被害状況の把握と速報，各班との連携と統制に関す
ること 

設備復旧班 
・通信設備被害状況の把握と応急復旧に関すること 
・移動電源車，移動無線基地局車の設置，運用に関す
ること 

お客様対応班 
(法人ﾕｰｻﾞｰ) 

・法人ユーザの対応に関すること 
・避難所での無料充電サービスの要請・交渉に関する
こと 

お客様対応班 
(代理店，ﾏｽﾕｰｻﾞ
-) 

・お客様の安全確保及びお客様窓口の被災状況把握等
に関すること。 

・臨時お客様窓口及び電話受付に関すること。 

総務厚生班 
・通話利用状況及び復旧に関する利用者，報道への周

知に関すること 
・復旧活動の後方支援（食料・宿泊施設，衛生，救護

等）に関すること 
 

３ 都市ガス施設の応急復旧 

【東部ガス株式会社ほか４社】 

 （略） 

第４ 清掃・防疫・障害物の除去 

■基本事項 

（略） 

２ 留意点 

(1) 災害時のごみ及びし尿発生量の推定 

ごみ及びし尿処理については，あらかじめ災害時のごみ

及びし尿の発生量を想定し，各々の作業計画に反映させて

おくことによって処理活動の円滑化を図ることが必要であ

る。 

 （略） 

３ 活動項目リスト 

(1) 清掃 

１）ごみ処理 

２）し尿処理 

（略） 

■対策 

１ 清掃 

(1) ごみ処理 

【県（生活環境部），市町村】 

１）ごみ排出量の推定 

総務厚生班 社印等の安否/服務/経理，報道機関等に関する業務 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
３ 都市ガス施設の応急復旧 

【東部ガス株式会社ほか２社】 

（略） 

第４ 災害廃棄物の処理・防疫・障害物の除去 

■基本事項 

（略） 

２ 留意点 

(1) 災害時の災害廃棄物及びし尿発生量の推計 

ごみ及びし尿処理については，あらかじめ災害時の災害

廃棄物及びし尿の発生量を想定し，各々の作業計画に反映

させておくことによって処理活動の円滑化を図ることが必

要である。 

（略）  

３ 活動項目リスト 

(1)災害廃棄物の処理 

１）災害時の災害廃棄物及びし尿発生量の推計 

２）し尿処理 

（略） 

■対策 

１ 災害廃棄物の処理 

(1)災害時の災害廃棄物及びし尿発生量の推計 

【県（生活環境部），市町村】 

１）災害廃棄物発生の量の推計 
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  市町村は，災害時に処理するごみを，災害により排出

されるもの（建物倒壊，火災による建物の焼失）と一般

生活により発生するものとに区分し，各々について排出

量を推定し清掃計画を策定する。 

２）作業体制の確保 

 市町村は，迅速に処理を行うため，平常作業及び臨時雇

い上げによる応援体制を確立する。また，あらかじめ近隣

市町村，民間の廃棄物処理事業者，土木・運送事業者等に

対して，災害時に人員，資機材等の確保について応援が得

られるよう協力体制を整備しておく。 

３）処理対策 

① 状況把握 

   市町村は，職員による巡視，住民の電話等による要請

等から迅速に被災地域の状況把握に努める。 

② 住民への広報 

 市町村は，すみやかに仮集積場及び収集日時を定めて

住民に広報する。 

③ 処理の実施 

 市町村は，住民によって集められた仮集積場のごみを

管理し，あらかじめ選定した処分場にできるだけすみや

かに運び処理する。その際，処理能力を超え，かつ他に

手段がない場合は，県の指導を受け，環境への影響が最

も少ない場所及び方法により緊急措置を講じる。 

 また，必要があれば，県，近隣市町村，民間の廃棄物

処理事業者等に応援を要請する。 

   県は，市町村からの要請を受けた時，又は被害の状況

等から判断して必要と認めた時，広域的かつ迅速適切な

処理が行えるよう，市町村相互間の応援要請，他県への

応援要請，廃棄物処理事業者等に対する協力要請につい

て必要な連絡調整及び指導を行う。 

４）収集運搬体制の構築，適切な仮置き場の確保 

 市町村に対して必要な情報提供等の協力を行う等によ

り，災害時における収集運搬体制の構築や適切な仮置場の

設置等を推進する。 

 また，県内５地区に分かれ締結している「相互支援」協

   市町村は，被害状況を把握し，被害棟数の情報と発生原

単位を用いて災害廃棄物の発生量を推計する。 

また，仮置場内の測量等による実績値を用いて，発生量

を見直す。 

２）作業体制の確保 

  市町村は，災害廃棄物の処理の主体として，組織体制及び

指揮系統を定めるとともに，業務委託等による作業員の確保

について検討する。また，災害時に備え，県や近隣市町村，

災害廃棄物処理業者，土木・運送業者等と連携体制を構築す

る。 

３）処理対策 

① 状況把握 

    市町村は，職員による巡視，住民の電話等による要請等

により迅速に被災地域の状況把握に努める。 

② 住民への広報 

    市町村は，速やかに災害廃棄物の分別方法や収集方法，

仮置場の利用方法等について住民に広報する。 

③ 処理の実施 

    市町村は，人材，資機材，廃棄物処理施設等を最大限に

活用し，災害廃棄物を円滑かつ迅速に処理する。また，必

要に応じて，近隣市町村等と広域的な相互協力体制による

処理を行う。 

 

 

 

  県は，市町村の被害状況等から必要に応じて，市町村の

行う災害廃棄物処理について，技術支援，人的支援を行う

とともに，災害廃棄物の処理に関連する事業者への協力要

請，国や他都道府県との広域的な支援体制の構築等を行う。 

 

４）仮置場の設置，分別の徹底，収集運搬 

 市町村は，速やかに仮置場を設置し災害廃棄物を適正に

管理するとともに，災害廃棄物を可能な限り再生利用する

ため分別を徹底する。 

また，収集運搬車両を確保し，災害廃棄物の収集運搬を
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定に基づく適切な相互支援が図られるよう市町村間の調整

を行うとともに，災害廃棄物処理の協力協定締結団体であ

る県産業廃棄物協会と連携し，収集運搬業者や処分先の確

保等を支援する等により災害廃棄物の円滑な処理を推進す

る。 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 (2) し尿処理 

【県（生活環境部），市町村】 

１）し尿処理排出量の推定 

（略） 

２ 防疫 

(1)～(4) 

(5) 防疫措置等の実施 

【県（保健福祉部）】 

県は，被災市町村の実情に応じ，保健所職員をもって組織

する防疫班等により，次の事項を行う。 

 また，被災状況に応じ，自衛隊に対し防疫活動を要請する。 

１）（略） 

２）検疫（疫学）調査 

３）～５）（略） 

（略） 

効率的に行う。 

 

 

 

５）連携体制の確保 

  県は，県内５地区に分かれ締結している「相互支援」協

定に基づく適切な相互支援が図られるよう市町村間の調整

を行うとともに，災害廃棄物処理の協力協定締結団体であ

る県産業廃棄物協会と連携し，収集運搬業者や処分先の確

保等を支援する等により災害廃棄物の円滑な処理を推進す

る。 

６）災害廃棄物処理計画 

県は，災害廃棄物に関する基本的な考え方や処理方策等

をまとめた茨城県災害廃棄物処理計画に基づき災害廃棄物

の処理を進めるものとする。 

また，市町村においても災害廃棄物処理計画を策定するも

のとする。 

(2) し尿処理 

【県（生活環境部），市町村】 

１）し尿処理排出量の推計 

  （略） 

２ 防疫 

(1)～(4) 

(5) 防疫措置等の実施 

【県（保健福祉部）】 

 県は，被災市町村の実情に応じ，保健所職員をもって組織 

する防疫班等により，次の事項を行う。 

 また，被災状況に応じ，自衛隊に対し防疫活動を要請する。 

１）（略） 

２）積極的疫学調査 

３）～５）（略） 

（略） 
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改定前 改定後 備考 

第４章 災害復旧・復興対策計画 

第１節 被災者の生活の安定化 

第１ 義援金品の募集及び配分 

■基本事項 

１ 趣 旨 

 大規模な災害時には，多くの人々が生命又は身体に危害

を受け，住居や家財の喪失，経済的困窮により地域社会が

極度の混乱に陥る可能性がある。そこで，県は，災害時に

おける被災者の自立的生活再建を支援するため，関係機関，

団体等と協力し，被災者に対する義援金品の募集及び配分

等の措置を講ずるものとする。 

 ２（略） 

３ 活動項目リスト 

(1) 義援金品の募集及び受付 

(2)（略） 

(3) 義援金品の保管 

(4) 義援金品の配分  

（略） 

■対策 

１ 義援金品の募集及び受付 

【県（生活環境部，保健福祉部），市町村，日赤茨城県支部，

茨城県共同募金会】 

 一般県民及び他都道府県民等への義援金品の募集が必要と

認められる災害が発生した場合，直ちに義援金品の受付窓口

を設置し，義援金品の募集及び受付を実施する。 

 また，募集に当たっては，新聞，テレビ，ラジオ等の報道

機関と協力し，義援金品の受付方法等について広報・周知を

図る。 

 なお，義援品は被災地のニーズに応じた物資を周知し，梱

包に際しては品名を明示することなど被災地における円滑か

つ迅速な仕分け・配送に十分配慮した方法とするよう協力を

求めるものとする。 

第４章 災害復旧・復興対策計画 

第１節 被災者の生活の安定化 

第１ 義援金の募集及び配分 

■基本事項 

１ 趣 旨 

 大規模な災害時には，多くの人々が生命又は身体に危害を

受け，住居や家財の喪失，経済的困窮により地域社会が極度

の混乱に陥る可能性がある。そこで，県は，災害時における

被災者の自立的生活再建を支援するため，関係機関，団体等

と協力し，被災者に対する義援金の募集及び配分等の措置を

講ずるものとする。 

２（略） 

３ 活動項目リスト 

(1) 義援金の募集及び受付 

(2) （略） 

(3) 義援金の保管 

(4) 義援金の配分  

（略） 

■対策 

１ 義援金の募集及び受付 

【県（保健福祉部），市町村，日赤茨城県支部，茨城県共同募

金会】 

 一般県民及び他都道府県民等への義援金の募集が必要と認

められる災害が発生した場合，直ちに義援金の受付窓口を 

設置し，義援金の募集及び受付を実施する。 

 また，募集に当たっては，新聞，テレビ，ラジオ等の報道 

機関と協力し，義援金の受付方法等について広報・周知を 

図る。 

（削除） 
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（略） 

 ３ 義援金品の保管 

【県（生活環境部，保健福祉部），市町村，日赤茨城県支部，

茨城県共同募金会，委員会】 

 一般県民及び他都道府県民等から寄託された被災者に対す

る義援金品については，各受付機関において適正に保管する。 

 なお，委員会が設置された場合は，委員会が各受付機関よ

り義援金の引継ぎを受け，市町村を通じて被災者に配分する

までの間，適正に保管する。 

４ 義援金品の配分 

【県（生活環境部，保健福祉部），市町村，日赤茨城県支部，

茨城県共同募金会，委員会】 

(1) 配分方法の決定 

 委員会は，各受付機関で受け付けた義援金の被災者に対す

る配分方法（対象，基準，時期並びにその他必要な事項）に

ついて，協議のうえ決定する。 

 なお，県で受け付けた義援品については，被災市町村の需

給状況を勘案し，効果的に配分する。 

(2) 配分の実施 

 委員会において決定された義援金の配分方法に基づき，県

及び市町村は，被災者に対し，迅速かつ適正に義援金を配分

する。 

(3) 配分の公表 

 委員会は，被災者に対する義援金の配分結果について，茨

城県防災会議に報告するとともに報道機関等を通じて公表す

る。 

（略） 

第２ 災害弔慰金等の支給及び災害援護資金等の貸付 

■基本事項 

（略） 

■対策 

１ 災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給並びに災害援護資

金の貸付 

 【市町村】 

   （略） 

（略） 

３ 義援金の保管 

【県（保健福祉部），市町村，日赤茨城県支部，茨城県共同募

金会，委員会】 

 一般県民及び他都道府県民等から寄託された被災者に対す

る義援金品については，各受付機関において適正に保管する。 

 なお，委員会が設置された場合は，委員会が各受付機関より

義援金の引継ぎを受け，市町村を通じて被災者に配分するまで

の間，適正に保管する。 

４ 義援金の配分 

【県（保健福祉部），市町村，日赤茨城県支部，茨城県共同募

金会，委員会】 

(1) 配分方法の決定 

  委員会は，各受付機関で受け付けた義援金の被災者に対す

る配分方法（対象，基準，時期並びにその他必要な事項）に

ついて，協議の上決定する。 

  

 

(2) 配分の実施 

 委員会において決定された義援金の配分方法に基づき，県 

及び市町村は，被災者に対し，迅速かつ適正に義援金を配分す

る。 

(3) 配分の公表 

 委員会は，被災者に対する義援金の配分結果について，茨 

城県防災会議に報告するとともに報道機関等を通じて公表す

る。 

（略） 

第２ 災害弔慰金等の支給及び災害援護資金等の貸付 

■基本事項 

（略） 

■対策 

１ 災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給並びに災害援護資

金の貸付 

 【市町村】 

  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.330 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.331 

 

 

 

 

 

 

 



地域防災計画（地震災害対策計画編） 新旧対照表 

- 111 - 

  

「災害弔慰金の支給」 

対象災害 （略） 

支給限度額 
① 生計維持者が死亡した場合 ５００万円 

② その他の者が死亡した場合 ２５０万円 

遺族の範囲 配偶者，子，父母，孫，祖父母 

費用負担割合 （略） 

 

 

 

 

「災害障害見舞金の支給」 

対象災害 （略） 

障害の程度 （略） 

支給限度額 （略） 
費用負担割合 （略） 

「災害援護資金の貸付」 

対象災害 （略） 

貸付限度額 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「災害弔慰金の支給」 

対象災害 （略） 

受給遺族 

ア．配偶者，子，父母，孫，祖父母 

イ．アの遺族がいずれも存在しない場合は，

死亡した者の死亡当時における兄弟姉妹（死

亡した者と死亡当時その者と同居し，又は生

計を同じくしていた者に限る。） 

支給限度額 
① 生計維持者が死亡した場合 ５００万円 

② その他の者が死亡した場合 ２５０万円 

費用負担割合 （略） 

「災害障害見舞金の支給」 

対象災害 （略） 

受給者及び 

障害の程度 
（略） 

支給限度額 （略） 

費用負担割合 
（略） 

「災害援護資金の貸付」 

対象災害 （略） 

貸付限度額 （略） 

貸

付

条

件 

所得制限 

世帯人員 市町村民税における前年の総所得金額 

１人 ２２０万円 

２人 ４３０万円 

３人 ６２０万円 

４人 ７３０万円 

５人以上 １人増すごとに７３０万円に３０万円を加えた額 

ただし，その世帯の住居が滅失した場合にあっては，１，２７０万円と

する 

貸付利率 年３％（据置期間中は無利子） 

据置期間 ３年（特別な事情のある場合は５年） 

償還期間 10 年（据置期間を含む） 

償還方法 年賦又は半年賦 
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２ 災害見舞金の支給 

 【県（生活環境部）】 

（略） 

対象災害 県内において発生した自然災害であって，以下

の要件に該当するもの（略） 

ただし，以下に規定する者には見舞金は支給し

ない。 

（１）「災害弔慰金の支給等に関する法律」に

規定する災害弔慰金又は災害障害見舞金の支

給要件に該当する者 

（２）「被災者生活再建支援法」に規定する全

壊・大規模半壊による被災者生活再建支援金の

支給要件に該当する者 

（新規）（３） 

 

 

支給額 ・死亡 １人当たり 10 万円 

・重度障害 １人当たり ５万円 

・住家全壊 １世帯当たり ５万円 

・住家半壊 １世帯当たり ３万円 

（新規） 

 

３ 生活福祉資金の貸付 

【茨城県社会福祉協議会】 

 「社会福祉法人茨城県社会福祉協議会生活福祉資金貸付規

程」に基づき，災害により被害を受けた低所得世帯等に対し，

経済的自立及び生活意欲の助長促進等が図れると認められる

ものについて，民生委員及び市町村社会福祉協議会の協力を

得て生活福祉資金の貸付を行う。 

また，東日本大災害により被災した低所得世帯に対して当

面の生活に必要となる経費等の貸付をする生活復興支援資金

が，生活福祉資金の特例措置として講じられた。 

『生活福祉資金貸付条件一覧』（平成２３年１２月１日現在）

貸付原資負担 国（２／３），県（１／３） 

２ 災害見舞金の支給 

 【県（生活環境部）】 

  （略） 

対象災害 県内において発生した自然災害であって，以下

の要件に該当するもの（略） 

ただし，以下に規定する者には見舞金は支給し

ない。 

（１）「災害弔慰金の支給等に関する法律」に

規定する災害弔慰金又は災害障害見舞金の支

給要件に該当する者 

（２）「被災者生活再建支援法」に規定する全

壊・大規模半壊による被災者生活再建支援金の

支給要件に該当する者 

（３）茨城県被災者生活再建支援補助金交付要

項第３条第２項に規定する補助対象事業の支

給の要件に該当する者 

支給額 ・死亡 １人当たり 10 万円 

・重度障害 １人当たり ５万円 

・住家全壊 １世帯当たり ５万円 

・住家半壊 １世帯当たり ３万円 

・床上浸水 １世帯当たり ２万円 

 

３ 生活福祉資金の貸付 

【茨城県社会福祉協議会】 

 「社会福祉法人茨城県社会福祉協議会生活福祉資金貸付規

程」に基づき，災害により被害を受けた低所得世帯等に対し，

経済的自立及び生活意欲の助長促進等が図れると認められる

ものについて，民生委員及び市町村社会福祉協議会の協力を得

て生活福祉資金の貸付を行う。 

 

 

 

『生活福祉資金貸付条件一覧』（平成２８年１２月１日現在） 
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※１～２（略） 

※３ 災害弔慰金の支給等に関する法律(昭和 48年法律第 82 号）に基づく災

害救護資金の貸付対象となる世帯は原則として資金の貸付対象としな

い。 

（略） 

 ４（略） 

 ５ 農林漁業復旧資金 

 【県（農林水産部）】 

（別紙のとおり） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
※１～２（略） 

※３ 災害弔慰金の支給等に関する法律(昭和 48年法律第 82 号）に基づく災 

害援護資金の貸付対象となる世帯は原則として資金の貸付対象としない。 

 

（略） 

 ４（略） 

 ５ 農林漁業復旧資金 
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   災害により被害を受けた農林漁業者又は団体に対し復旧

を促進し，農林漁業の生産力の維持増進と経営の安定を図

るため，天災融資法及び茨城県農林漁業災害対策特別措置

条例並びに株式会社日本政策金融公庫法により融資する。 

 (1)（略） 

 (2) 茨城県農林漁業災害対策特別措置条例に基づく融資 

１）茨城県農林漁業災害対策特別措置条例第２条第 12項に

基づき，条例で指定された災害及び被害農業地域等の被

害農林漁業者に必要な経営資金を融資する。 

 （略） 

２）茨城県農林漁業災害対策特別措置条例第２条第13項に 

基づき，被害組合に対し，条例で指定された災害により， 

被害を受けたために事業運営に必要となった資金を融資 

する。 

①～⑤（略） 

⑥ 貸付機関 農業協同組合，森林組合連合会，漁業協

同組合又は金融機関 

３）茨城県農林漁業災害対策特別措置条例第２条第14項に

基づき，被害農業者等に指定災害により，被害を受けた

農業用施設の復旧に必要な資金を融資する。 

① 被害農業者又は特別被害農業者 

②～⑤（略） 

⑥ 貸付期間 農業協同組合，漁業協同組合又は金融機 

      関 

（略） 

 (3) 株式会社日本政策金融公庫（農林漁業施設資金） 

 農林漁業者に対し，被害を受けた施設の復旧資金の概要は

次のとおりである。 

１）償還期限   ＜共同利用施設＞ 

   20年（据置期間３年を含む。）以内 

  ＜主務大臣指定施設＞ 

   15年（据置期間３年を含む。）以内 

２）貸付利率 年0.50％～1.00％（償還期間により異なる） 

  ※Ｈ25．12．20現在の利率 

３）貸付限度額 ＜共同利用施設＞ 

 【県（農林水産部）】 

   災害により被害を受けた農林漁業者又は団体に対し復旧

を促進し，農林漁業の生産力の維持増進と経営の安定を図 

るため，天災融資法及び茨城県農林漁業災害対策特別措置 

条例並びに株式会社日本政策金融公庫法により融資する。 

 (1)（略） 

 (2) 茨城県農林漁業災害対策特別措置条例に基づく融資 

１）茨城県農林漁業災害対策特別措置条例第２条第 12 号に

基づき，条例で指定された災害に係る被害農業地域等の被

害農林漁業者に必要な経営資金を融資する。 

  （略） 

 ２）茨城県農林漁業災害対策特別措置条例第２条第13号に基 

づき，被害組合に対し，条例で指定された災害により， 

被害を受けたために事業運営に必要となった資金を融資 

する。 

 ①～⑤（略） 

⑥ 貸付機関 農業協同組合連合会，森林組合連合会，

漁業協同組合連合会又は金融機関 

３）茨城県農林漁業災害対策特別措置条例第２条第14号に 

基づき，被害農業者等に指定災害により，被害を受けた 

農業用施設の復旧に必要な資金を融資する。 

① 被害農業者 

②～⑤（略） 

⑥ 貸付期間 農業協同組合，農業協同組合連合会又は金

融機関 

（略） 

(3) 株式会社日本政策金融公庫（農林漁業施設資金） 

 農林漁業者に対し，被害を受けた施設の復旧資金の概要は

次のとおりである。 

１）償還期限   ＜共同利用施設＞ 

   20年（据置期間３年を含む。）以内 

  ＜主務大臣指定施設＞ 

   15年（据置期間３年を含む。）以内 

２）貸付利率 年0.16％～0.30％（償還期間により異なる） 

  ※Ｈ29.1.23現在の利率 
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   貸付対象事業費の80％ 

＜主務大臣指定施設＞ 

  貸付対象事業費の80％又は１施設当た

り300万円漁船1，000万円のいずれか低

い額 

（略） 

６ 中小企業復興資金 

【県（商工労働部）】 

 被災した中小企業の再建を促進するための資金対策とし

て，一般金融機関（普通銀行，信用金庫，信用組合）及び政

府系金融機関（株式会社日本政策金融公庫，株式会社商工組

合中央金庫）の融資並びに信用保証協会による融資の保証，

災害融資特別県費預託等により施設の復旧に必要な資金並び

に事業費の融資が迅速かつ円滑に行われるよう県は次の措置

を実施し，国に対しても要望する。 

 (1) 資金需要の把握連絡通報 

 中小企業関係の被害状況について調査し，再建のための資

金需要についてすみやかに把握する。関係機関は緊急に連絡

を行い，その状況を通報する。 

 （略） 

 第３ 租税及び公共料金等の特例措置 

■基本事項（略） 

 ■対策 

 １（略） 

２ その他公共料金の特例措置 

(1)（略） 

(2) 通信事業 

【東日本電信電話株式会社（茨城支店）】 

 （略） 

【株式会社ＮＴＴドコモ（茨城支店）】 

 「ＦＯＭＡサービス契約約款 料金表通則28」他各サービ

スの契約約款に基づき，災害が発生し，又は発生するおそれ

があるときは，臨時にその料金又は工事費を減免することが

ある。 

(3) 電気事業 

３）貸付限度額 ＜共同利用施設＞ 

   貸付対象事業費の80％ 

＜主務大臣指定施設＞ 

  貸付対象事業費の80％又は１施設当た 

り300万円（特認600万円，漁船1，000万

円）のいずれか低い額 

       （略） 

 ６ 中小企業復興資金 

【県（商工労働観光部）】 

 被災した中小企業の再建を促進するための資金対策として， 

一般金融機関（普通銀行，信用金庫，信用組合）及び政府系金 

融機関（株式会社日本政策金融公庫，株式会社商工組合中央金 

庫）の融資並びに信用保証協会による融資の保証，災害融資特

別県費預託等により，施設の復旧や事業の継続に必要な資金対

策が迅速かつ円滑に行われるよう県は次の措置を実施し，国に

対しても要望する。 

(1) 資金需要の把握連絡通報 

    中小企業関係の被害状況について調査し，再建のための資 

金需要について速やかに把握する。関係機関は緊急に連絡を 

行い，その状況を通報する。 

 （略） 

 第３ 租税及び公共料金等の特例措置 

■基本事項（略） 

 ■対策 

 １（略） 

２ その他公共料金の特例措置 

(1)（略） 

(2) 通信事業 

【東日本電信電話株式会社（茨城支店）】 

 （略） 

【株式会社ＮＴＴドコモ（茨城支店）】 

 ＮＴＴドコモの各種サービスの契約約款に基づき，災害が発

生し，又は発生するおそれがあるときは，臨時にその料金又は

工事費を減免することがある。 

（略） 
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【東京電力株式会社（茨城支店）】 

   （略） 

(4) 都市ガス事業 

【東部ガス株式会社ほか４社】 

 ガス供給事業者が被害の状況を見て判断する。経済産業省

若しくは関東経済産業局の認可が必要。 

（略） 

 第６ 被災者生活再建支援法の適用 

 ■基本事項 

 （略） 

 ２ 留意点 

(1) 住家全壊世帯数情報の迅速な収集及び伝達体制の整備 

  支援法の適用の判断及びその手続きを行うにあたり，全

壊世帯等の被害の把握及び認定の作業を迅速かつ的確に行

なう必要がある。このため，災害救助法担当との連携を図

り，被害情報の収集及び伝達体制を整備しておくことが必

要である。 

(2) 支援金支給手続き等の説明 

  支給決定時に申請者の誤解等による不服等の発生を避け

るとともに支援金支給手続きが迅速かつ円滑に進むように

するため，支援法が適用された市町村は，制度の対象とな

る被災世帯に対して，支援金の趣旨，申請書の記載方法，

申請期限などその手続きについて懇切・丁寧に説明する必

要がある。 

 ３ 活動項目リスト 

 (1)被害状況の把握及び被災世帯の認定 

   １）被災世帯の算定 

２）住家の滅失等の算定及び住家及び世帯の単位 

(2) 支援法の適用基準 

(3) 支援法の適用手続き 

１）市町村の被害状況報告 

２）県の被害状況報告及び支援法の適用 

(4) 支援金の支給額 

 支援額は，以下の２つの支援金の合計額となる。 

１）住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

２）住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

(3) 電気事業 

【東京電力パワーグリッド株式会社 茨城総支社】 

（略） 

(4) 都市ガス事業 

【東部ガス株式会社ほか２社】 

 ガス供給事業者が被害の状況を見て判断する。経済産業省

若しくは関東経済産業局の認可が必要。 

（略） 

 第６ 被災者生活再建支援法の適用 

 ■基本事項 

 （略） 

 ２ 留意点 

(1) 住家全壊世帯数情報の迅速な収集及び伝達体制の整備 

  支援法の適用の判断及びその手続を行うにあたり，全壊世

帯等の被害の把握及び認定の作業を迅速かつ的確に行う必

要がある。このため，救助法担当との連携を図り，被害情報

の収集及び伝達体制を整備しておくことが必要である。 

 

(2) 支援金支給手続等の説明 

  支給決定時に申請者の誤解等による不服等の発生を避け

るとともに支援金支給手続が迅速かつ円滑に進むようにす

るため，支援法が適用された市町村は，制度の対象となる被

災世帯に対して，支援金の趣旨，申請書の記載方法，申請期

限などその手続について懇切・丁寧に説明する必要がある。 

 

 ３ 活動項目リスト 

 (1)被害状況の把握及び被災世帯の認定 

  １）被災世帯の認定 

  ２）住家の滅失等の算定及び住家及び世帯の単位 

(2) 支援法の適用基準 

(3) 支援法の適用手続 

１）市町村の被害状況報告 

２）県の被害状況報告及び支援法の適用 

(4) 支援金の支給額 

  

１）住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 
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(5) 支援金支給申請手続き 

１）支給申請手続き等の説明 

２）必要書類の発行 

３）支給申請書等の取りまとめ 

４）支給申請書等の被災者生活再建支援法人への送付 

(6) 支援金の支給 

■対策 

（略） 

 ３ 支援法の適用手続き 

 (1)市町村の被害状況報告 

 【市町村】 

  市町村長は，当該自然災害にかかる被害状況を収集し，資

料 18－１「被災者生活再建支援法の適用に係る被害状況報告

書」により，知事に対して報告する。 

  当該報告については，自然災害発生後の初期段階では，災

害救助法適用手続きにおける報告（資料 16－１「被害状況報

告表」）で兼ねることができるものとする。 

（略） 

 ５ 支援金支給申請手続き 

（略） 

 ７ 資料，関連項目 

 (1)資料 

  資料 18－１「被災者生活再建支援法の適用に係る被害状況

報告書」 

 (2)関連項目 

  「第３章第６節 災害救助法の適用」 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

(5) 支援金支給申請手続 

１）支給申請手続等の説明 

２）必要書類の発行 

３）支給申請書等の取りまとめ 

４）支給申請書等の被災者生活再建支援法人への送付 

(6) 支援金の支給 

■対策 

  （略） 

 ３ 支援法の適用手続 

 (1)市町村の被害状況報告 

 【市町村】 

  市町村長は，当該自然災害に係る被害状況を収集し，知事に 

対して報告する。 

 

  （削除） 

 

 

（略） 

５ 支援金支給申請手続 

（略） 

 ７ 関連項目 

 (削除) 

 

 

 

  「第３章第６節 災害救助法の適用」 

 第７ 茨城県被災者生活再建支援補助事業による支援金の支 

   給 

 ■基本事項 

 １ 趣旨 

  自然災害によりその居住する住宅に著しい被害を負った世

帯のうち，被災者生活再建支援法（以下「法という。」）の適用

の対象とならない世帯の生活再建のため，茨城県被災者生活再

建支援補助事業（以下「補助事業」という。）により，法と同

趣旨の支援金を支給することで，被災者間の不公平を是正し，
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被災者の速やかな復興を支援する。 

 ２ 留意点 

  被災者生活再建支援法の適用における留意点を準用（第４章

第１節第６） 

 ３ 活動項目リスト 

 (1) 被害状況の把握及び被災世帯の認定 

  １）被災世帯の認定 

  ２) 住家の滅失等の算定及び住家及び世帯の単位 

 (2) 補助事業の適用基準 

 (3) 補助事業の適用手続 

  １）市町村の被害状況報告 

  ２）補助事業適用の通知 

 (4) 支援金の支給額 

   支援金は，以下の２つの支援金の合計額となる。（半壊の

場合は基礎支援金のみ） 

  １）住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

  ２）住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

 (5) 支援金支給申請手続 

  １）支給申請手続等の説明 

  ２）必要書類の発行 

 (6) 支援金の支給 

 (7) 市町村への補助 

 ■対策 

 １ 被害状況の把握及び被災世帯の認定 

 【市町村】 

  補助事業の適用に当たっては，当該市町村が住家の被害状況

を把握し，次の基準で被災世帯の認定を行う。 

 (1)被災世帯の認定 

   補助事業の対象となる被災世帯は次に掲げるものをいう。 

  ①当該自然災害により住家が全壊した世帯 

  ②当該自然災害により住家が半壊し，又はその住家の敷地に

被害が生じ，当該住家の倒壊による危険を防止するため必

要があること，当該住家に居住するために必要な補修費等

が著しく高額となることその他これらに準ずるやむを得な

い事由により，当該住家を解体し，又は解体されるに至っ

た世帯 
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  ③当該自然災害により住家が半壊し，基礎，基礎ぐい，壁，

柱等であって構造耐力上主要な部分として被災者生活再建

支援法施行令（平成 10年政令第 361 号）第２条に定めるも

のの補修を含む大規模な補修を行わなければ当該住家に居

住することが困難であると認められる世帯（②に掲げる世

帯を除く。以下「大規模半壊世帯」という。） 

  ④当該自然災害により住家が半壊した世帯（②及び③に掲げ

る世帯を除く。） 

 (2)住家の滅失等の算定及び住家及び世帯の単位 

   災害救助法における基準を参照 

 ２ 補助事業の適用基準 

  補助事業の対象となる自然災害は，茨城県被災者生活再建支

援補助金交付要項第３条の規定により，次に掲げるとおりであ

る。 

 (1)県内において法が適用された市町村が１以上ある自然災害 

 (2)県内において法の適用がないが，住家全壊被害が１世帯以

上発生した自然災害 

 ３ 補助事業の適用手続 

 (1)市町村の被害状況報告 

 【市町村】 

  市町村長は，当該自然災害に係る被害状況を収集し，知事に

対して報告する。 

 (2)補助事業適用の通知 

 【県（生活環境部）】 

  知事は，市町村長の報告を精査した結果，発生した災害が補

助事業の適用基準に該当すると認めたときは，県内市町村長に

対し，補助事業適用を通知する。 

 ４ 支援金の支給額 

 (1)複数世帯の場合 

            （単位：万円） 

区分 住宅の再建方法 基礎支援金 加算支援金 合計 

全壊 

解体 

建設・購入 100 200 300 

補修 100 100 200 

賃借 100 50 150 

大規模半

壊 

建設・購入 50 200 250 

補修 50 100 150 
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賃借 50 50 100 

半壊   25   25 

 

 (2)単数世帯の場合 

            （単位：万円） 

区分 住宅の再建方法 基礎支援金 加算支援金 合計 

全壊 

解体 

建設・購入 75 150 225 

補修 75 75 150 

賃借 75 37.5 112.5 

大規模半

壊 

建設・購入 37.5 150 187.5 

補修 37.5 75 112.5 

賃借 37.5 37.5 75 

半壊   18.75   18.75 

 

 ５ 支援金支給申請手続 

 【市町村】 

 (1)支給申請手続等の説明 

  制度の対象となる被災世帯に対して，支給申請手続等につい

て説明する。 

 (2)必要書類の発行 

  支給申請書に添付する必要のある書類について，被災者から

の請求に基づき発行する。 

  １） 住民票など世帯が居住する住所の所在，世帯の構成が

確認できる証明書類 

  ２） 罹災証明書類 

 ６ 支援金の支給 

 【市町村】 

  被災世帯から提出された支給申請書類を審査し，適正と認め

られる場合は直接口座振替払いにより申請者に支援金を支給

する。 

 ７ 市町村への補助 

 【県（生活環境部）】 

  県は，被災世帯へ支援金を支給した市町村に対し，支給の実

績に基づいてその費用の一部を補助する。 
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第２節 被災施設の復旧 

■基本事項（略） 

■対策 

１ 災害復旧事業計画の作成 

【県（各部局），市町村】 

 県各部局及び市町村は，災害応急対策を講じた後に被害の

程度を十分調査・検討し，それぞれが所管する公共施設に関

する災害復旧事業計画を速やかに作成する。 

 災害復旧事業計画の基本方針を次に示す。 

(1) （略） 

(2) 災害復旧事業期間の短縮 

 復旧事業計画の樹立に当たっては，被災状況を的確に把握

し，速やかに効果があがるよう，関係機関は十分連絡調整を

図り，事業期間の短縮に努める。 

 災害復旧事業の種類を次に示す。 

１）（略） 

２）農林水産施設事業復旧計画 

（略） 

２ 災害復旧事業に伴う財政援助及び助成計画の作成 

【県（各部局），市町村】 

（略） 

(1) 法律に基づき一部負担又は補助するもの 

１）～８） 

９）農林水産施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関

する法律 

（略） 

 ４ 解体，がれき処理 

(1) 作業体制の確保 

【市町村】 

 市町村は，迅速に解体及びがれき処理を行うため，平常

作業及び臨時雇い上げによる応援体制を確立する。また，

あらかじめ近隣市町村，民間の廃棄物処理業者，土木・運

送業者等に対して，災害時における人員，資機材等の確保 

について応援が得られるよう協力体制を整備する。 

(2) 処理対策 

第２節 被災施設の復旧 

■基本事項（略） 

■対策 

１ 災害復旧事業計画の作成 

【県（各部局），市町村】 

 県各部局及び市町村は，災害応急対策を講じた後に被害の程

度を十分調査・検討し，それぞれが所管する公共施設に関する

災害復旧事業計画を速やかに作成する。 

 災害復旧事業計画の基本方針を次に示す。 

(1) （略） 

(2) 災害復旧事業期間の短縮 

 復旧事業計画の樹立に当たっては，被災状況を的確に把握

し，速やかに効果があがるよう，関係機関は十分連絡調整を図

り，事業期間の短縮に努める。 

 災害復旧事業の種類を次に示す。 

１）（略） 

２）農林水産施設災害復旧事業計画 

（略） 

２ 災害復旧事業に伴う財政援助及び助成計画の作成 

【県（各部局），市町村】 

（略） 

(1) 法律に基づき一部負担又は補助するもの 

１）～８） 

９）農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関

する法律 

（略） 

４ 解体，がれき処理 

(1) 作業体制の確保 

【市町村】 

 市町村は，迅速に解体及びがれき処理を行うため，組織体

制及び指揮系統を定めるとともに，業務委託等による作業員

の確保について検討する。また，災害時に備え，県や近隣市

町村，災害廃棄物処理業者，土木・運送業者と連携体制を構

築する。 

(2) 処理対策 

p.358 
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１）状況把握 

【市町村】 

 市町村は，職員による巡視等から迅速に被災地域の状

況を把握する。 

２）処理の実施 

【市町村】 

 市町村は，１）に基づき，住宅，所管の道路及び河川・

港湾施設について，解体，がれき処理を実施する。必要

があれば，県，近隣市町村，民間の廃棄物処理業者等に

応援を要請する。 

【県（生活環境部，土木部）】 

 県は，市町村からの要請を受けた場合，又は被害の状

況等から判断して必要と認めた場合は，市町村の行う解

体，がれき処理について，市町村間の応援，民間の廃棄

物処理業者等に対する協力要請について必要な連絡調整

及び指導を行う。 

 

 

３）集積地の確保 

【県（生活環境部，土木部），市町村】 

 県及び市町村は，解体収集後のがれき等を集積するた

め集積地を確保する。集積地が不足する場合は，交通に

支障のない路上や公園等に一時集積するとともに，近隣

市町村に対して集積地の確保を要請する。 

４）最終処分場の確保 

【県（生活環境部）】 

 県は，がれき等（災害廃棄物）の処理・処分を円滑に

行うため，近隣市町村や民間の廃棄物処理業者等の協力

を得て処理施設や最終処分場の確保を図る。 

５）災害廃棄物処理計画等 

【県（生活環境部），市町村】 

 県及び市町村は，廃棄物処理施設については，一定程

度余裕をもった能力を維持するとともに，災害廃棄物処

理機能の多重化や代替性の確保を図るものとする。 

  また，仮置き場の配置や災害廃棄物の処理方法等につ

１）状況把握 

【市町村】 

 市町村は，職員による巡視等により迅速に被災地域の状

況を把握する。 

２）処理の実施 

【市町村】 

 市町村は，１）に基づき，住宅，所管の道路及び河川・

港湾・漁港施設について，解体，がれき処理を実施する。

必要があれば，県，近隣市町村，民間の廃棄物処理業者等

に応援を要請する。 

【県（生活環境部，土木部）】 

 県は，市町村の被害状況等から必要に応じて，市町村の

行う解体，がれき処理について，技術支援，人的支援を行

うとともに，災害廃棄物の処理に関連する事業者への協力

要請，国や他都道府県との広域的な支援体制に基づき処理

全体の進捗管理を行う。被災市町村の行政機能が喪失した

場合，県は，市町村から地方自治法第252条の14の規定に基

づく事務の委託を受けて，災害廃棄物の処理主体として処

理を行う。 

３）仮置場の確保 

【県（生活環境部，土木部），市町村】 

 市町村は，解体収集後のがれき等を一時的に集積するた

め仮置場を確保する。仮置場が不足する場合は，県は，近

隣市町村に対して仮置場の提供を要請する。 

 

４）再生利用・最終処分 

【市町村】 

市町村は，がれき等の処理・処分に当たっては，再生利

用を推進し，最終処分量の削減に努める。 

 

５）石綿飛散防止対策 

【県（生活環境部），市町村】 

県及び市町村は，解体及びがれき処理に伴う石綿飛散防

止対策について「災害時における石綿飛散防止に係る取扱

いマニュアル」（平成19年８月 環境省水・大気環境局大気
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いて具体的に示した災害廃棄物処理計画を策定するもの

とする。 

５ 関連項目 

「第３章 第７節 応急復旧・事後処理 第４ 清掃・防

疫・障害物の除去」 

「第４章 第４節 復興計画の作成」 

第３節 激甚災害の指定 

■基本事項（略） 

■対策 

（略） 

２  激甚災害指定の手続き 

      

  大規模な災害が発生した場合，内閣総理大臣は，知事等

の報告に基づき，中央防災会議の意見を聞いて，激甚災害

として指定すべき災害かどうか判断する。中央防災会議は，

内閣総理大臣に答申するに際し，激甚災害指定基準又は局

地激甚災害指定基準に基づいて，激甚災害として指定すべ

き災害かどうかを答申する。 

   （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境課）により行うものとする。 

     （略） 

 

５ 関連項目 

「第３章 第７節 応急復旧・事後処理 第４ 廃棄物の処

理・防疫・障害物の除去」 

「第４章 第４節 復興計画の作成」 

第３節 激甚災害の指定 

■基本事項（略） 

■対策 

（略） 

２  激甚災害指定の手続 

【国】 

  大規模な災害が発生した場合，内閣総理大臣は，知事等の 

報告に基づき，中央防災会議の意見を聞いて，激甚災害とし 

て指定すべき災害かどうか判断する。中央防災会議は，内閣 

総理大臣に答申するに際し，激甚災害指定基準又は局地激甚 

災害指定基準に基づいて，激甚災害として指定すべき災害か 

どうかを答申する。 

  （略） 
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改定前 改定後 備考 
付編 

東海地震の警戒宣言発令時の 

対応措置計画         

 

第１章 総則 

第１節 計画作成の趣旨 

昭和 53 年６月 15 日，大規模地震対策特別措置法が制定さ

れ，同年 12 月 14 日に施行された。この法律に基づき，昭和

54 年８月７日，「東海地震（震源地：駿河湾，マグニチュー

ド：８程度）」が発生した場合，木造建築物等に著しい被害が

生ずるおそれのある震度６弱以上の地震動を受けると推定さ

れる市町村等の区域（静岡，神奈川，山梨，長野，岐阜，愛

知の６県 170 市町村）が「地震防災対策強化地域」として指

定された。 

さらに，平成 14年４月に「地震防災対策強化地域」が見直

され，従来の６県 167 市町村から８都県，263 市町村（東京

都，神奈川県，山梨県，長野県，岐阜県，静岡県，愛知県，

三重県）に大幅に拡大された。（平成 21 年４月１日現在８都

県 166 市町村） 

（略） 

第２章 防災責任者が実施する事務又は業務の大綱 

〔警戒宣言時（「東海地震情報」の発表に基づき政府が準備行

動を行う旨の意志決定時を含む。）の対応措置に関するものと

する。〕 

１（略） 

２ 市町村 

（略） 

(5) 避難の勧告・指示に関すること 

（略） 

３ 指定地方行政機関 

（略） 

 (3) 関東信越厚生局 

 １）国立病院の避難設備の整備及び防災訓練等の指導に関

付編 

東海地震の警戒宣言発令時の 

対応措置計画         

 

第１章 総則 

第１節 計画作成の趣旨 

昭和 53年６月 15日，大規模地震対策特別措置法が制定され，

同年 12 月 14 日に施行された。この法律に基づき，昭和 54 年

８月７日，「東海地震（震源地：駿河湾，マグニチュード：８

程度）」が発生した場合，木造建築物等に著しい被害が生ずる

おそれのある震度６弱以上の地震動を受けると推定される市

町村等の区域（静岡，神奈川，山梨，長野，岐阜，愛知の６県

170 市町村）が「地震防災対策強化地域」として指定された。 

さらに，平成 14 年４月に「地震防災対策強化地域」が見直

され，従来の６県 167 市町村から８都県，263 市町村（東京都，

神奈川県，山梨県，長野県，岐阜県，静岡県，愛知県，三重県）

に大幅に拡大された。（平成 24年 4月 1日現在 8都県 157 市町

村） 

（略） 

 

第２章 防災責任者が実施する事務又は業務の大綱 

〔警戒宣言時（「東海地震予知情報」の発表に基づき政府が準

備行動を行う旨の意志決定時を含む。）の対応措置に関するも

のとする。〕 

１（略） 

２ 市町村 

（略） 

(5) 避難勧告等に関すること 

（略） 

３ 指定地方行政機関 

（略） 

 (3) 関東信越厚生局 

 １）管内の被害情報の収集及び伝達に関すること。 
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すること。 

 ２）国立病院収容患者の医療等の指示調整に関すること。 

 ３）地震等による負傷者の国立病院における医療助産救助

の指示調整に関すること。 

 ４）医療救護班応援依頼への対応に関すること。 

 ５）情報の収集と伝達に関すること。 

（略） 

  ( 9) 東京航空局 

（略） 

  （新規） 

 

 

 

(10) 第三管区海上保安部 

（略） 

(11) 東京管区気象台（水戸地方気象台）  

１）大規模地震に関する情報及び必要な情報の通知に関す

ること。  

２）警戒体制の確立に関すること。 

(12) 関東総合通信局 

（略） 

(13) 茨城労働局 

（略） 

(14) 関東地方整備局 

 （略） 

５ 指定公共機関 

(1)（略） 

(2) 東日本電信電話株式会社（茨城支店），株式会社ＮＴＴド

コモ（茨城支店） 

１）重要通信の確保に関すること。 

２）警戒宣言等情報の伝達と周知に関すること。 

３）地震災害警戒本部の設置に関すること。 

４）地震防災応急対策に係る各種情報の収集・伝達に関す

ること。 

５）災対機器の点検・整備及び非常配備に関すること。 

 ２）関係機関との連絡調整に関すること。 

（略） 

 

 

 

 

 

  ( 9) 東京航空局 

（略） 

  (10) 関東地方測量部 

１ 災害時等における地理空間情報の整備・提供 

２ 復旧・復興のための公共測量に関する指導・助言 

３ 地殻変動の監視 

 (11) 第三管区海上保安部 

（略） 

(12) 東京管区気象台（水戸地方気象台）  

１）大規模地震に関する情報及び必要な情報の通知に関する

こと。  

２）非常体制の確立に関すること。 

(13) 関東総合通信局 

（略） 

(14) 茨城労働局 

（略） 

(15) 関東地方整備局 

 （略） 

５ 指定公共機関 

(1)（略） 

(2) 東日本電信電話株式会社（茨城支店），株式会社ＮＴＴド

コモ（茨城支店） 

１）情報収集と伝達に関すること 

２）通信の利用制限等の措置に関すること 

３）災害用伝言ダイヤル等の提供に関すること 

４）対策要員の確保及び広域応援に関すること 

５）災害時における災害対策用機器等の配備及び災害対策用

資機材の確保に関すること 
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６）応急復旧体制確立のための諸措置（要員，資機材及び

車両等の確保並びに輸送に関する確認と手配等）に関す

ること。 

７）建設業界等の応援に係る確認と手配に関すること。 

８）建物・施設等の巡視・点検と必要な防護措置に関する

こと。 

９）工事中の施設に対する安全措置に関すること。 

10）その他発災に備えた諸措置（重要書類の非常持出し，

広報，その他）に関すること。 

  （略） 

 

６ 指定地方公共機関 

（略） 

(3) 水害予防団体（利根川水系県南水防事務組合，飯沼反町

水除堤水害予防組合） 

（略） 

(5) 都市ガス事業者（東部ガス株式会社，東日本ガス株式会

社，筑波学園ガス株式会社，美浦ガス株式会社） 

  （略） 

 

第３章 東海地震注意情報発表から警戒宣言発令までの対応

措置 

（略） 

第３節 警戒宣言，東海地震に関する情報について 

（略） 

２ 東海地震に関連する情報 

 東海地震とは，静岡県中部から遠州灘周辺を震源域とし，

いつ発生してもおかしくないと考えられているマグニチュー

ド８クラスの巨大地震で，これまでの研究や観測体制の構築

から唯一予知の可能性のある地震である。気象庁は，関係機

関の協力も得て，地殻変動や地震等を 24時間体制で監視し，

異常なデータが観測された場合には「東海地震に関連する情

報」でお知らせする。  

  

なお，前兆すべりが急激に進んだ場合や前兆すべりが小さい

６）通信建物、設備等の巡視と点検に関すること 

７）工事中の設備に対する安全措置に関すること 

８）東海地震に関連する調査情報発出時の対応に関すること 

 

 

 

 

 

 

（略） 

  

６ 指定地方公共機関 

（略） 

(3) 水害予防団体（利根川水系県南水防事務組合） 

（略） 

 

(5) 都市ガス事業者（東部ガス株式会社，東日本ガス株式会社） 

（略） 

 

 

第３章 東海地震注意情報発表から警戒宣言発令までの対応

措置 

（略） 

第３節 警戒宣言，東海地震に関する情報について 

（略） 

２ 東海地震に関連する情報 

 東海地震とは，静岡県中部から遠州灘周辺を震源域とし，い

つ発生してもおかしくないと考えられているマグニチュード

８クラスの巨大地震で，これまでの研究や観測体制の構築から

唯一予知の可能性のある地震である。気象庁は，関係機関の協

力も得て，地殻変動や地震等を 24 時間体制で監視し，異常な

データが観測された場合には「東海地震に関連する情報」を，

各情報が意味する危険度に応じた「カラーレベル」を付し，お

知らせする。  

 なお，前兆すべりが急激に進んだ場合や前兆すべりが小さい
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場合等には，直前予知ができない場合もあるので，日ごろか

ら東海地震への備えをしておくことが大切である。 

（略） 

 

第４章 警戒宣言発令時の対応措置 

 警戒宣言が発令されたときから，大規模地震が発生するま

で，又は警戒解除宣言が発令されるまでの間に実施する対応

措置について定める。 

第１節 警戒宣言，東海地震予知情報，警戒解除宣言の伝達 

１ 伝達系統 

  次の系統図による。（水害予防組合は水防活動上必要と認

めるときに限る。） 

(1) 警戒宣言，警戒解除宣言伝達系統 

 
 

場合等には，直前予知ができない場合もあるので，日ごろから

東海地震への備えをしておくことが大切である。 

 （略） 

 

第４章 警戒宣言発令時の対応措置 

 警戒宣言が発令されたときから，大規模地震が発生するま

で，又は警戒解除宣言が発令されるまでの間に実施する対応措

置について定める。 

第１節 警戒宣言，東海地震予知情報，警戒解除宣言の伝達 

１ 伝達系統 

  次の系統図による。（水害予防組合は水防活動上必要と認

めるときに限る。） 

 (1) 警戒宣言，警戒解除宣言伝達系統 

 
指定地方公共機関 

茨城県土地改良事業 
団 体 連 合 会 

首 都 圏 新 都 市 
鉄 道 株 式 会 社 

一 般 社 団 法 人 
茨 城 県 医 師 会 

日立電鉄交通サービス 
株 式 会 社 

公 益 社 団 法 人 
茨 城 県 歯 科 医 師 会 

ジ ェ イ ア ー ル バ ス 
関 東 株 式 会 社 

公 益 社 団 法 人 
茨 城 県 薬 剤 師 会 

一 般 社 団 法 人 
茨 城 県 バ ス 協 会 

公 益 社 団 法 人 
茨 城 県 看 護 協 会 東 部 ガ ス 株 式 会 社 

利 根 川 水 系 県 南 
水 防 事 務 組 合 東日本ガス株式会社 

茨 城 交 通 株 式 会 社 一般社団法人茨城県 
高 圧 ガ ス 保 安 協 会 

関 東 鉄 道 株 式 会 社 株式会社茨城新聞社 

鹿島臨海鉄道株式会社 株 式 会 社 茨 城 放 送 
一 般 社 団 法 人 
茨城県トラック協会 

社 会 福 祉 法 人 
茨城県社会福祉協議会 
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 (2)東海地震予知情報伝達系統 

 （略） 

第２節 警戒体制の確立 

１～２（略） 

３ 防災関係機関の体制 

  防災関係機関は，警戒宣言が発令されたときは，所掌事

務又は業務に係る地震防災応急対策の実施及び東海地震発

生時の災害応急対策の準備が円滑にできるよう必要な警戒

体制をとるものとする。 

 各防災関係機関の体制の概要は次のとおりである。 

(1) 指定地方行政機関 

(2)東海地震予知情報伝達系統 

（略） 

第２節 警戒体制の確立 

１～２（略） 

３ 防災関係機関の体制 

  防災関係機関は，警戒宣言が発令されたときは，所掌事務

又は業務に係る地震防災応急対策の実施及び東海地震発生

時の災害応急対策の準備が円滑にできるよう必要な警戒体

制をとるものとする。 

 各防災関係機関の体制の概要は次のとおりである。 

(1) 指定地方行政機関 

p.383 
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（略） 

11）東京管区気象台（水戸地方気象台）  

①大規模地震に関する情報の収集と，東海地震に関連する

情報を茨城県知事（消防防災課）に通知する。  

②警戒宣言が発せられた場合，地震災害警戒本部を設置し

臨時体制に入る。 

（略） 

 (3)指定公共機関 

 （略） 

２）東日本電信電話株式会社 

 東海地震注意情報を受領したときは，茨城支店に地震

災害警戒本部（以下「警戒本部」という。）を設置する。

本部組織は次のとおりである。 

 

 

 

 

※ 災害対策本部・地震災害警戒本部組織図（地震＝震度５

以下） 

 

 

 

 

（略） 

11）東京管区気象台（水戸地方気象台）  

①大規模地震に関する情報の収集と，東海地震に関連する情 

報を茨城県知事（防災・危機管理課）に通知する。  

②警戒宣言が発せられた場合，災害対策本部を設置し非常体 

制に入る。 

（略） 

(3)指定公共機関 

 （略） 

２）東日本電信電話株式会社 

   東海地震注意情報を受領したときは，茨城支店に地震 

災害警戒本部（以下「警戒本部」という。）を設置する。 

  災害が発生した場合又は発生する恐れがある場合，災害

対策規定の非常区分により，その状況に応じて，組織規定

にかかわらず，この対策組織を設置する。 

非被災地の場合は，本社対策組織の要請により支援本部，

又は情報連絡室を設置する。 

 

（図削除） 
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７)独立行政法人水資源機構 

防災本部を設置し，警戒体制に入る。本部の組織は，次

のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８）独立行政法人日本原子力研究開発機構 

① 「原子力災害対策マニュアル（原子力防災会議幹事

会）」及び「原子力災害対策指針」に基づく警戒事態に

おける，原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警

戒本部体制の確立に基づき，原子力緊急時支援・研修

センターに緊急時支援体制を確立する。また，独立行

政法人日本原子力研究開発機構の主たる事務所に「機

構対策本部」を確立する。 

② その他，警戒宣言発令時の独立行政法人日本原子力

研究開発機構の対応措置については，茨城県地域防災

計画（原子力災害対策計画編）の定めの例による。 

（略） 

 (4) 指定地方公共機関 

１）～２）（略） 

３）飯沼反町水除堤水害予防組合 

①伝達系統，連絡調整 

 警戒宣言が発せられたときは，水防管理者は関係市町長

（古河市，八千代町，常総市，坂東市）並びに広域消防本

７)独立行政法人水資源機構 

防災本部を設置し，警戒体制に入る。本部の組織は，次の

とおりとする。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

① 「原子力災害対策マニュアル（原子力防災会議幹事会）」

及び「原子力災害対策指針」に基づく警戒事態における，

原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒本部体制

の確立に基づき，原子力緊急時支援・研修センターに緊

急時支援体制を確立する。また，独立行政法人日本原子

力研究開発機構の主たる事務所に「機構対策本部」を確

立する。 

② その他，警戒宣言発令時の国立研究開発法人日本原子

力研究開発機構の対応措置については，茨城県地域防災

計画（原子力災害対策計画編）の定めの例による。 

（略） 

 (4) 指定地方公共機関 

１）～２）（略） 

３）（削除） 

 

 

 

p.389 
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部消防長（署長）に連絡し，近距離通信確保のため水防通

信発着点，資材備蓄場，水防作業場，重要水域にバイク伝

令等を配置。 

②警戒体制への準備 

 随時河川及び堤防の巡視，施設の点検を責任区域毎に行

い，異常を認めたときはただちに水防管理者に報告する。 

 ４）茨城交通株式会社 

 （略） 

５）関東鉄道株式会社 

（略） 

６）鹿島臨海鉄道株式会社 

（略） 

７）日立電鉄交通サービス株式会社 

（略） 

８）一般社団法人茨城県トラック協会 

（略） 

９）都市ガス事業者（東部ガス株式会社，東日本ガス株式

会社，筑波学園ガス株式会社，美浦ガス株式会社） 

（略） 

10）一般社団法人茨城県高圧ガス保安協会 

（略） 

11）株式会社茨城新聞社 

（略） 

12）株式会社茨城放送 

（略） 

13）首都圏新都市鉄道株式会社 

（略） 

第３節 地震防災応急対策の実施 

（略） 

４ 危険物等施設対策 

(1)～(4)（略） 

(5) 放射性物質施設 

 （略） 

１）独立行政法人日本原子力研究開発機構 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

３）茨城交通株式会社 

 （略） 

４）関東鉄道株式会社 

（略） 

 ５）鹿島臨海鉄道株式会社 

（略） 

 ６）日立電鉄交通サービス株式会社 

（略） 

 ７）一般社団法人茨城県トラック協会 

（略） 

 ８）都市ガス事業者（東部ガス株式会社，東日本ガス株式会社） 

（略） 

 

９）一般社団法人茨城県高圧ガス保安協会 

（略） 

10）株式会社茨城新聞社 

（略） 

11）株式会社茨城放送 

（略） 

12）首都圏新都市鉄道株式会社 

（略） 

第３節 地震防災応急対策の実施 

（略） 

４ 危険物等施設対策 

(1)～(4)（略） 

(5) 放射性物質施設 

 （略） 

１）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

 （略） 

p.391 
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５ 公共施設対策 

警戒宣言発令時においても，原則として社会生活機能は平

常どおり維持するものとする。このため，公共施設の管理者

は，通常業務の継続に努めるとともに，不測の事態にも迅

速・的確に対処できるよう必要な措置を講ずるものとする。 

(1) 電話（東日本電信電話株式会社） 

茨城支店管内は大規模地震対策特別措置法で定めている

地震防災対策強化地域に該当せず，また東日本電信電話株

式会社（本社）が定めている「東海地震対策実施要領」の

周辺地域にも該当しないが，防災上の観点から周辺地域と

同等の対策を実施することとしており，その実施内容は，

次のとおりである。 

警戒宣言発令下の周辺地域内におけるＮＴＴの業務 

業務内容等 記  事 

ダ イ ヤ ル 通 話 
強化地域内及び周辺地域内の一般通
話は，トラヒックの状況に応じて利
用制限を行う。 

手動通
話 

１００番通
話 可能な限り取扱う。 

番 号 案 内 同 上 

一 般 電 報 強化地域へむけ発信される電報は，
遅延承知のものに限り受付ける。 

営 業 窓 口 着信する電報は，配達の困難な場合，
可能な限り電話により配達する。 

サービスオーダー工
事 可能な限り業務を取扱う。 

故 障 修 理 所外：災害時優先電話等を優先して
行う。 

１１３番等試験台業
務 

所内：一般加入者についても可能な
限り行う。 

（略） 

 

 

 

 (4) 都市ガス（東京ガス株式会社，東部ガス株式会社，東日

５ 公共施設対策 

警戒宣言発令時においても，原則として社会生活機能は平

常どおり維持するものとする。このため，公共施設の管理者

は，通常業務の継続に努めるとともに，不測の事態にも迅 

速・的確に対処できるよう必要な措置を講ずるものとする。 

(1) 電話（東日本電信電話株式会社） 

  茨城支店管内は大規模地震対策特別措置法で定めている

地震防災対策強化地域に該当しないが，防災上の観点から周

辺地域と同等の対策を実施することとしており，その実施内

容は，次のとおりである。 

 

 

警戒宣言発令下の周辺地域内におけるＮＴＴの業務 

1）確保する業務 

業務内容等 記 事 
防災関係機関等の災害時優先
電話からのダイヤル通話 

利用制限の措置は行わない 

街頭公衆電話からの通話 

2）可能な限りにおいて取り扱う業務 
業務内容等 記 事 

一般加入電話からのダイヤル
通話 

トラヒック状況に応じて利用
制限を行う 

一般電報の発信及び電話によ
る配達 

避難命令発令下においては，
代替局に切替えて，業務を取
り扱う。強化地域に着信する
電報は，遅延承知のものに限
り受け付ける。 

営業窓口 

営業時間中は開けておき，緊
急度の高い電報の受付，架線
申込みの応対等緊急かつ重要
な業務を行う。 

防災関係等からの緊急な要請
への対応 
（1）故障修理 
（2）臨時電話，臨時専用線等
の開通工事 

警戒本部にて状況判断の上，
その場の状況に応じた対応を
行う。また，故障申告は，別
に受付け電話を設けて対応す
る。 

（略） 

(4) 都市ガス（東京ガス株式会社，東部ガス株式会社，東日本

p.399 
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本ガス株式会社，筑波学園ガス株式会社，美浦ガス株式会

社） 

（略） 

６ 教育，医療，社会福祉施設対策 

(1) 教育 

１）学校 

    学校は，警戒宣言が発令されたときは，次の措置を講

じて，児童生徒等の生命の安全確保並びに施設の安全管

理に万全を期するものとする。 

① （略） 

② 児童生徒等の安全確保 

（略） 

イ 児童生徒等の保護及び安全な下校 

   校長等は，教職員に，児童生徒等の安全な場所への避

難並びに名簿による氏名及び人数の確認を行わせた上，

児童生徒等の下校の安全性を確認し，次の方法により児

童生徒等を速やかに帰宅させるものとする。 

ア）（略） 

イ）小中学校 

（略） 

オ）その他 

   幼稚園，小学校，義務教育学校の児童生徒等で保護者

が留守等の者は，学校で一時保護し，直接保護者に引き

渡す。 

ガス株式会社） 

 

（略） 

６ 教育，医療，社会福祉施設対策 

(1) 教育 

１）学校 

    学校は，警戒宣言が発令されたときは，次の措置を講 

  じて，児童生徒等の生命の安全確保並びに施設の安全管 

理に万全を期するものとする。 

① （略） 

② 児童生徒等の安全確保 

（略） 

イ 児童生徒等の保護及び安全な下校 

   校長等は，教職員に，児童生徒等の安全な場所への避 

  難並びに名簿による氏名及び人数の確認を行わせた上， 

児童生徒等の下校の安全性を確認し，次の方法により児 

童生徒等を速やかに帰宅させるものとする。 

ア）（略） 

イ）小中学校，義務教育学校 

（略） 

オ）その他 

   幼稚園，小学校，義務教育学校及び特別支援学校の児童

生徒等で保護者が留守等の者は，学校で一時保護し，直接

保護者に引き渡す。 
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『生活福祉資金貸付条件一覧』（平成28年12月1日現在）

低
所
得
世
帯

障
害
者
世
帯

高
齢
者
世
帯

貸付期間 据置期間 償還期間 利　子

生業を営むために必要な経費 ● ● ● 4,600千円 20年

(6月程度)　1,300千円

(１年程度)　2,200千円

(２年程度)　4,000千円

(３年以内)　5,800千円

住宅の増改築，補修等及び公営住宅の譲り受けに
必要な事業

● ● ● 2,500千円 ７年

福祉用具等の購入に必要な経費 － ● ● 1,700千円 ８年

障害者用自動車の購入に必要な経費 － ● － 2,500千円 ８年

中国残留邦人等に係る国民年金保険料の追納に必
要な経費

● ● ● 5,136千円 10年

(1年未満) 　1,700千円 ５年

(1年以上1年6月以内)
　　　 2,300千円

(1年未満) 　1,700千円 ５年

(1年以上1年6月以内)
　　　 2,300千円

災害を受けたことにより臨時に必要となる経費 ● ● ● 1,500千円 ７年

冠婚葬祭に必要な経費 ● ● ● 500千円 ３年

住居の移転等，給排水設備等の設置に必要な経費 ● ● ● 500千円 ３年

就職，技能習得等の支度に必要な経費 ● ● ● 500千円 ３年

その他日常生活上一時的に必要な経費 ● ● ● 500千円 ３年

就学支度費 －

教
育
支
援
資
金

－ －

緊急小口資金

教育支援費
低所得世帯に属する者が高等学校，大学又は高等専門
学校に就学するのに必要な経費

・給与等の盗難，紛失

・医療費又は介護費の支払等

次の理由により緊急かつ一時的に生計の維持が困難と
なった場合に貸し付ける少額の資金

福祉費

福
祉
資
金

対象世帯

● ●

生活支援費

住宅入居費

一時生活再建費

●

●

年３％又は長期
ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄのいず
れか低い利率・月300千円

※特に必要と認める場合に限
り，上記金額の1.5倍まで

 　　   500千円

20年

(高校)  月35千円

要保護世帯向け
不動産担保型

生活資金

要保護の高齢者世帯に対し、一定の居住用不動産を担
保として貸し付ける生活資金

●

・居住用不動産の評価額の7割
（集合住宅の場合は5割）

契約終了後
３月

据置期間
終了時

年３％又は長期
ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄのいず
れか低い利率・貸付基本額（当該世帯の最低

生活費等を勘案し、保護の実施
機関が定めた額）

不
動
産
担
保
型
生
活
資
金

－

－

●
契約終了後

３月
据置期間
終了時

●
・貸付限度
額到達まで

不動産担保型
生活資金

低所得の高齢者世帯に対し、一定の居住用不動産を担
保として貸し付ける生活資金

●

・土地の評価額の７割程度

低所得世帯に属する者が高等学校、大学又は高等専門
学校への入学に際し必要な経費

・貸付限度
額到達まで

●
 卒業後
６月

無利子

(高専)  月60千円

(短大)  月60千円

(大学)  月65千円

●

●

・その他、これらと同等のやむを得ない事由によると
き等

・火災等被災

●

無利子
100千円 －

２月
12月

●

－
６月

介護サービス，障害者サービス等を受けるのに必
要な経費及びその期間中の生計を維持するために
必要な経費

－ －

－ －

技能習得に必要な経費及びその期間中の生計を維
持するために必要な経費

負傷又は疾病の療養に必要な経費及びその療養期
間中の生計を維持するために必要な経費

連帯保証人
あり

無利子

連帯保証人
なし

年1.5%

資
金
の
目
的

貸
付
上
限
額

● －

●

８年

● ●

－

連帯保証人
あり

無利子

連帯保証人
なし

年1.5%

(単身世帯)　月150千円

－ －

資　　金　　種　　類

                        貸付条件

貸付限度額

400千円 －

生活を再建するために一時的に必要かつ日常生活費で
賄うことが困難である費用

10年

　
　
総
合
支
援
資
金

(二人以上世帯)月200千円 ３月
（３月毎に
延長，最長

12月）

６月

600千円 －●

生活再建までの間に必要な生活費用

敷金，礼金等住宅の賃貸契約を結ぶために必要な費用
（原則として，当該入居予定住宅の賃料について住宅
手当の申請を行っている場合に限る。）


